


 

序     文 

 

独立行政法人国際協力機構社会開発部では、近年、復興支援・平和構築の対象国・地域で生活

基盤の復旧、復興ニーズに迅速に対応するために、緊急開発調査において緊急性の高い施設等の

建設を行ってきました。このように緊急開発調査内で道路、橋、上下水道等の施設建設を行うこ

とにより、復興が目に見える形で平和の配当を示すことが可能になりました。 

他方、これまで数多く緊急開発調査を実施するなかで、緊急開発調査の施設建設にかかわる制

約条件、責任分担、契約のあり方等の課題が浮き彫りになってきました。 

このような背景から、案件を担当したコンサルタント、無償資金協力調査員、案件担当職員か

ら聞き取り調査を行い、実務に則してこれらのテーマについて議論を行い、課題の整理と今後あ

るべき方向性について検討しました。本プロジェクト研究はこの検討を基に、緊急開発調査で施

設建設のあり方、工事発注のあり方、コンサルタント契約、再委託の施設建設契約等、整理、明

確化すべき項目について検討を行い、取りまとめたものです。今後、このプロジェクト研究が提

起する課題に対してより一層の検討を加える予定です。 

 本プロジェクト研究の成果が、今後緊急開発調査において施設建設を実施する際、留意点の確

認の手引きとして、又は、緊急開発調査において施設建設の問題点を整理する際の基礎として活

用されれば幸いです。 

 
 平成 20 年 3 月 

独立行政法人国際協力機構 
社会開発部長 岡崎 有二 
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要　　　　　約

１．背景、目的

　復興支援・平和構築支援の対象国・地域で、早急な生活基盤の復旧や国土の復興ニーズに対応

するために、緊急開発調査が実施されてきている。従来の開発調査では大規模なインフラ施設の

建設等は行ってこなかったが、早急に復旧するニーズ、あるいは平和の配当を示すニーズに対し

て、迅速な対応が求められる。そういったニーズに機動的に対応するために、開発調査内では、

緊急整備事業として工事を実施する実証事業を採用してきた。これにより、平和の配当の早期実

現等に一定の成果をあげてきたが、例えば建設業者の倒産や品質の保証が困難となる何らかのト

ラブルに、速やかに対応できることを想定した関係者の役割、関係の整理、それらを反映した契

約書等が検討されずに現在に至っている。

　以上の背景を踏まえ、このプロジェクト研究では、緊急開発調査で行う施設建設に係る再委託

契約の課題と今後あるべき姿を研究し、今後の緊急開発調査の計画、工事の発注のあり方、コン

サルタント契約、再委託の工事契約に反映することを目的とする。

２．成　果

　研究の成果は以下を想定する。

　①　緊急開発調査で行う施設建設の課題、制約条件の明確化

　②　緊急開発調査で行う施設建設の関係者の責任、役割分担の明確化

　③　過去の施設建設を伴う緊急開発調査の契約の観点からの比較評価、課題の明確化

　④　緊急開発調査で行う施設建設のあり方の提案

　⑤　緊急開発調査で行う施設建設に係る契約のあり方の提案

３．施設建設案件の進め方に求められる要件

　緊急開発調査の施設建設案件の進め方に求められる要件を要約すると、

①　スピード：平和の配当の早期実現

②　柔軟性：紛争国特有の予期せぬことへの対応、精度よりスピードが求められるため、走りな

がら精度向上を図る

③　品質：日本のプレゼンスを示す機会、精度（品質を確保すること）よりスピードであるが、

現場（日本大使館や JICA 現地事務所）では高い精度も求めている

４．制約条件

その 1（概論）

（1）実務上及び今後の課題

　工事事業なのか、技術協力なのか、実態ベースでは位置づけが不明瞭である（相手国政府か

らは工事事業として認識されている）。

　無償資金並みの予算が技術協力の予算から割かれる。

　無償資金協力が2008年10月以降、JICAに移管される。調査との一体的な運用を図ることが

一層望まれてくる。緊急開発調査の存在意義を明確にする必要がある。



（2）緊急開発調査における工事の今後のあるべき方向性

　独立行政法人国際協力機構法（以下、「機構法」と記す）に基づき、技術協力の実証事業と

して行う。

　機構法で明確な位置づけがなされていないものの、工事事業として行うには、資金協力に委

ねるべきという指摘がある。

その 2（各論）

（1）緊急開発調査における実証事業の位置づけの徹底

　緊急開発調査では、緊急整備プロジェクトのなかから選ばれた優先プロジェクトの実効性を

確認し、その結果をフィードバックするための実証事業を行う必要がある。

　実証事業は、

・技術協力の一環であり、キャパシティ・ディベロップメント（組織の強化、制度の定着、

個人能力の向上）要素を有し、

・技術の適用性の実証を行い、

・本格事業展開前のパイロット的な支援を行い、

・実証事業の評価を調査に含めることが重要である。

（2）実施細則（S/W）の実証事業に係る記載内容の不足

　実証事業で建設された施設の所有権や相手国側負担事項（建設用地の確保など）が明確でな

いため、調査が難航することがある。S/W には、施設の所有権、相手国側負担事項、（1）に記

載した実証事業の位置づけを示す。また、実証事業に求める施設の品質は、あくまでも恒久施

設を実証するために必要最低限のレベルであることについて、相手国政府に理解を求める。

（3）本格調査時におけるコンサルタント用業務指示書（TOR）作成指示内容の不足

　実証事業に関する設計・建設に係る情報収集を事前調査で行っていないため、本格調査用

TOR の設計・建設の指示事項は不足している。

（4）事前調査から本格調査までの期間の短縮

　全体工程を延ばすことや調査期間を短縮することはできないので、事前調査終了から本格調

査開始までの期間を短縮して、良好な緊急整備プロジェクトの形成ができるようにする必要が

ある。

（5）会計単年度主義による調査期間の限定

　単年度の調査期間、年度末までの期間、雨期や冬期の時期、及びその他建設に影響を与える

時期を総合的に勘案して、緊急整備プロジェクトの施設規模を決定する必要がある。

（6）施工瑕疵など工事責任の所在が不明瞭

　JICAとコンサルタントの業務実施契約書、コンサルタントと施工業者の再委託契約書（工事

契約書）、さらには JICA と施工業者の工事契約書の内容を見直す必要がある。



（7）JICA 担当部の技術審査の体制が不十分

　緊急開発調査の JICA 担当部内には、施設建設の技術的知識のある人材や実践経験のある人

材が限られており、技術審査の体制として不十分である。

（8）予算の柔軟な運用の必要性

　緊急開発調査の実証事業における施設建設では、相手国が復興支援・平和構築支援の対象国

であり、脆弱な法制度等から現場では想定していない事項が起こる可能性が高い。そのリスク

に対応するために、予算の柔軟な運用あるいは予備費の確保が求められる。

５．施設建設の関係者の責任、役割分担

　事前調査を含めた緊急開発調査全体のプロセスは、

　①　事前調査～案件立ち上げの段階

　②　本格調査の開始から実証事業の工事契約までの段階

　③　本格調査の終了までの段階（実証事業の工事の実施期間）

　④　実証事業の工事の完了時から瑕疵期間終了までの段階

に分かれる。各々の段階で、JICA、コンサルタント、相手国政府及び施工業者の4者の関係者が

役割と責任をもって行動する。

　JICA（調査団）と相手国政府は、緊急開発調査のS/Wを結び、事業内容を規定し、調査団と相

手国政府の役割・責任を明確にする。コンサルタントは事前調査、本格調査で JICA と契約を結

び、調査を実施し、実証事業の主たる役割を果たす。施工業者は、本格調査時には工事契約の相

手方として実証事業の主たる役割を果たす。

６．国際的な契約基準（FIDIC）との比較

　国際コンサルティング・エンジニヤ連盟（FIDIC）の建設工事約款の一般条件は、20の条項と

補遺から成る。FIDIC一般条件を変更して、実証事業の工事契約書とした事例の特徴を以下に示

す。

（1）実証事業例だけに記載されている事項

　Validi ty of  Contract（契約の効力には JICA 調査団の同意を必要とするという規定）、

Authorized Representatives and Notice or Request（権限を授けられた代表者の規定）、Special

Condition（極力地元民を一般労務者で雇用するなどの特別規定）は、実証事業例だけに記載さ

れている。

（2）FIDIC にはあるが実証事業例には記載のない条項

　「発注者」、「指定下請者」、「検測と費用算定」、及び「請負者による工事中断と契約終了」

７．無償資金協力の流れ、手続き、契約との比較

　無償資金協力の業者契約書フォームと FIDIC の一般条件を比較した結果を以下に示す。



（1）無償資金協力の業者契約書フォームにしかない条項

　（Basis of Contract）、（Scope of Work）、（Shipment and Packing）、（Country of Origin）、

（Verification of Contract）、（Patents, Trademarks and Copyrights）、（Entire Agreement）及び

（Notice）である。

（2）FIDIC の一般条件にしかない条項

　（The Engineer）、（Nominated Subcontractors）、（Staff and Labour）、（Employer’s Taking Over）、

（Measurement and Evaluation）、及び（Insurance）である。

　なお、無償資金協力の支払いは4回に分けた一括払いであるが、FIDICではBQ（数量調書）清

算方式（資材購入の証拠書類に基づく出来高支払い）である。

　無償資金協力の業者契約書フォームを変更して実証事業の工事契約書とした事例のなかで、採用

していない無償資金協力の業者契約書フォーム条項は、（Basis of Contract）、（Client’s Responsibilities）、

及び（Verification of Contract）である。実証事業は交換公文（E/N）ベースでないため、Basis of

Contract 及び Verification of Contract を省いている。コンサルタントが発注者となる実証事業の

再委託契約の場合は、相手国負担事項をコンサルタントが責任をもって実施することはできない

ため、無償資金協力の Client’s Responsibilities は外している。

８．課　題

（1）関係者の役割・責任

1） S/W の実証事業に係る記載内容の充実

2） 実証事業実施促進の組織的改善（短期間に迅速な支援）（工事責任の所在の明確化）

3） 実証事業関係者間の良好な関係醸成（落札後及び工事中の 3者打合せ、パートナリングの

応用）

（2）不足している調査活動の充実

1） 事前調査活動の充実（効率的な本格調査のために）（事前調査から本格調査までの期間の

短縮のために）

2） 建設リスクの軽減

3） 技術協力としての実証事業

4） 工事マネジメントの技術移転（良好関係醸成とリスク軽減の効果もねらい、効率的・効果

的な工事マネジメントの技術指導）

（3）契約書の改善

1） 業務実施契約の実証事業に係る契約事項の改善（工事瑕疵など責任所在の明確化）

2） 再委託契約の標準化（実証事業工事契約の配慮事項：無償で施設整備、短期間の迅速対

応、柔軟性）

3） JICA が工事発注者の契約の標準化（工事瑕疵など責任所在の明確化）（クレーム処理はコ

ンサルタントが支援）



９．実証事業における施設建設のあり方

（1）関係者の基本的役割と責任が明確になっている

1） JICA は実証事業の全体工程の計画管理に対して、「迅速性を確保する」、「安全性を優先す

る」及び「柔軟な運用で臨む」ことを基本とする。また、技術審査ができる体制構築のため、

外部人材を活用する。

2） 相手国政府は、相手側負担事項の実施を S/W で約し、実施する。

3） コンサルタントは日本のプレゼンスやリスクの軽減を十分配慮した施設の選定を行い、再

委託契約で工事を実施する。工事契約書/一般条件には無償で施設を建設することにより免

責される事項を明記する一方、工事瑕疵、履行保証及び瑕疵期間並びに施工業者の責任を明

記する。

4） 施工業者は日本の業者又は現地の施工業者（相手国政府機関に建設登録をしている施工業

者なら国籍は問わない）が望ましく、第三国業者を契約対象から排することを基本とする。

ただし、現地の施工業者の施工レベルが入札対象者のレベルとしては極めて低い場合、第三

国業者も含むこととする。

（2）短期間で迅速なオペレーションが行われる

　優良な実証事業案件の形成、入札候補者の早期確保、設計変更による調査不足の補完、及び

施設建設の工期内完了。これらは実証事業の円滑な進捗に要求される重要事項である。事前調

査の充実、及び JICA の調査実施促進における柔軟な運用によって、上記重要事項へ迅速に対

応することができる。なお、優良な実証事業案件の形成には、早急に調査を開始することと、

計画段階で危険発生要因を排除することが必要とされる。早期のプロジェクト形成では建設の

容易性、より高い安全性、大きなデモンストレーション効果のある案件の選択肢が多いが、調

査開始時期が遅くなるとその選択肢が狭まる。また、危険発生要因を排除するには、ネガティ

ブチェックリストの活用が効果的である。

（3）即効性と持続性の両面の効果をもつものである

　現地ニーズが最も高い施設を短期間に建設することで、現地の困窮が早期に改善される。さ

らに、実証事業はカウンターパートのキャパシティ・ディベロップメントや民主的制度の定着

化などに貢献する要素を含んだものであることから、実証事業の施設建設を通じた技術協力の

効果が、次の通常事業又は大規模展開に有効活用される。

10．施設建設の改善策

　以下の3ケースすべてにおいて、JICAが担う全体工程の計画管理に、迅速性、安全性及び柔軟

性を確保することによって、各種手続きの承認期間の短縮、設計変更及びコスト変更の許容幅の

拡大が可能となる。さらに、JICA担当部にプール人材制度を設けるとともに、業務実施契約のな

かに第三者審査などを追加することにより、JICAの審査能力が強化されると考えられる。また、

再委託契約における施工業者の支払い方式は、可能な場合はBQ清算方式を採用することによっ

て、施工に使用される資材の数量をベースに金額を確定でき、受注業者にとって費用に見合った

適切な業務負担となる。このように、現行の実証事業の問題点が大幅に改善する。



（1）コンサルタントが施主となる場合（ケース 1）

　コンサルタントが施主となる場合は、コンサルタントが施工業者と再委託契約を締結する。

なお、FIDICが示す発注者責任（許認可取得など）を相手国負担事項としてS/Wに盛りこむこ

とによって、発注者責任を相手国に負わせる。なお、業務実施契約にはコンサルタントが工事

発注者となるので、リスク負担のため工事保険料及び工費管理費（施工監理費とは別の経費）

を見込む。

（2）JICA が施主となる場合（ケース 2）

　JICA現地事務所（又は当該国管轄の JICA現地事務所）が施工業者と直接工事契約を締結す

る。

　なお、コンサルタントはエンジニヤとして JICA を技術的に支援する。しかしながら、機構

法上、JICA はプロジェクトの工事発注者となり得ることが明確化されていないため、JICA が

施主となる場合は、機構法から解釈した公式声明を出す必要がある。

（3）相手国政府が施主となる場合（ケース 3）

　相手国政府が施主となるが、契約方式としては、JICA が相手国政府と再委託契約を締結す

る。資金支払いに関しては無償資金協力同様、資金は現地に送金されず、日本の銀行から国内

で引き出す。しかし、再委託の管理費や銀行手数料は相手国政府の再委託費のなかに含まず、

コンサルタントが様々な間接業務を担うため、コンサルタントの業務実施契約のなかに含む。

契約上、相手国政府が工事の施主となり、すべての発注者責任、工事中及び完了後の責任を相

手国政府が負うこととなる。ケース3は他のケースよりも割高となること、施主としての任務

を全うできる能力に到達していないカウンターパートがほとんどであるが、これらの条件でも

相手国政府に負担させる必要のある場合に適用される。

　以上、3 つのケースを検討した結果、ケース 1 のコンサルタントによる再委託契約方式が最も

現実的なものとして最適であると判断される。

11．実証事業における施設建設の契約のあり方

（1）JICA －コンサルタント間の契約（業務実施契約）

　業務実施契約において、実証事業の建設工事の事故責任及び瑕疵責任の所在の明確化、全体

金額に対する再委託金額の比率が40％をはるかに超えた場合の対応が行われ、また施工監理の

業務量へ適正な要員人月数が反映されている必要がある。設計変更及び金額変更は、柔軟な運

用で対応する必要がある。

　なお、特記仕様書の実証事業の記載は建設リスクの軽減、技術協力としての実証事業、工事

マネジメントの技術移転の各項目を記載する必要がある。また、現行の役務提供契約の特記仕

様書には、想定実証事業の設計・建設に関する情報収集項目を追加する必要がある。現行調査

（事前調査と本格調査）に追加すべき事項を以下に示す。



1） 事前調査の追加項目

a） 想定実証事業の設計・建設に関する情報収集

①　事業選定方法を検討するための情報

　・選定要因（緊急性、必要性、コスト及び工期などの各視点の指標）

　・想定リスク（工期遅延、不適格品質、工事契約解除、人身事故の各視点の指標）

　・日本のプレゼンス（住民に対する裨益度合い、際立ちさ、規模）

②　施工業者・資材調達に関する情報収集

　・入札参加候補業者リスト

　・建設材料・建設機械の調達状況

　・建設単価

b） 相手国政府への確認事項

①　相手国負担事項

②　施設所有者責任

③　実証事業で建設する施設の品質レベル

2） 本格調査の追加項目

a） 建設実施の前提条件

・事業実施過程において、通常事業又は事業の大規模展開に向けた実施体制の強化に

つながるキャパシティ・ディベロップメント要素を含む。

b） リスク分析と対策

・工期遅延、不適格品質、工事契約解除及び人身事故につながる状況・要因の有無を

分析し（ネガティブチェックリストの活用）、リスクを排除した計画内容を検討す

る。

c） 三者間打合せ

・施工業者、コンサルタント及び相手国政府カウンターパートの三者間の打合せを落

札後及び工事期間中定期的に開くことで、情報交換・意思疎通を行い、工事のスピー

ド及び品質の確保を助長し、様々なリスクを未然に防ぐことに役立てる。

d） 施工計画書

・コンサルタントは施工業者に施工計画書の作成を指示し、工事のスピード及び品質

の確保とリスクの未然防止を行うように、総合的な観点から工事マネジメントを行

うよう施工業者を指導する。

（2）コンサルタント－施工業者間の契約（再委託契約）

　コンサルタント－施工業者間の再委託契約によって、施工業者と工事契約が結ばれ、工事が

行われている。受注者（施工業者）の責任、適切な支払い方式（BQ 清算方式）、瑕疵責任、前

途金保証・履行保証、設計変更などの重要事項が明記されている必要がある。

（3）JICA －施工業者間の契約（工事契約）

　これは JICA が施主となり、施工業者に工事を発注する場合の工事契約である。この工事契

約書の構成は、上記（2）のコンサルタント－施工業者間の再委託契約にエンジニヤ条項を追

加する必要がある。



12．施設建設契約の改善策

　JICA－コンサルタント契約書（案）、再委託契約書（案）及びJICA－施工業者契約書（案）を

作成した。

13．今後の検討課題

　本研究の今後の検討課題を、以下のように列挙する。

（1）相手国政府の負担事項が履行されない場合の対応策

（2）実証事業で建設される施設の目標とすべき品質の検討

（3）実証事業のリスクの分析、負担と軽減の具体的方策の検討

（4）受注者のリスクを踏まえた、今後の JICA/ コンサルタントによる発注の適切なあり方、競争

性は確保できるか等の検討

（5）設計瑕疵保険 / 施工管理保険 / 総合保険の詳細の確認、個別緊急開発調査案件での負担の妥

当性の検討

（6）竣工確認、引き渡しのあり方の検討

（7）実証事業全般に係るマニュアルの整備
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第１章　研究の背景､目的及び内容

１－１　研究背景

　インドネシアのアチェ、スーダン、コンゴ民主共和国といった復興支援・平和構築支援の対象

国・地域で、早急な生活基盤の復旧や国土の復興ニーズに対応するために、緊急開発調査が実施

されてきている。従来の開発調査では、調査期間内で大規模なインフラ施設の建設等は行ってこ

なかったが、生活に密着した基本インフラを早急に復旧するニーズ、あるいは平和の配当を示す

ニーズのある復興支援国地域、平和構築支援国地域では、無償資金協力の案件採択を待つわけに

はいかず、迅速な対応が求められる。そういったニーズに機動的に対応するために、開発調査内

では調査を担当するコンサルタントが再委託契約により、あるいは当該国の JICA 在外事務所が

入札を行い、発注者となって落札した建設業者と契約を結び、緊急整備事業として工事を実施す

る開発調査を採用してきた。

　しかし、何をどのくらいの規模、どのような仕様で建設するか、先方政府の負担事項は何か等、

無償資金協力では案件採択前にミニッツ等で確認される事項について、緊急開発調査着手時には

明確にできないまま調査を進めてきた。これにより、平和の配当の早期実現等に一定の成果をあ

げてきたが、例えば建設業者の倒産や品質の保証が困難となる何らかのトラブルが調査期間中に

あった場合に、速やかに対応できることを想定した関係者の役割、関係の整理、それらを反映し

た契約書等が検討されずに現在に至っている。

　そのため、各調査で使用する契約書の内容は、特に責任分担及び関係者の負うべき責任につい

ては個々の案件ごとに異なり、コンサルタントは独自に国際コンサルティング・エンジニヤ連盟

（FIDIC）や無償資金協力の契約書を、現地の実情に合わせて修正して対応している状況にある。

また、現在一般的に採用されている緊急開発調査の契約においては、通常の構造物建設契約で一

般的な、設計の瑕疵責任、工事の瑕疵責任の所在が十分に規定されていない。このように、現在

の緊急開発調査は、事故などが生じた場合に備えた対応が万全とはいい難い。

　以上の背景を踏まえ、現在、緊急開発調査の実証事業が抱えている課題に対する改善策を提起

するために、本プロジェクト研究が実施された。

１－２　研究目的及び内容

　緊急開発調査で行う施設建設に係る再委託契約の課題と今後あるべき姿を研究し、今後の緊急

開発調査の計画、工事の発注のあり方、コンサルタント契約、再委託の実証事業の施設建設契約

に反映することを目的とする。

　成果は以下を想定する。

①　緊急開発調査の実証事業で行う施設建設の課題、制約条件の明確化

②　緊急開発調査の実証事業で行う施設建設の関係者の責任、役割分担の明確化

③　過去の実証事業の施設建設を伴う緊急開発調査の契約の観点からの比較評価、課題の明確化

④　上記①、②、③を踏まえた緊急開発調査で行う実証事業の施設建設のあり方の提案

⑤　④を踏まえた緊急開発調査で行う実証事業の施設建設に係る契約のあり方の提案

⑥　まとめ





－ 3 －

第２章　緊急開発調査の実証事業における施設建設契約の課題

２－１　制約条件

　緊急開発調査は、通常、事前調査と本格調査から成る。また、緊急開発調査は、迅速かつ機動

的な事業実施を図るファスト・トラック（迅速処理）において実施されることが多く、要請後 1

～2ヵ月で事前調査団を派遣することも可能となっている。このように緊急開発調査は、緊急性

へ迅速に対応できる制度改善がなされてきているが、調査期間中に実施する実証事業に関しては

まだ改善すべき点が多い。

　過去の緊急開発調査の実証事業のレビュー（付属資料１．参照）や関係者への聞き取り調査（付

属資料２．参照）を行い、施設建設を伴う実証事業を行ううえで基本的な事項に対する問題、さ

らに制度的、技術的に制約となっている事項を明らかにする。また付属資料において独立行政法

人国際協力機構法（機構法）と JICA の実証事業における施設建設工事の発注者としての環境に

ついて検討しているので参照されたい。

　緊急開発調査の施設建設案件の進め方に求められる要件を要約すると、

①　スピード：平和の配当の早期実現

②　柔軟性：紛争国特有の予期せぬことへの対応、精度よりスピードが求められるため、走りな

がら精度向上を図る

③　品質：日本のプレゼンスを示す機会、精度（品質を確保すること）よりスピードであるが、

現場（日本大使館や JICA 現地事務所）では高い精度も求めている

（1）緊急開発調査における実証事業の位置づけの徹底

　緊急開発調査では、災害復旧・復興、又は、紛争終結の状況にある国・地域に対して緊急支

援を行っている。復旧・復興のため、又は、早期に平和の配当を獲得するためのマスタープラ

ンを作成し、緊急整備プロジェクトを形成する。緊急整備プロジェクトは、マスタープランを

受けて当該国が優先して整備すべきプロジェクトである。また、この緊急整備プロジェクトは

当該国が整備支援を受けるために不可欠なものであり、一方、ドナーにとっては支援目録とな

る。

　さらに、緊急開発調査では、緊急整備プロジェクトのなかから選ばれた優先プロジェクトの

実効性を確認し、その結果をフィードバックするための実証事業を行う。緊急整備プロジェク

トのなかで最も早く整備する必要があり、かつ支援インパクトが高い施設の建設が実証事業と

して選定される。選定した実証事業は、設計、入札図書の作成、施工業者の選定・工事契約、

着工、そして工事が完了し、当該事業の実効性についてのフィードバックをもって完了する。

　このフィードバックの主たるものは、

・実証事業の施設建設が同事業の通常整備や大規模展開に適用できるデモンストレーション

（本格展開前のパイロット的な支援：付属資料１．の表－２参照）の効果、

・カウンターパートや住民へのキャパシティ・ディベロップメント（組織の強化、制度の定

着、個人能力の向上など）の効果、及び

・技術の適用性である。

　上記のなかでも、脆弱な国家に大きく貢献する様々な制度の定着は、国家の環境整備の一面

を担う。したがって、インフラ整備のみならず、技術協力の一環として実施体制の強化等の
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キャパシティ・ディベロップメントが行われる実証事業を行うことの重要性について、JICAは

相手国政府に十分な説明を行う必要がある。

（2）S/W の実証事業に係る記載内容の不足

　このように、実証事業はフィールドが真に要求している整備課題に、施設の建設などを具現

化して応えるのである。

　このため、調査期間内に現地で最もニーズの高い施設が建設される実証事業に向けられる現

地側カウンターパートの関心は、極めて大きいものとなる。一方、現地側カウンターパートの

なかには、緊急開発調査の主たる目的であるマスタープラン策定及び緊急整備プロジェクトの

メニューづくりへの関心の薄さが見られ、マスタープラン策定をおろそかにする傾向がある。

このため、事前調査の実施細則（Scope of Works：S/W）時において現地側カウンターパート

に、実証事業の緊急開発調査のなかにおける位置づけ（上記（1）で示した、技術協力の一環

としてキャパシティ・ディベロップメント要素を有し、技術の適用性の実証を行い、本格事業

展開前のパイロット的な支援を行うものである）について納得のいく説明を行い、積極的な調

査活動への取り組みが行われるよう指導していくことが重要である。また、実証事業に求める

施設の品質は、仮設施設ではないが、あくまでも恒久施設を実証するために必要最低限のレベ

ルであることを、相手国政府に説明する必要がある。なお、要請時点で相手国政府から実証事

業で建設する施設品質の要求レベルが提示されるようにしておくことも、調査を円滑に進める

方法である。

　緊急開発調査は、通常、事前調査で本格調査の S/W が決められ、この S/W にのっとり本格

調査が実施される。実証事業についても S/W に記載されているが、通常、「○○施設の建設」

程度の記載にとどまっている。実証事業で建設された施設の所有権や相手側負担事項（建設用

地の確保など）が明確でないため、難航した調査もある。

　したがって、実証事業で建設する施設（施設の種類）、施設の所有権や管理責任（建設完了

した施設はその所有権とともに相手国政府に引き渡され、施設の維持管理責任や使用上から起

きる事故の責任所在が発生する）、相手国側負担事項（不法占拠のない建設用地確保、第三国

者を含めた免税措置）をS/Wに記載する必要がある。これにより引き渡し施設の責任所在など

に関する日本と相手国間での共通認識がもて、相手国政府も実証事業への協働意識が高まる。

（3）本格調査時におけるコンサルタント用 TOR 作成指示内容の不足

　事前調査では、本格調査の実施手法及び規模（調査範囲、項目、内容、工程、所要経費）に

ついての検討が含まれており、この調査結果は本格調査のコンサルタント用業務指示書（Terms

of Reference：TOR）作成に活用される。

　しかし、このなかで実証事業に係る事項に関しては、事業の計画概要の情報収集は含むが、

事業の設計・建設に関する情報収集は含まれていない。このように実証事業に関する設計・建

設に係る情報収集を行っていないため、本格調査用 TOR の設計・建設の指示事項は極めてお

おざっぱである。本格調査は短期間で、マスタープランを策定しかつ実証事業を実施完了する

ため、事前調査での実証事業に関する設計・建設に係る情報収集の果たす役割は極めて重要で

あり、この部分に係る調査を行うことが必要となっている。
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（4）事前調査から本格調査までの期間の短縮

　前述のように、短い調査期間内に盛りだくさんな業務を迅速にこなしていかねばならない。

全体工程を延ばすことや調査期間を短縮することはできないので、事前調査から本格調査派遣

までの期間を短縮する必要がある。復旧・復興支援のための緊急支援活動を行うために、ド

ナー国、国際機関さらに非政府機関（Non Governmental Organization：NGO）の各援助組織が

早くから殺到する。相手国政府は早くコミットする組織の提案を受け入れるので、援助する

側、される側の双方にとって良好な案件は早く採択される。

　したがって、事前調査終了から本格調査開始までの期間を短縮して、良好な緊急整備プロ

ジェクトが形成できるようにすることが重要である。このため、事前調査で作成する本格調査

の実施手法及び規模の検討内容を充実させて、本格調査のコンサルタント用 TOR を含めたコ

ンサルタント調達準備を迅速に行う必要がある。

（5）会計単年度主義による調査期間の限定

　実証事業における工事は、会計上、調査期間内あるいは年度末までに工事を完了する必要が

あった。工事期間は、施設の内容と規模によるが、過去の緊急開発調査の事例によると、3 ～

14ヵ月を費やしている。調査期間と調査開始時期、そして工期によっては工事が年度内で完了

できないため、年度で工事契約を分けることになる。また、施設の建設工程を雨期や冬期など

建設工事に制約を与える時期を避けるように設定すると、年度内完工が厳しくなることもあ

る。年度内完工にこだわる場合は、工期を短くするために規模を縮小するなど事業内容に影響

がでる。

　したがって、単年度の調査期間、年度末までの期間、雨期や冬期の時期、及びその他建設に

影響を与える時期を総合的に勘案して施設規模を決める必要がある。

（6）工事瑕疵など工事責任の所在が不明瞭

　JICAとコンサルタントとの委託契約において、施工の瑕疵責任の具体的記載はパキスタンの

5橋梁復興案件の特記仕様書で初めて瑕疵保証の方法が示された（付属資料１－２（2）①を参

照のこと）。しかしながら、JICA－コンサルタントの委託契約において瑕疵の責任者が特定さ

れていない。また、工事中の施工の瑕疵に関する記載はない。一方、再契約先の施工業者と発

注者のコンサルタント間の工事契約書では、施工業者の施工責任は記載されている。したがっ

て、再委託契約書と委託契約書の内容を整合させねばならない。JICAとコンサルタントの業務

実施契約書、再委託契約書（工事契約書）、さらには JICA が直営で、施工業者に工事の発注を

行う場合の工事契約書の内容を見直し、改善する必要がある。

（7）JICA 担当部は技術審査を行える体制でない

　前項の JICA の実証事業における施設建設工事の発注者としての環境について、検証がされ

ていない段階で、実証事業の建設案件で JICA 事務所が発注者となった例がある。この案件な

どを通じて、JICA の技術面の発注者能力に関して、問題が明確になった。JICA 事務所が工事

発注者となったパキスタン国ムザファラバードの女子高等学校の建設は、コンサルタントから

提出された施設の内容及び入札図書を技術面で審査できる人材がJICA事務所内にいないため、

審査に時間を要した。また、JICA事務所が工事発注者ではないが、パキスタン国の5橋復旧の
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案件では、斜面保護工事の設計変更の意思決定に半年の期間を費やした。

　この対応として、第三者照査の活用や JICA 担当内部で設計審査ができるプール人材制度の

設置など、外部からの補強等を含む改善策を検討する必要がある。

（8）予算の柔軟な運用の必要性

　緊急開発調査の実証事業における施設建設では、相手国が復興支援・平和構築支援の対象国

であり、脆弱な法制度等から現場では想定していない事項が起こる可能性が高い。そのリスク

に対応するために、予算の柔軟な運用が求められる。

　今回調査した緊急開発調査の実証事業において、スーダンの河川港の実証事業（ジュバ市

内・近郊地域緊急生活基盤整備計画調査）では、柔軟な運用によって大幅な追加費用を支出し

ている。この河川港建設の実証事業では、現地側の建設用地の所有権問題により、工事の中断

を招いた。既に着工した施工業者との工事契約を解約して、土地問題が解決してから新たに施

工業者を確保するのは、同国の建設事情から判断して不可能に近かった。また、工事契約には

河川港のほかに井戸掘削工事が含まれており、この工事も難航していた。施工業者は、港工事

が中断する間、井戸掘削工事に専念した。土地問題に関して、日本側は相手国政府に対して施

工業者引き上げの期限を切った。このため、契約を解除せずに中断期間における施工業者の現

場保全対策費を支出した。結果として、土地問題は現地政府が民主的に解決を図り、平和構築

の効果を住民にデモンストレーションしたという大きな副次効果を生じた。

　このように、危険地域を対象とする実証事業には、リスクの高いサイト（又は案件）のほか

にリスクの低いサイト（又は案件）を選定することで、事業実施リスクの分散を図ることは極

めて実際的な事業実施手法であるという教訓を、当該プロジェクトから得た。

２－２　施設建設の関係者の責任、役割分担

２－２－１　関係者

　緊急開発調査における実証事業の関係者はJICA、コンサルタント、相手国政府及び施工業者の

4者である。JICA（調査団）と相手国政府は、緊急開発調査のS/Wを結ぶ。コンサルタントは事

前調査、本格調査時で JICA と契約を結ぶ。施工業者は、事前調査段階では他の関係者と契約関

係にはないが、本格調査時には工事契約の相手方として実証事業の主たる役割を果たす。実証事

業を再委託で行う場合は、コンサルタントと施工業者が契約を結ぶ。JICAが発注者で工事を行う

場合は、JICA と施工業者が契約を結ぶ。関係者の契約上のつながりを図－１に示す。
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２－２－３　JICA の全般的な役割

　事前調査から本格調査の実証事業完工後までの活動全体の管理者として、一連の契約行為を適

切に行う責任を負っている。また、実証事業（工事）の内容、実施方法、安全面の程度などを確

認し、リスク回避・軽減に必要な措置に関する助言や指導を行うことが求められる。しかしなが

ら現行の実証事業は、関係者間の役割及び責任を明確に規定できずに実施されてきている。実証

事業で行われる建設工事を問題なく実施するうえでも、発注者能力の強化を行う必要がある。以

下、実証事業に係る JICA の業務事項を示す。下線部は現在実施されていない事項であり、今後

実施されるべき事項として記述した。

（1）事前調査から案件立ち上げの段階

1） 事前調査の準備（TOR の作成、S/W 案の検討）及び実施

　事前調査の一般的な TOR を以下に示す。

a） 政府及び関係機関との協議（S/W 協議含む）及び現地踏査

　S/W協議時には、技術協力の一環として実施体制の強化等のキャパシティ・ディ

ベロップメントが行われる実証事業を行うことの重要性、及び実証事業に求める施

設の品質はあくまでも恒久施設を実証するために必要最低限のレベルであることを

相手国政府に説明する。

b） 現状把握及び情報・資料収集

①　当該分野インフラの状況把握

②　インフラ整備実施機関の実施能力・体制の把握

③　インフラ整備計画の把握

④　法制度の把握

⑤　他ドナー支援動向の確認

c） 本格調査の実施手法及び規模（調査範囲、項目、内容、工程、所要経費）につい

ての検討

d） 想定実証事業の設計・施工に関する情報収集（資材調達状況、施工業者リスト、

建設リスク要因）

e） 本格調査での現地再委託を想定した現地コンサルタントに関する情報収集

f） 事業事前評価表（案）の作成協力

g） 本格調査への助言（実施手法、規模）

2） 本格調査の準備

a） プロジェクト実施計画書の作成

 実証事業の選定については、事前調査で収集した情報を基に、リスク分析とその対応

の検討を行うことを本格調査用 TOR で指示する。

b） コンサルタント契約手続き：公示、プロポーザル評価、選定、契約

（2）本格調査の開始から実証事業の工事契約までの段階

　本格調査で実施される実証事業の対象施設の調査、設計、入札図書作成、入札及び工事契

約までの重要事項を以下に示す。
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1） 実証事業の計画内容の確認、承認

2） 事業安全面のリスク回避に必要な措置の確認、承認

3） 現地の設計・施工監理業者への再委託の確認、承認

4） 工事入札図書の確認、承認

5） 工事契約の締結、署名（JICAが実証事業の工事の発注者となる場合）又は工事再委

託契約の確認、承認

6） 落札後の 3 者打合せ（相手国政府、コンサルタント及び施工業者）の報告確認

（3）実証事業の工事の実施期間

1） コンサルタントからの工事進捗の報告確認

　問題発生の場合、対策の検討及び承認を含む。

2） 施工業者への支払い

　これは JICA が発注者の場合である。一方、コンサルタントへの再委託契約による工

事の場合は、コンサルタントが支払う。

3） 竣工検査・引き渡し

a） コンサルタントによる竣工検査結果の承認

b） 完成施設の施工業者からの引き渡し、更に相手国政府への引き渡し（同日に行う）

c） 施工業者への最終支払い（JICA が発注者の場合）

（4）実証事業の工事の完了時から瑕疵担保期間終了までの段階

1） コンサルタントからの瑕疵検査結果報告の承認

2） 留保金の施工業者への支払い（ある場合）

２－２－４　コンサルタントの全般的な役割

　事前調査のコンサルタントと本格調査のコンサルタントは、別法人又は別個人である。コンサ

ルタントは、事前調査又は本格調査の活動に直接かかわる関係者として主体的な役割を担う。本

格調査のコンサルタントは、実証事業の施設の設計・施工監理が適切に実施され、所期の成果を

発現することに対する責任を負う。下線部は現在実施されていない事項であり、今後実施される

べき事項として記述した。

（1）事前調査から案件立ち上げの段階

1） 事前調査における調査活動「想定実証事業の設計・施工に関する情報収集」の留意点

　現行のTORには含まれていない想定実証事業の設計・施工に関する情報収集の調査概

要（案）を以下に示す。

a） 事業計画策定の方針検討

　予算規模・工期に応じた施設の概略規模と内容を検討する。

b） 事業選定の方法検討

①　選定要因の検討（緊急性、必要性、コスト、工期などの各視点から）
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②　想定リスク分析のための資料収集

　工期遅延、不適格品質、工事契約解除、人身事故などのリスク要因を施設種類・

規模と、建設サイトから検討するために必要な情報を収集する。

③　日本のプレゼンスの確保の検討

c） 施工業者・資材調達の情報収集

①　入札参加候補業者リスト

②　建設材料・建設機械の調達状況

③　建設単価

（2）本格調査の開始から実証事業の工事契約までの段階

　本格調査の実証事業の計画に係る留意点は以下のとおりである。

1） 事業選定要因の妥当性

　実証事業の選定要因は緊急性、工期、コスト、復興裨益効果、他ドナー支援動向、

先行・上位計画との整合性及び需要が想定される。これら要因の具体的指標を収集し

て、選定の妥当性を高める。また、リスクの高いサイト（又は案件）が選定される可

能性が高い場合、他にリスクの低いサイト（又は案件）を選定して事業実施リスクの

分散を図ることを、事業選定の際に考慮する。

2） 事業実施の配慮事項の妥当性

　工事実施の前提条件は以下のとおりである。

・実施機関の維持管理能力がある

・不法占拠のない用地が確保されている

・環境負荷がなく、また、社会的な配慮を行っている

・工期に影響する気候・社会情勢・他計画建設などを十分考慮した無理のない計画

である

・事業実施過程において、通常事業若しくは事業の大規模展開に向けた実施体制の

強化等のキャパシティ・ディベロップメント要素がある

　これらの条件を満足する事業計画であるかを検証する。

3） リスク分析と対策

　概略検討した事業計画、実施配慮事項、設計基本方針及び施工計画に対して、工期

遅延・不適格品質・工事契約解除・人身事故などのリスク要因でネガティブチェック

（付属資料２．の表－１参照）を行い、リスクを洗い出す。発見されたリスクの大きさ

に応じた対策案を検討して、総合的な観点から実証事業の方針を決める。

4） 施設の設計方針の妥当性

　以下のような観点から、施設の設計方針の妥当性を検討する。

・高品質な施設でない

・必要最低限の機能

・耐用年数は先方と要協議
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・現地業者で施工できる単純な施設

・短期間で着工できる

5） 現地の設計・施工監理業者の再委託の妥当性

　コンサルタントが再委託する現地の設計・施工監理業者に対する選定の妥当性を、

以下の項目についてコンサルタントが自己審査する。

a） 再委託先の能力・経験の確認

・建築の場合は意匠・構造・設備までの一括再委託が可能であること

・設計・施工監理の一括再委託が可能であること

・入札図書作成・入札補助の経験があること

・類似施設の設計・施工監理経験があること

b） 詳細設計の指示内容

　図面構成及び縮尺、数量調書（Bill of Quantities：BQ）の項目及び数量拾いの

根拠

c） 入札図書作成の指示内容

　入札図書の構成

d） 施工監理チェックリスト作成の指示内容

　施工監理用チェックリストを現地の設計・施工監理業者に作成させる。以下に、

チェックリストの項目を示す。

①　工事進捗

　資材調達、労務調達、施工手順、社会情勢や気候等その他要因、工種別出

来型状況

②　品質管理

　設計内容の理解、施工方法、作業員への作業指導、資機材在庫管理、工事

検査

③　安全対策

　工事安全目標の設定、安全対策指導、緊急連絡体制

④　BQ 清算チェック

　この作業は重要かつ作業量も多いため、BQ清算チェックはできればコンサ

ルタントの積算士（Quantity Surveyor：QS）の要員を追加して対応する。

　資材購入伝票と BQ 表の比較管理、出来型検査時の BQ 表のチェック。

6） 入札図書の審査

　入札図書（入札要項、入札状などの書式、図面、技術仕様書、及び契約書案）のな

かで、図面及び技術仕様書は第三者審査など（相手国政府の技術部署の審査でも可能）

を受ける。

7） 施工業者選定の妥当性

　建設工事をコンサルタントの再委託契約によって行う場合の留意事項を以下に示す。

a） 入札業者の情報収集、入札参加意向確認
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　入札候補者の情報収集は多くの時間を費やす場合があるため、調査団の現地入

り後、直ちに開始する。

b） 工事契約書 / 一般条件

　関係者の責任所在が不明瞭である現行の工事契約書に配慮して、工事契約書 /

一般条件の作成ポイントを以下に示す。

　設計変更の許容、支払い条件：BQ清算方式、施工計画書の作成・提出、前途金

保証（前払いがある場合）、履行保証、瑕疵保証（基本的に留保金で対応する）、

インセンティブ条項（前払金の早期返却など）、契約解除

c） 入札業者選定要因

　類似工事経験、使用可能な建設機械の保有、財務状況・経営基盤の信用性、対

象地に精通及び資材調達方法で総合能力を判定する。なお、資材調達方法の聞き

取りは入念に行う。

d） 落札後の施工業者、コンサルタント（現地の設計・施工監理業者含む）及び相

手国政府の 3 者間打合せ

　施工手順、品質管理、安全対策、連絡体制及び 3者の役割分担・責任について

JICA（本部、現地事務所）とも調整し、3 者間で取極め、情報の共有化を図ると

ともに意思疎通を良好に保つことに心がける。必ず議事録を作成し、関係者に回

覧する。

（3）実証事業の工事の実施期間

　施工監理上の留意点は以下のとおりである。

1） 施工業者から提出される施工計画書の受理、確認

2） 着工指示、確認

3） 現地の設計・施工監理業者の管理

　現地の設計・施工監理業者はチェックリストに基づき現場監理を行い、監理報告書

を作成する。

4） 工事段階の 3 者打合せ（問題点の指摘、対策の提案、結果報告、議事録作成）

5） 施工業者への支払い状況の確認及び JICA への報告

6） 工事月間報告書の受理

7） JICA への進捗報告

　問題発生の場合には、JICAに対策を示し、提示した対策の承認を得る。承認された

対策の実施結果を報告する。

8） 竣工検査の実施及び引き渡し

（4）実証事業の工事の完了時から瑕疵担保期間終了までの段階

1） 瑕疵検査の実施

2） JICA への報告（問題発生の場合、対策の提示、承認した対策の実施結果）

２－２－５　相手国政府

　調査及び実証事業の一連のプロセスにおいて、本格調査のコンサルタントとともに主体的な役
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割を担う。現地側負担事項を適時に実施し、事業が適切に実施され、所期の成果を発現すること

に対して責任を負う。下線部は現行事項に新たに追加したものである。

（1）事前調査から案件立ち上げの段階

　事前調査団の調査活動がスムーズに運ばれるよう積極的な協力を行う。特に、想定実証事

業の設計・建設に関する情報提供のうち、施工業者・資材調達の情報提供は重要である。

（2）本格調査の開始から実証事業の工事契約までの段階

1） 現地側負担事項（用地確保など）の取極めの協議、取極め内容に係る必要書類の提供、

関係者への通達

2） 実証事業の工事入札の立ち会い（工事契約に証人として署名）

3） 落札後の 3 者打合せ

（3）実証事業の工事の実施期間

　下線部は現行事項に新たに追加したものである。

1） 着工時の施工業者への用地引き渡しの立ち会い

2） 工事段階の 3 者打合せ（問題点対策の確認）

3） 現地側負担事項に係る問題発生時の対応

4） 工事進捗報告の確認

5） キャパシティ・ディベロップメント要素を中心とする活動への積極参加

6） 竣工検査結果報告の確認

7） JICA からの完成施設の引き渡し立ち会い

（4）実証事業の工事の完了時から瑕疵担保期間終了までの段階

1） 瑕疵担保期間終了時の検査結果報告の確認

2） 適正な施設の維持管理

２－２－６　施工業者

　実証事業の工事契約書に記載された事項すべての履行責任を負う。施工上の問題に起因する事

故や瑕疵が発生した場合には、誠意をもって対応する義務がある。なお、下記事項のなかで下線

部は現行事項に新たに追加したものである。

（1）本格調査の開始から実証事業の工事契約までの段階

1） 応　札

2） 落札後の 3 者打合せ

3） 工事契約の締結、署名

4） 施工計画書の作成

　工事契約書・図面・仕様書を基に、工程表の作成、施工順序及び資材調達スケジュー

ルを作成し、実行予算、品質確保、検査方法、現場管理組織、及び安全計画を作成して

施工計画書にまとめる。
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（2）実証事業の工事の実施期間

1） 施工計画書のコンサルタントへの提出

2） 着工願い、着工

3） 工事段階の 3 者打合せ（進捗・問題点の報告、問題点対策の提案）

4） 工事進捗のコンサルタントへの報告

5） 支払い請求

6） 工事問題発生の場合、対策の実施

7） 竣工検査の合格後、完成施設のコンサルタントへの引き渡し（JICA が発注者の場合は

JICA へ引き渡し）

8） 最終支払い請求

（3）実証事業の工事の完了時から瑕疵担保期間終了までの段階

1） 瑕疵の修補（ある場合）

2） 留保金の請求、受理（ある場合）

２－３　国際的な契約基準（FIDIC）との比較

（1） FIDICの概要

　国際コンサルティング･エンジニヤ連盟（Federation Internationale des Ingenieurs-Conseils：

FIDIC）は、あらゆる技術分野を包含し、かつ独立・中立の立場を保持する各国のコンサルティ

ング･エンジニヤ協会を会員とする世界的に権威のある連盟で、1913年にベルギーで設立され

た。現在、FIDIC は、スイスのジュネーブに本部・事務局を置き、世界の会員総数は約 5 万社

に達している（2003年 4月現在）。法治国（地域を含む）を単位に、1国 1協会参加を規定し、

70余国の協会がFIDICに加盟し、FIDICを構成している（社団法人日本コンサルティング・エ

ンジニヤ協会より）。

　FIDICは、1999年に以下に示す4つの標準契約約款の初版を発行している。国際入札を行う

場合、これらの契約約款のいずれかを使用することが望ましい。

①　建設工事の契約条件

　発注者又はその代理人であるエンジニヤの設計に基づく建築及び建設工事を行う場合

に適用している。

②　プラント及び設計施工の契約条件

　電気及び機械プラント、並びに建築又は建設工事の設計と施工に対して適用している。

③　EPC（エンジニヤリング、資機材調達及び建設工事）/Turn key project の契約条件

　「最終価格と工期に高度な確実性が求められる」及び「請負者は発注者の手をわずらわ

せることなく、プロジェクトの設計と施工に関して全責任を負う」。これら2つの条件を

満たすプロセスプラントや動力プラント、工場、又はインフラプロジェクトに関する

ターンキーベースの条項に適当である。

④　簡易契約様式

　比較的投資規模の小さい建築又は建設工事に対して適用される。

　上記①の建設工事の契約条件によると、契約を構成する書類は、契約合意書（Contrac t
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Agreement）、入札受諾書（Letter of Acceptance）、入札状（Letter of Tender）、特記条件（Particular

Conditions）、一般条件（General Conditions）、仕様書（Specification）、図面（Drawings）及び

明細書（Schedules）と規定している。解釈にあたっては、書類の優先順位も上述の順序に従う

ものとされている。

　上記書類のなかで、大きな変更をせずに使用可能な書類は、一般条件である。それ以外の書

類は案件によって大きく異なる。

（2）FIDIC 一般条件が規定する発注者及び請負者の役割と責任

　FIDICの一般条件は、20の条項と補遺から成る。発注者及び請負者の役割と責任に係る条項

を、FIDIC の一般条件から抽出した（表－２参照）。

1） 発注者の主な役割責任

a） 土地使用制限などの許可を取得する

b） 現場への立ち入り権及び占有権を与える

c） エンジニヤを任命する

d） 工事の引き渡しを受ける

e） 前途金を支払う

f） 契約を終了する（請負者が履行保証を順守しない場合など）

g） クレーム、損害、損失及び費用に対して補償し、請負者、請負者の要員及び請負者

の代行者に被害が及ばないようにする

2） 請負者の主な役割責任

a） 工事の実施と完成などに関連して、法律により要求されるすべての通知を行う

b） 工事を設計、実施、完成し、かつ工事に係るすべての欠陥の修復を行う

c） すべての現場運営及び施工方法の妥当性、安定性並びに安全性に責任を負う

d） 本設工事のある部分を設計する場合は、当該部分に対する責任を負う

e） 履行保証を取得する

f） クレーム、損害、損失及び費用に対して補償し、発注者、発注者の要員及び発注者

の代行者に被害が及ばないようにする

g） 工事開始日から引き渡し証明書が発行される時点まで、工事及び物資の管理に対し

て全責任を負う

h） 工事及び請負者の機器の保険、人身傷害及び財産の損害保険、及び請負者の要員の

保険を付する
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役割と責任に係る内容
条　項

1 一般規定

2 発注者

3 エンジニヤ

4 請負者

10 発注者への

引き渡し

14 契約価格と

支払い

副条項

1.13 法律の順守

2.1 現場への立

ち入り権

3.1 エンジニヤ

の義務と権限

4.1 請負者の一

般的義務

4.2 履行保証

10.1 工事と区間

の引き渡し

14.2 前途金

発注者

発注者は、本設工事の計画、土地使用

制限又は同様の許可及び発注者が取得

済みの、仕様書に記載されるその他す

べての許可を取得済みか、取得しなけ

ればならない。また、発注者は、これ

らの不履行の結果に対して補償し、請

負者に損害が及ばないようにする。

発注者は入札付属書類に定める期間内

に、請負者にすべての現場への立ち入

り権及び占有権を与えるものとする。

発注者は、契約に基づき、委譲された

義務を遂行するエンジニヤを任命する

ものとする。

発注者は、次の場合工事の引き渡しを

受けなければならない。(i)工事が契約

に従って完成した場合、(ii)工事の引き

渡し証明が発行済みか、発行済みとみ

なされる場合。

発注者は、請負者が保証を提出したと

きは、モービライゼーションに対する

無利子貸し付けとして前払いを行うも

のとする。

請負者

請負者は、工事の実施と完成並びに一切の

欠陥の修復に関連して法律により要求され

るすべての通知を行い、税金、関税及び各

種費用を支払い、かつ許可、免許及び承認

を取得するものとする。また、請負者は、こ

れらの不履行の結果に対して補償し、発注

者に損害が及ばないようにする。

請負者は、契約及びエンジニヤの指示に

従って、工事を（契約の定める範囲で）設

計、実施、完成し、かつ工事に係るすべて

の欠陥の修復を行う。

請負者は、すべての現場運営及び施工方法

の妥当性、安定性並びに安全性に責任を負

う。請負者は、(i)契約を順守するために必

要とされるすべての請負者の書類、仮設工

事並びにプラント及び資材の項目ごとの設

計に関する責任を負うものとするが、(ii)本

設工事の設計又は仕様に対する責任は負わ

ないものとする。

本設工事のある部分を請負者が設計する旨

の記載が契約にある場合は、特記条件に特

段の定めがない限り、請負者は、当該部分

に対する責任を負い、かつ工事の完成時に

当該部分が契約で明記されるとおり、当初

意図した目的に合致するものでなければな

らない。

請負者は、入札付属書類に明示された金額

と通貨による、適切な履行のための履行保

証を（請負者の費用で）取得しなければな

らない。

表－２　FIDIC における発注者及び請負者の役割と責任
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15 発注者によ

る契約終了

17 リスクと責任

15.2 発注者によ

る契約終了

17.1 補償

請負者が次の行為を行った場合は、発

注者は契約を終了する権利を有する。

(a)履行保証を順守しない、又は通知

に従わないとき、

(b)工事を放棄する、又は契約に基づ

く義務の履行を継続しない意思を明白

に示したとき、

(c)正当な理由なく次の事項を行わな

いとき

(i)工事の開始、遅延及び中断に従って

工事を進めること、又は

(ii)拒否又は欠陥の修復に基づいて発

行された通知を受領後28日以内に順

守すること、

(d)請負者が、必要な合意なしに、工事

全体を下請けに出し、又は契約を譲渡

すること、

(e)破産若しくは支払い不能になり、

清算手続きに入り、財産保全管理命令

を受け、又は債権者と示談を行い、債

権者のために破産管財人、受託者若し

くは管理者の下で事業を行う場合、又

は、何らかの行為が行われるか若しく

は事態が発生し、それらが上記のいか

なる行為若しくは事態と類似の効果を

有する場合、等

発注者は、発注者、発注者の要員又は

発注者の一切の代行者による契約上の

過失、故意による行為及び契約違反に

起因する身体的傷害、病気、疾病、又

は死亡、並びに賠償責任が保険対象か

ら除外されている事項に関する一切の

クレーム、損害、損失及び費用に対し

て補償し、請負者、請負者の要員、請

負者の各々の代行者に被害が及ばない

ようにする。

請負者は、以下の事項に係る一切のクレー

ム、損害、損失及び費用に対して補償し、発

注者、発注者の要員及び発注者の代行者に

被害が及ばないようにする。

(a) 発注者、発注者の要員又は発注者の一切

の代行者による契約上の過失、故意による

行為及び契約違反に起因するものでない限

り、請負者の設計、工事の実施と完成、並

びに欠陥の修復に由来する、若しくはその

過程で、又はそれらを原因として生じた身

体的傷害、病気、疾病、又は死亡に対する

もの。かつ、

(b) 以下の範囲において発生した一切の財

産、不動産又は動産の損害と損失に対する

もの

(i) 請負者の設計、工事の実施と完成、並び

に欠陥の修復に由来する、若しくはその過

程で、又はそれに起因するもの。及び

(ii) 請負者、請負者の要員、請負者の各々の

代行者、若しくは彼らに直接的に又は間接

的に雇用される人による契約上の過失、故

意による行為及び契約違反に起因するもの
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（3）FIDIC と実証事業の工事契約の比較

　FIDICと実証事業の一般条件の条項構成を比較した結果を表－３に示す。比較対象の実証事

業例はパキスタン国5橋梁再建プロジェクトであり、同プロジェクトの一般条件はFIDICの一

般条件を修正して作成している。

　実証事業例の一般条件の条項数はFIDIC一般条件同様20項目であるが、条項の構成は異なっ

ている。なお、FIDIC及び実証事業例において同じ条項であっても、条項の名称及び内容は必

ずしも同一のものとは限らない。以下、比較結果を示す。

①　実証事業例だけに記載されている事項

　Validity of Contract（契約の効力には JICA 調査団の同意を必要とするという規定）、

Authorized Representatives and Notice or Request（権限を授けられた代表者の規定）、

Special Condition（極力地元民を一般労務者で雇用するなどの特別規定）は、実証事業

例だけに記載されている。

②　FIDIC にはあるが実証事業例には記載のない条項

　「発注者」、「指定下請者」、「検測と費用算定」、及び「請負者による工事中断と契約終了」

③　FIDIC では 1 つの条項の中にあるが、実証事業では別立ての条項

出所：建設工事の契約条件書、発注者の設計による建築並びに建設工事、一般条件、特記条件作成の指針、入札状・契約合意書及
　　　び紛争最低合意書の様式、国際コンサルティング・エンジニヤ連盟、第1版、1999年、（社）日本コンサルティング・エンジ
　　　ニヤ協会

17 リスクと責任

18 保　険

17.2 請負者の工

事の管理

18.2 工事及び請

負者の機器の保

険

18.3 人身傷害及

び財産の損害保

険

18.4 請負者の要

員の保険

請負者は、工事開始日から工事の管理義務

が発注者に移管される引き渡し証明書が工

事に対して発行される時点まで、工事及び

物資の管理に対して全責任を負うものとす

る。

保険契約者（特記のない限り、請負者）は、

工事、プラント、資材、並びに請負者の書

類に対して、それらの取り壊しや残存物の

片付け、並びにそれらの専門家への費用、

及び利益を含めた、少なくともこれらを完

全に復元するための費用に相当する保険を

付するものとする。この保険は、保険の一

般要求事項に従って証拠が提出されるべき

日から、工事の引き渡し証明書が発行され

る日まで有効とするものとする。

保険契約者（特記のない限り、請負者）は、

請負者による契約の遂行が原因で、履行証

明書の発行前に生じ得る、いかなる物的資

産、又は人身がこうむることのある損失、

損害、死亡若しくは人身傷害に対する個々

の当事者の賠償責任に対し付保するものと

する。

請負者は、請負者のすべての被雇用者又は

その他すべての請負者の要員に関する傷

害、病気、疾病若しくは死亡から生じるク

レーム、損害、損失及び費用の賠償責任に

対して、保険を付し維持するものとする。
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a） FIDIC「一般規定」の項目のうち、実証事業例では Contract Documents（Language

and Lawと Priority of Contract Documents）、Correspondence及び Language、Weights

and Measures を別条項としている。

b） FIDIC「請負者」の項目のうち、実証事業例ではContractor’s Obligations（Engineer’s

FacilitiesとPerformance Security）及びAssignment and Sub-Lettingを別条項としてい

る。

c） FIDIC「工事の開始、遅延及び中断」の項目のうち、実証事業例ではPeriod of Works

and Time for Completion、Suspension of Work 及び Extension of Time for Completion

を別条項としている。

d） FIDIC「契約価格と支払い」の項目のうち、実証事業例ではContractor’s Obligations

(Advance Payment Security)、Contract Price 及び Certificate and Payment を別条項と

している。

　実証事業例の一般条件は、FIDIC の一般条件を現地の実情に適合するように内容を変更し

て、構成も使いやすくなっている。
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表－３　FIDIC 一般条件と実証事業の一般条件の比較

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

FIDICの建設工事の一般条件の条項

一般規定（General Provisions）

発注者（The Employer）

エンジニヤ（The Engineer）

請負者（The Contractor）

指定下請者（Nominated Subcontractors）

要員及び労務者（Staff and Labour）

プラント、資材及び施工技術

（Plant materials and Workmanship）

工事の開始、遅延及び中断

（Commencement, Delays and Suspension）

完成試験（Tests on Completion）

発注者への引き渡し

（Employer’s Taking Over）

欠陥補償責任（Defects Liability）

検測と費用算定

（Measurement and Evaluation）

変更と調整（Variations and Adjustments）

契約価格と支払い

（Contract Price and Payment）

発注者による契約終了

（Termination by Employer）

請負者による工事中断と契約終了

（Suspension and Termination by Contractor）

リスクと責任（Risk and Responsibility）

保険（Insurance）

不可抗力（Force Majeure）

クレーム、紛争及び仲裁

（Claims, Disputes and Arbitration）

実証事業（パキスタン国5橋梁再建プロジェクトの一般条件）
記載はFIDIC一般条件の各条項に相当する実証事業の条項

1. Definition, 3. Contract Documents (Language and Law, Priority of

Contract Documents), 12. Correspondence, 14. Language, Weights and

Measures

該当なし。1. Definition で Clientの会社名を表示しているのみ。

2. Client and Client Representative (Instructions in Writing)は発注者

がエンジニヤを兼務しているので、発注者の条項でエンジニヤ

の指示を記載。

4. Contractor’s Obligations (Engineer’s Facilities; Performance

Security), 10. Assignment and Sub-Letting

該当なし

4. Contractor’s Obligations (Contractor’s Employees)

5. Materials , Plant and Workmanship (Inspection and Testing;

Removal of Improper Work, Materials or Plant)

6. Period of Works and Time for Completion, 19. Suspension of Work,

20. Extension of Time for Completion

6. Period of Works and Time for Completion（Provisional Hand-Over

Certificateの条項で完成試験に言及している）

6. Period of Works and Time for Completion (Provisional Hand-Over

Certificate)

7. Defect Liability

該当なし

3. Contract Documents (Supplementary Drawings and Instructions)

4. Contractor’s Obligations (Advance Payment Security), 8. Contract Price,

9. Certificate and Payment

13. Termination of Contract

該当なし

4. Contractor’s Obligations (Contractor’s General Responsibilities)

4. Contractor’s Obligations (Contractor’s General Responsibilities)

11. Force Majeure

16. Settlement of Disputes

15. Validity of Contract

17. Authorized Representatives and Notice or Request

18. Special Condition

注 1 ：FIDIC一般条件の各条項に相当している実証事業の条項は、必ずしも、FIDIC一般条件の条項すべてを含んで

いるものではない。

注2 ：実証事業例の一般条件は、FIDIC一般条件を変更して作成されたものである。

出所：1）The FIDIC Contracts Guide with detailed guidance on using the first editions of FIDIC's Conditions of Contract for

Construction, Conditions of Contract for Plant and Design-build, Conditions of Contract for EPC/Turnkey Projects, First

Edition 2000, FIDIC

2）比較した実証事業の工事契約書
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　無償資金協力は、「要請」、「予備調査」、「基本設計調査」、「案件の審査及び実施決定」、「案

件の実施」及び「評価とフォローアップ」から成るプロジェクトサイクルを構成している。基

本設計調査から案件の実施（完工）までには、少なくとも 3年間を要する。これに対して緊急

開発調査の実証事業の期間は約 1 年間である。

　実証事業の期間と比べて、無償資金協力が実施完了するまでに長期間を要する理由は、以下

のとおりである。

①　緊急開発調査の実証事業に比べて、無償資金協力では高い調査精度（調査、詳細設計、

入札図書、施工監理のすべてにわたって）を求められるため、調査期間が長くとられてい

る。

②　基本設計現地調査のあとに、国内解析で基本設計をまとめる過程で、詳細な積算及びそ

の説明資料の作成と、その積算資料の検討/承認などのJICAの技術的審査がある。無償資

金協力にはこれら資料の作成及び審査に時間を要する。一方、実証事業はこれらの資料作

成や審査はなく、簡略化した説明書で承認される。

③　無償資金協力が閣議決定及び交換公文（Exchange of Notes：E/N）調印のプロセスを経

ねばならず、またこれらプロセスのタイミングまでに長期間を要する。一方、これらのプ

ロセスは実証事業にはない。

④　無償資金協力では、コンサルタント契約、入札図書及び業者契約に関する各認証のため

の資料作成、及び各事項の認証までに多くの時間が割かれる。開発調査にはコンサルタン

ト契約の認証はなく、一方入札図書及び業者契約（再委託）の認証は短期間で行われる。

　このように、緊急開発調査の実証事業に比べて、無償資金協力では多くの手続きを経るた

め、その説明資料の作成・説明及び認証にかなりの時間が費やされ、施設の完成までにかかる

期間は長くなっている。なお、無償資金協力の各種手続きとそれに必要な書類を表－４に示

す。
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工　程

基本設計調査

案件の実施

提出書類

（1） 前提条件の整理

（2） 事業費の構成

（3） 建設費の積算

（4） 設計監理費

（1） 設計監理費積算資料

（2） 全体工程計画表

（3） コンサルタント要員格付表

（4） 業務従事者履歴書

（1） コンサルタント契約書オリジナル

（2） コンサルタント契約書コピー

（3） 契約概要表

（4） 支出予定表

（5） 施工工程表/工事出来高予定表

（1） 基本設計と詳細設計の比較表

（2） 全体工程計画表

（1）入札参加資格事前審査（P/Q）書類

（2） 入札図書案

（3） E/N写し提供依頼

（4） 入札図書案チェックリスト

（5） 入札結果報告書

（6） 入札評価報告書

（7） 価格交渉結果報告書

（8） 残余金使途要請書

（1） 業者契約書（オリジナル）

（2） 業者契約書コピー

（3） 契約概要表

（4） 支出予定表

（5） 施工工程表/工事出来高予定表

（1） 月例報告書

（2） バーチャート工程表

（3） 進捗出来高曲線表

（1） 被援助国政府の要請書

（2） コンサルタントの技術的見解

（3） 設計変更概要表

（1） 完了届

（1） 瑕疵検査報告書

（2） 資料１．検査対象の写真

（3） 資料２．修理対象物の写真

（4） 資料３．先方に対するレター

（5）資料４．先方実施体制・組織図

（6） 資料５．検査・修理完了を受諾する先方レター

手続き内容

概算事業費積算の承認

コンサルタント推薦依頼

（設計監理業務確認資料）

コンサルタント契約の承認

基本設計と詳細設計の比較

の承認

入札の承認

業者契約書の認証

進捗報告の承認

設計変更がある場合の承認

完了届の承認

瑕疵検査の承認

表－４　無償資金協力の諸手続き及び提出書類

出所：JICAホームページより、無償資金協力ガイドライン、無償資金協力事業関連標準書式（一般）
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（2）無償資金協力と実証事業の契約の比較

　無償資金協力の業者契約書フォームは英語、仏語及び西語の各版が準備されている。無償資

金協力では、基本的に同フォームを使用することとなっている。業者契約書フォームは前文及

び23の条項から成る。なお、施設・機材混合案件は前文と26の条項である。業者契約書フォー

ムは、FIDIC の契約合意書、入札受諾書、入札状及び一般条件に相当するものである。

　無償資金協力の業者契約書フォームの条項に相当しているFIDICの一般条件の条項を抜き出

したものを表－５に示す。

　無償資金協力の業者契約書フォーム及び FIDIC の一般条件を比較したところ、業者契約書

フォームにしかない条項は、（Basis of Contract）、（Scope of Work）、（Shipment and Packing）、

（Country of Origin）、（Verification of Contract）、（Patents, Trademarks and Copyrights）、（Entire

Agreement）及び（Notice）である。一方、FIDICの一般条件にしかない条項は、（The Engineer）、

（Nominated Subcontractors）、（Staff and Labour）、（Employer’s Taking Over）、（Measurement and

Evaluation）、及び（Insurance）である。

　なお、無償資金協力の支払いはLump sum payment（4回に分けた一括払い）であるが、FIDIC

では BQ 清算方式（資材購入の証拠書類に基づく出来高支払い）である。
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1 Definitions

2 (Basis of Contract)

3 (Scope of Work)

4 Period of Execution of Work

5 (Shipment and Packing)

6 (Country of Origin)

7 Remuneration

8 Payment

9 Client’s Responsibilities

10 Contractor’s Obligations

11 Inspection and Delivery

12 Warranty against Defects

13 Performance Security

14 Advance Payment Security

15 Assignment and Subletting

16 Force Majeure

17 Applicable Law

18 Disputes and Arbitration

19
Language and Measurement
System

20 Amendment and Modification

21 (Verification of Contract)

22 Early Termination

23
(Patents, Trademarks and
Copyrights)

24 Interpretation

25 (Entire Agreement)

26 (Notice)

(O)無償資金協力

の業者契約書フォームの条項

(O)の条項に
相当している
(A)の条項番号

①

⑧

⑭

⑭

②

④

⑨

⑪

④

⑭

④

⑲

①

⑳

①

⑬

⑮、⑯

①

① General Provisions

② The Employer

③ (The Engineer)

④ The Contractor

⑤ (Nominated Subcontractors)

⑥ (Staff and Labour)

⑦ Plant materials and Workmanship

⑧ Commencement, Delays and Suspension

⑨ Tests on Completion

⑩ (Employer’s Taking Over)

⑪ Defects Liability

⑫ (Measurement and Evaluation)

⑬ Variations and Adjustments

⑭ Contract Price and Payment

⑮ Termination by Employer

⑯ Suspension and Termination by Contractor

⑰ Risk and Responsibility

⑱ (Insurance)

⑲ Force Majeure

⑳ Claims, Disputes and Arbitration

(A) FIDICの一般条件の条項

表－５　無償資金協力の業者契約書フォームと FIDIC の一般条件の条項比較

注1 ： 括弧書きの条項は、(A) だけに規定されている条項。
注2 ： (O) の条項に相当している(A) の条項は、必ずしも、(O) の条項すべてを含んでいるものでは

ない。
出所： 1）JICAホームページより、無償資金協力ガイドライン、業者契約書フォーム

2）The FIDIC Contracts Guide with detailed guidance on using the first editions of FIDIC’s
Conditions of Contract for Construction, Conditions of Contract for Plant and Design-build,
Conditions of Contract for EPC/Turnkey Projects, First Edition 2000, FIDIC
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　実証事業では工事契約書を、前述のようにFIDICの一般条件を修正使用しているほかに、無

償資金協力の業者契約書フォームを修正使用している。ブルンジ国ブジュンブラ市の都市内道

路舗装と、スーダン国ジュバ市の河川港整備及び給水プロジェクトの2つの実証事業案件を例

にして、業者契約書フォームからの修正内容を検討する（表－６参照）。

　2 案件ともに採用していない業者契約書フォームの条項は、（Basis of Contract）、（Shipment

and Packing）、（Country of Origin）、（Client’s Responsibilities）、（Verification of Contract）、及

び（Patents, Trademarks and Copyrights）である。Basis of Contract は工事契約が E/N を満足す

ることが前提であることを示しているが、実証事業はE/Nベースでないため、当条項を外して

いる。Shipment and Packing 及び Country of Origin は、機材についての規定のため、これら条

項を外している。Client’s Responsibilities は、あえて発注者側の責任を明示する必要がないの

で外している。通常、相手国政府が発注者となり、発注者の義務として相手国負担事項が列挙

される。コンサルタントが発注者となる実証事業の再委託契約の場合は、これらの相手国負担

事項をコンサルタントが責任をもって実施することはできない。なお、FIDIC一般条件を修正

して実証事業に使用しているパキスタン国5橋梁再建プロジェクトにおいても、The Employer

（発注者）の条項を外している。Verification of Contract は、契約が E/N に従った無償資金とし

て適格であると日本政府によって認証されるという内容であるが、実証事業はE/Nベースでな

いため、当条項を外している。Patents, Trademarks and Copyrights は機材についての規定のた

め、この条項を外している。
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(B) スーダン国ジュバ市内・近郊

地域緊急生活基盤整備計画調査

（河川港整備及び給水プロジェク

ト）の工事契約書の条項

(A) ブルンジ国ブジュンブラ市

都市交通改善計画緊急開発調

査（都市内道路舗装）の工事契

約書の条項

表－６　無償資金協力の業者契約書フォームと実証事業例の工事契約書の条項比較

(O) 無償資金協力の業者契

約書フォームの条項

(O) の条項

に相当して

いる(A)、(B)

の条項

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

Definitions

(Basis of Contract)

Scope of Work

Period of Execution of

Work

(Shipment and Packing)

機材用

(Country of Origin)

機材用

Remuneration

Payment

(Client’s Responsibilities)

Contractor’s Obligations

Inspection and Delivery

Warranty against Defects

Performance Security

Advance Payment Security

Assignment and Subletting

Force Majeure

Applicable Law

Disputes and Arbitration

Language and

Measurement System

Amendment and

Modification

(Verification of Contract)

Early Termination

(Patents, Trademarks and

Copyrights)

Interpretation

Entire Agreement

Notice

a1

該当なし

b1

a2, b2

該当なし

該当なし

a6, b3

a7, b4

該当なし

a10, b5

a11, b6

注 3参照

a10

a10

b7

a17, b8

a9, b9

a16, b10

a5, b11

b12

該当なし

a15, b13

該当なし

b14

b15

a18, b17

a1

a2

a3

a4

a5

a6

a7

a8

a9

a10

a11

a12

a13

a14

a15

a16

a17

a18

a19

a20

Definition

Commencement and

Completion of the Services

(Liquidated Damages for

Delay)

(Defect Liability :

Not applicable)

Language

Cost of the Services

Method of Payment

(Income Tax and Other

Taxes and Duties)

Applicable Law

Obligations

Inspection of the Work

(Insurance)

Representatives and

Manner of Execution

(Alteration of the Services)

Termination of the Services

Disputes

Force Majeure

Notice and Correspondence

(Security Guards)

Representation and

Warranties

Scope of Work

Period of Execution of the

Work

Contract Price

Payment

Contractor’s Obligation

Inspection and Delivery

Assignment and Subletting

Force Majeure

Applicable Law

Disputes

Language and Measurement

System

Amendment and Modification

Early Termination

Interpretation

Entire Agreement

Representation and Warranties

Notice

b1

b2

b3

b4

b5

b6

b7

b8

b9

b10

b11

b12

b13

b14

b15

b16

b17

注 1 ：括弧書きの条項は、(A) 又は(B) だけが相当している条項。
注2 ：(O) の条項に類似している(A)、(B) の条項は、必ずしも、(O) の条項すべてを含んでいるものではない。
注3 ：スーダン国ジュバ市の河川港整備及び給水プロジェクトでは、工事契約書のほかにConditions of Contractを作成して
　　　いる。その図書の条項Care of the Workで瑕疵について記載している。
注４：実証事業例の工事契約書は、無償資金協力の業者契約書フォームを変更して作成されたものである。
出所：1）JICAホームページより、無償資金協力ガイドライン、業者契約書フォーム
　　　2）比較した各実証事業の工事契約書
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２－５　課　題

　緊急開発調査における実証事業は、早急な支援を必要としている災害復旧・復興や紛争終結の

国・地域に対して実施することから、時間的制約は極めて大きい。すなわち、実証事業は、緊急

開発調査で策定する緊急整備プロジェクトのなかでも特に早急な整備が必要であり、かつ支援イ

ンパクトの大きいプロジェクトである。実証事業の施設建設を行い、また、相手国のカウンター

パートや住民にこの建設活動をデモンストレーションして、その整備効果を検証することが、マ

スタープラン策定と同時進行的に行われる。

　しかしながら、時間的あるいは制度的な制約から、上記の実証事業の本来的役割の追及は薄れ、

むしろ実証事業で行われる建設そのものに日本側の活動が注がれ、相手国政府側も建設に関心を

集中させている。実際問題として、これまでの緊急開発調査の最終報告書に、実証事業の技術協

力の効果や実施後のフィードバックの記載は見当たらない。緊急開発調査における実証事業の位

置づけを徹底するには、実証事業の実施促進に係る問題を改善することに尽きる。

　実証事業の実施促進の課題として、関係者の役割・責任の明確化、不足している調査活動の充

実、契約書の改善がある。

　関係者の役割・責任の明確化によって、工事瑕疵などの工事責任の所在、及び実証事業の各プ

ロセスにおいて関係者が果たす目標が設定される。不足している調査活動の充実は、短期間に行

う効果の高い調査データの収集方法、建設リスクの軽減の検討、及び建設における重要事項の整

理が行われる。そして、契約書の改善によって、実証事業の関係者の役割・責任が契約上規定さ

れる。表－７に示すのは、これら3つの視点から建設工事を行う実証事業の課題を整理したもの

である。

視　点

１．関係者

の役割・責

任

課　題

a）S/W の実証事業に係る

記載内容の充実

b）実証事業実施促進の組

織的改善（短期間に迅速な

支援）（工事責任の所在の

明確化）

c）実証事業関係者間の良

好な関係醸成（落札後及び

工事中の3者打合せ、パー

トナリングの応用）

d）各段階での主たる役割

の整理

JICA

●（技術協力とし

ての実証事業の役

割の説明）

●（コンサルタン

トへの契約内容の

改善）（設計及び

入札図書等の技術

審査の外部委託）

（予算の柔軟な運

用）（組織として

の意思決定）

●（工事発注者の

場合）

事前調査及び本格

調査の工程の計画

管理

相手国政府

●（相手国負担

事項）（建設後の

施設所有者責任、

維持管理）

●（相手国負担

事項の実施）

各種情報提供及

び工事問題発生

時の現地側対応

コンサルタント

○（適時、適切な

情報提供）（適切

な改善による負担

の軽減）

●（問題点の集約

化と解決策の対

応）

調査、設計、入札

図書作成、入札・

契約、施工監理、

及び再委託の場合

（工事発注管理）

施工業者

●（労務・資材調

達）

工事契約書の順

守

表－７　緊急開発調査における実証事業の課題整理

関係者
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２．不足し

て い る 調

査 活 動 の

充実

３．契約書

の改善

a）事前調査活動の充実（効

率的な本格調査のために）

（事前調査から本格調査ま

での期間の短縮のために）

b） 建設リスクの軽減

c）技術協力としての実証

事業の位置づけの明確化

d）工事マネジメントの技

術移転（良好関係醸成とリ

スク軽減の効果もねらい、

効率的効果的な工事マネ

ジメントの技術指導）

a）業務実施契約の実証事

業に係る契約事項の改善

（工事瑕疵など責任所在の

明確化）

b）再委託契約の標準化（実

証事業工事契約の配慮事

項：無償で施設整備、短期

間の迅速対応、柔軟性）

c）JICAが工事発注者の契

約の標準化（工事瑕疵など

責任所在の明確化）（ク

レーム処理はコンサルタ

ントが支援）

●（事前調査TOR

の追加項目）

●（本格調査TOR

の追加項目）

●（本格調査TOR

の追加項目）

●（本格調査TOR

の追加項目）

●（施工監理要員

増の検討）

●（許認可取得等

の発注者責任の明

確化）

● （ キ ャ パ シ

テ ィ ・ デ ィ ベ

ロップメントへ

の積極的参加）

●（想定実証事業

の設計・建設に関

する情報収集）

●（ネガティブ

チェックリスト注1

によるリスク分析

と対策）（実証事

業の選定基準）

●（実証事業に

キャパシティ・

ディベロップメン

ト 要 素 を 含 む ）

（技術協力の効果

や実施後のフィー

ドバックの記載）

●（施工業者に施

工計画書の作成指

示及び同計画書に

よる施工業者のマ

ネジメント指導）

●（許認可取得等

の発注者責任の明

確化）

○ （ キ ャ パ シ

テ ィ ・ デ ィ ベ

ロップメントの

補助）

●（実行予算、品

質確保、検査方

法、現場管理組

織、及び安全計

画から成る総合

的なマネジメン

トの実施）

●（FIDICの請負

者責任を基本と

する）

●（FIDICの請負

者責任を基本と

する）

凡例：●：主たる役割を果たす、○：主たる役割を補助、支援する
注１：ネガティブチェックリストは付属資料２．の表－１参照
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　本プロジェクト研究で得られた、JICA、コンサルタントからの聞き取り調査結果、今までの緊

急開発調査における実証事業による施設建設からの経験の検討、無償資金協力での契約、FIDIC

での契約のあり方の検討より、本プロジェクト研究では以下の 9 点の提言を行う。

・災害復興 / 紛争終結国の要請に応えるためにも、実証事業の要請に応えるためにも、実証事業

の施設建設案件の進め方に求められる要件は、①スピード、②柔軟性、③品質である。案件採

択時には、これら要件の必要性について関係者で共有し、必要な意思決定を行う。

・現在の制度を基本とすると、緊急開発調査における工事は、「実証事業」としての位置づけを

明確にする。

・S/Wにおいて、実証事業にかかわる相手国負担事項を記載するか、日本側事業に内部化する。

・本格調査時における業務指示に、事前調査時に予測できないことで、予算や工期に影響を及ぼ

すようなトラブルに対し、JICA は柔軟に対応することを記載する。

・施設建設後のトラブル回避のために、工事瑕疵など工事責任の所在を明確にする。

・迅速な施設設計、入札図書の審査実施のために、JICA担当部は技術審査を行う体制を整える。

・不測の事態への対応のために、設計変更・契約変更に柔軟に対応できる備えをする。

・案件に応じて、コンサルタント発注、JICA 発注、BQ 精算契約、ランプサム契約のメリット、

デメリットを考慮して契約形態を選択する。

・リスク（発注者リスク、品質、クレーム処理等）に対し、コンサルタントが発注者の場合は、

相当のコストを契約に含める。

　それぞれの提言に関して、以下に詳細を記述する。

１．災害復興 /紛争終結国の要請に応えるためにも、実証事業の要請に応えるためにも、実証事業

の施設建設案件の進め方に求められる要件は、①スピード、②柔軟性、③品質である。案件採択

時には、これら要件の必要性について関係者で共有し、必要な意思決定を行う

　実証事業による施設の設計と建設が、マスタープラン調査と同時進行的に行われることは、災

害復旧・復興や平和の配当の確保を早く実現するために、短期間に迅速な対応が求められている

ことを意味する。

　優良な実証事業案件の形成、入札候補者の早期確保、設計変更による調査不足の補完、及び施

設建設の工期内完了等は、実証事業の円滑な進捗に要求される重要事項である。事前調査の充実、

又はJICAの調査期間中の柔軟な対応によって、上記重要事項へ迅速に対応することができる。な

お、優良な実証事業案件の形成には、早急に調査を開始することと、計画段階で危険発生要因を

排除することが必要とされる。早期のプロジェクト形成では建設の容易性、より高い安全性、大

きなデモンストレーション効果のある案件の選択肢が多いが、調査開始時期が遅くなるとその選

択肢が狭まる。また、危険発生要因を排除するには、ネガティブチェックリストの活用が効果的

である（付属資料２．の表－１参照）。

第３章　これからの緊急開発調査における実証事業による

施設建設のあり方の提言
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ていない。また、効果の検証自体実施されていない案件も多い。施設の提供のみに重きを置くの

なら、無償資金協力のスキームを活用する方が効率的である。

　実証事業の完成物は、本来解体撤去するものを相手国政府に無償で譲っている。通常の国際協

力のルールから判断すると、日本が無償資金協力で施設を建設する場合、相手国政府は建設前と

建設後の各段階で責任が発生する。無償資金協力のスキームを例にして相手国政府の責任をあげ

ると、建設前は、建設用地の確保、建設や用地利用に係る各種許認可の獲得、免税措置、及び調

査を実施・促進するための様々な便宜供与の責任を、相手国政府は担う。また、建設された施設

が引き渡されてからは、施設の所有者として、施設の適正な使用及び維持管理についての責任が

発生する。S/Wにおいてこれら相手国負担事項の記載は、実証事業においても適用されるべきも

のである。もし、S/Wに記載を求めることが困難であり、事業の迅速な実施に支障が生じるよう

であれば、日本側事業に内部化することを検討する。

４．本格調査時における業務指示に、事前調査時に予測できなかったことに対し、JICAは柔軟に対

応することを宣言する（予算、工期）

　緊急開発調査のコンサルタントサービスは、JICA－コンサルタント間で業務実施契約書を締結

して行われている。また、コンサルタントが施主となって実証事業を行う場合は、この業務実施

契約のなかの再委託契約で行われる。業務実施契約において、実証事業の建設工事の事故責任及

び瑕疵責任の所在の明確化、全体金額に対する再委託金額の比率が40％をはるかに超えた場合の

対応が行われ、また施工監理の業務量へ適正な要員人月数が反映されている必要がある。設計変

更及び金額変更は、柔軟な運用で対応する必要がある。

　これらを検証するには、業務実施契約書の以下の条項が対象となる。

・業務内容の変更等：第 11 条

・損害に対する責任：第 13 条

・前払い金：第 19 条

・特記仕様書における実証事業（優先リハビリ事業）の実施記載内容

・パキスタン国案件例の変更特記仕様書第 6 条（再委託）

・スーダン国案件例の特記仕様書の部分払い条項の追加（本条項は既に業務実施契約書フォーム

で公開されているので、そちらを参照のこと）

　なお、特記仕様書における実証事業の項目には、建設リスクの軽減、技術協力としての実証事

業、及び工事マネジメントの技術移転について記載することが重要である。また、現行の役務提

供契約の特記仕様書には、想定実証事業の設計・建設に関する情報収集項目を追加する必要があ

る。

５．施設建設後のトラブル回避のために工事瑕疵など工事責任の所在を明確にする

　コンサルタントは、日本のプレゼンスの表示やリスクの軽減を十分配慮した施設の選定を行い、

再委託契約で工事を実施する。工事契約書 /一般条件には、無償で施設を建設することによる特

権を明記する一方、工事瑕疵、履行保証及び瑕疵担保期間などの施工業者の責任を明記する。そ

のため、調査期間内に瑕疵検査を行う。調査期間内に瑕疵検査を実施することが困難な場合は、

調査期間後、コンサルタント、あるいは現地事務所が瑕疵検査を行う。後者の場合は新たな予算

措置が必要となる。JICAとコンサルタントの業務実施契約書、コンサルタントと施工業者の再委
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託契約書（工事契約書）、さらにはJICAと施工業者の工事契約書に、瑕疵責任の所在を明確に示

し、必要な見直し（瑕疵保証をだれが保持するか等）を行う。

　建設契約の改善策をJICA－コンサルタント契約書、再委託契約書、JICA－施工業者契約書に

ついて検討を行った。各契約（案）は付属資料３．を参照。

①　JICA －コンサルタント契約書（案）

　業務実施契約書特記仕様書において、実証事業の建設リスクの軽減、技術協力としての実証

事業、工事マネジメントの技術移転、図面・仕様書の第三者審査、成果のフィードバックの視

点、及び実証事業の施工の各項目を追加修正した。

②　再委託契約書（案）

　FIDICの一般条件を変更して作成した、パキスタンの5橋梁リハビリ工事の契約同意書及び

一般条件を、再委託契約書（案）の原案に採用する。他の実証事業の契約書と比べると、必要

事項が簡潔に整理されており、国際入札に向いているため、上記案件の契約同意書及び一般条

件を採用した。なお、施工業者による施工簡易計画書の作成、工事期間中の 3者打合せの条項

を追加するとともに、内容を一般的に変更し、契約同意書（Contract Agreement）と一般条件か

ら成る再委託契約書（案）を作成した。

③　JICA －施工業者契約書（案）

　上記②の再委託契約書（案）にエンジニヤの条項を追加した。

６．迅速な施設設計、入札図書の審査実施のために、JICA 担当部は技術審査を行う体制を整える

　JICA は実証事業の全体工程の計画管理に対して、「迅速性を確保する」、「安全性を優先する」

及び「柔軟な運用で臨む」ことを基本とする。また、技術審査ができる体制構築のため、外部人

材を活用する。ただし、この技術審査が業務の進捗を妨げないようにすることに留意が必要であ

る。

７．不測の事態への対応のために設計変更・契約変更に柔軟に対応できる備えをする

　平和構築 /復興支援地域における実証事業を含む緊急開発調査では、スピードを優先するため

に、事前には確認できず予測できなかったことが調査期間中に発生する場合がある。予備費的な

予算の確保、弾力的な運用、設計変更、工期の延長 / 短縮等に柔軟に対応できるように、事前に

JICA内で意思決定を行う（ファスト・トラック決裁、緊急案件決裁、実施計画の伺いへの特記事

項等）。

８．コンサルタント発注、JICA 発注、BQ 契約、ランプサム契約の比較優位を検討し、契約形態

を決定する

（1） コンサルタント発注、JICA発注の比較優位の検討

　施設建設を発注する契約上の施主には、コンサルタント、JICA及び相手国政府の3者が考え

られる（図－３～図－５参照）。以下の 3 ケースすべてにおいて、JICA が担う全体工程の計画

管理に、迅速性、安全性及び柔軟性を重視させることによって、各種手続きの承認期間の短
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2） JICA が施主となる場合（ケース 2、図－４参照）

　JICAが施主となる場合は、JICA現地事務所（又は当該国管轄のJICA現地事務所）が

施工業者と直接工事契約を締結する。

　施工業者と再委託を行い、リスク（金銭面を含める）を負うことのできるコンサルタ

ントは限定される。したがって、このリスクを負うために、JICAが施主となって工事を

行うことを想定しておかねばならない。なお、JICAが施主として工事発注する場合も、

ケース1と同様な対策を講ずることで大幅な改善が見込まれる。また、コンサルタント

はエンジニヤとしてJICAを技術的に支援する。しかしながら、JICAが建設工事の発注

者となることは、相手のリスクを負うことにもつながるため、慎重な検討が必要となる。

3） 相手国政府が施主となる場合（ケース 3、図－５参照）

　ケース3は、相手国政府が施主になる場合である。無償資金協力事業では相手国政府

が施主となるが、閣議決定とE/Nを経ねばならない。契約方式としては、JICAが相手国

政府と再委託契約を締結する。しかし、再委託の管理費や銀行手数料は相手国政府の再

委託費のなかに含まず、コンサルタントが様々な間接業務を担うため、コンサルタント

の業務実施契約のなかに含む。契約上、相手国政府が工事の施主となり、すべての発注

者責任、工事中及び完了後の責任を相手国政府が負うこととなる。ケース3は他のケー

スよりも割高となること、施主としての任務を全うできる能力に到達していないカウン

ターパートがほとんどであるが、これらの条件でも相手国政府に負担させる必要のある

場合に適用される。なお、再委託費用をプロジェクト費（上述の場合）で賄わない場合

は、商品借款やKR2の見返り資金（カウンターパートファンド）の活用の可能性もある。

　以上、3 つのケースを検討した結果、ケース 1 のコンサルタントによる再委託契約方式が、

最も現実的なものとして最適であると判断される。

（2）BQ 契約、ランプサム契約の比較検討

　コンサルタント－施工業者間の再委託契約によって、施工業者と工事契約が結ばれ工事が行

われている。受注者（施工業者）の責任、適切な支払い方式（BQ 清算方式）、瑕疵責任、前途

金保証・履行保証、設計変更などの重要事項が明記されている必要がある。BQ 契約とランプ

サム契約のメリット・デメリットを比較したものを表－９に示す。

　実際の契約方式の選定においては、これらのメリット、デメリットを踏まえ検討するが、一

般的に規模が大きく契約額の変動リスクが高いものは BQ 契約が有利といえる。
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第４章　今後の検討課題

　本プロジェクト研究では、①過去の緊急開発調査の報告書及び実証事業で使用された工事契約

書のレビュー、②実証事業の経験のあるコンサルタント、JICA担当職員及び無償専門員との実証

事業に関する率直な意見交換、そして③FIDIC及び無償資金協力の工事約款と実証事業で使用さ

れた工事契約書内容の比較分析を行った。その結果、緊急開発調査における実証事業の具体的問

題点が明確となり、その改善策が示され、さらにそれを反映した実証事業のあるべき姿及び契約

書（案）の提示が行われた。これらの調査結果は、今後の緊急開発調査に反映することが大いに

期待される。しかしながら、今回の研究で指摘された事項のなかには、更なる研究を推奨される

ものがある。以下、本研究の今後の検討課題を列挙する。

（1）相手国政府の負担事項が履行されない場合の対応策

　今回の研究で提案したように、相手国負担事項は、S/Wに相手国がその実施を約すことが記

載されることとなる。しかしながら、被災国・復興国がその負担事項を履行できないため、実

証事業が暗礁に乗り上げてしまう可能性もある。このため、緊急開発調査の実証事業の意義を

踏まえ、相手国負担事項とすべき事項について明確化するとともに、相手国負担事項が実施さ

れない場合の対応策について検討し、事業の継続実施の条件・実施方法及び日本側事業に含め

て実施する際の判断基準を検討する。

（2）実証事業で建設される施設の目標とすべき品質の検討

　今回の研究では、実証事業で建設される施設の品質レベルは、相手国の基準を満たしつつ、

恒久施設を建設実証するために必要最低限のレベルと規定される（耐用年数では 5 ～ 10 年程

度の水準を最低限の目安）。実証事業で建設する施設の、より具体的な標準品質レベルを設定

すると、発生リスクの程度、及び要求される工期・調達建設資機材・施工能力・建設コストを

あらかじめ概略想定できる。土木施設と建築物、又は施設タイプ（例：道路、橋梁、学校、医

療施設）のような検討の切り口を設定し、実証事業の目的や施設利用規模などを検討材料に分

析を行い、施設の目標とすべき標準品質レベルを提示する。

（3） 実証事業のリスクの分析、負担と軽減の具体的方策の検討

　建設工事にはリスクを軽減する必要がある一方、実証する必要のある施設建設（例：相手国

の能力向上や制度定着を促すうえで実施が望ましいもの）にはリスク負担が伴う。今回の研究

で提示したネガティブチェックリストを一定の目安として、あらかじめ事業に伴うリスクを想

定し、コンポーネントを選定すること、リスク軽減のための対策を適切な当事者と分担して行

うことが望まれる。

（4） 受注者のリスクを踏まえた、今後の JICA/コンサルタントによる発注の適切なあり方、競争

性を確保できるか等の検討

　今回の研究では、コンサルタントが再委託で施工業者と契約して工事を行う案が最も現実的

であると推薦された。しかし、リスクを受け入れて工事発注者となり得るコンサルタント会社

が事業に関心を示すかという問題も指摘された。これらを踏まえて、リスクに見合った費用を
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支払うこと、コンサルタントのリスクヘッジに対応した発注方式（日本又は第三国の施工業者

とジョイントベンチャーを組み、デザインアンドビルド方式による施設建設）の導入可能性を

調査すること、導入可能となった場合の具体的な発注方式（JICA～コンサルタント契約案、デ

ザインアンドビルド一般条件案の作成まで含む）を検討することが考えられる。

（5）設計瑕疵保険 / 施工管理保険 / 総合保険の詳細の確認、個別緊急開発調査案件での負担の妥

当性の検討

　コンサルタント、JICAのどちらが発注者になるかにかかわらず、コンサルタントが業務実施

の際、加入している保険（設計瑕疵保険、施工管理保険、総合保険）を JICA が負担する可能

性を検討する必要がある。JICA、コンサルタント、施工業者、相手国の責任分担がS/Wで明確

になっている、なっていないにかかわらず、コンサルタントが発注者として事業を行う責任は

通常の事業に比べて格段に大きく、何かが起きた場合に保険による対応が求められる確率が高

い。そのような事態に速やかに対応できるよう、保険に加入の際には、だれが負担すべきで、

何がカバーされるのかを確認すべきである。コンサルタントの必要とする保険費用は、契約金

額等に含めることが妥当であるか、その場合どこまで費用を負担するのか等について、具体的

な検討が必要である。

（6）竣工確認、引き渡しのあり方の検討

　実証事業は技術協力の一環として実施されるが、できあがる施設そのものは、相手国の責任

の下、保守管理されるべきものである。建設中に起こる交通事故、施設に対する損傷等は日本

側の責任の範囲となるが、施設完成後はその責任が相手国に移る。その責任が移ることを明確

にするために、相手国政府及び JICA 立ち会いの下、竣工検査、引き渡しを行い、書面で竣工

検査の結果を関係者で確認する必要がある。これら一連の作業は、技術協力の一環としてとら

え、相手国の能力強化も考慮して行う。

　なお、施設によっては、完成したところから一般開放し、供用する「部分引き渡し」もあり

得るが、その場合の責任の所在について事前に関係者で確認することが望まれる。

（7）実証事業全般に係るマニュアルの整備

　緊急開発調査における実証事業に限らず、一般的な開発調査における実証事業についても、

今般取りまとめた成果に基づき、あるべき姿を検討するとともに、執務参考資料として、マ

ニュアル整備をすることも併せて行うことが望まれる。



付　属　資　料

　１．過去の緊急開発調査の概要

　　１－１　計画のプロセス

　　１－２　施設建設に係る実施方法

　　１－３　契約書における瑕疵担保責任 / 瑕疵保証、履行保証、前払保証、支払い、

　　　　　　工事中断の際の取極めの実績

　２．関係コンサルタントへの聞き取り調査結果

　３．標準的な契約書（案）

　　３－１　JICA －コンサルタント契約書（案）

　　３－２　再委託契約書（案）

　　３－３　JICA －施工業者契約書（案）

　４．緊急開発調査の実証事業における施設建設契約の課題：その他考えられる制約条件
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１．過去の緊急開発調査の概要

１－１計画のプロセス

　緊急開発調査における実証事業に係る計画策定、設計、入札及び工事は、以下のプロセスで実

施されている。

（1）事前調査から緊急開発調査立ち上げの段階

　先方政府からの案件要請・調整及び JICA 在外事務所からの案件基礎情報を基に、担当部は

要請された緊急開発調査の事前調査の準備に着手する。事前調査はコンサルタントを雇用して

実施する。

　事前調査のコンサルタント用業務指示書（Terms of Reference：TOR）には、本格調査（緊急

開発調査）の実施手法及び規模（調査範囲、項目、内容、工程、所要経費）についての検討が

含まれており、この調査結果は本格調査のコンサルタントのTOR作成に活用される。しかし、

実証事業に係る事項には、事業の計画概要の情報収集を含むが、事業の設計・建設に関する情

報収集は含まない。事前調査では実証事業に関する設計・建設に係る情報収集を行っていない

ため、本格調査用 TOR の設計・建設の指示事項に関しては、一般的な記載にとどまっている

ものが多い。なお、事前調査の期間中に実施細則（Scope of Works：S/W）の合意、締結を行

う。

　事前調査終了後、担当部は緊急開発調査の実施計画書を作成し、コンサルタント調達手続き

（公示、プロポーザル受領、プロポーザル評価、契約交渉、契約調印）を行う。選定されたコ

ンサルタントは、JICAと緊急開発調査の業務実施契約を取り交わす。実証事業が建設工事であ

り、かつ再委託契約で行われる場合は、コンサルタントが発注者となり、施工業者と工事契約

を結び、工事を実施することとなる。業務実施契約のなかには、再委託契約の内容が簡単に示

される。なお、再委託費は業務実施契約金額のなかに含まれる。

　災害復旧・復興や平和構築支援のための緊急開発調査は、迅速かつ機動的な事業実施を図る

ファスト・トラック（迅速処理）手続きが適用され、要請後 1 ～ 2 ヵ月で事前調査団を派遣す

ることが可能となっている。事前調査のコンサルタント調達には、指名人材プール制度が活用

されている。

　なお、緊急開発調査立ち上げの段階での実証事業は、いくつかの候補案件としてリストアッ

プされ、案件名、施設種類・規模及び工事期間程度の情報に限定されていることが多い。実証

事業は、本格調査において、合理的な選定理由に基づき決定されることになる。

（2）実証事業の工事契約締結までの段階

　　　JICA とコンサルタントの業務実施契約が締結され、本格調査が開始される。

　実証事業の準備は本格調査のなかで実施される。この段階では実証事業の選定、設計、入札

図書の作成、入札及び工事契約のプロセスをたどる。

　実証事業の施設の設計・調達計画・事業費積算から工事契約の期間は、1 ヵ月から 7 ヵ月ま

でにわたっている。最短期間は、アフガニスタン国カブール市緊急復興支援調査の市内道路工

事の約1ヵ月であり、アフガニスタン国マザリシャリフ市復興支援調査の市内道路と初等中等

学校の工事は最長の約 7 ヵ月を要している（表－１参照）。



－ 44 －

　工事契約までの期間及び工事段階で行うコンサルタントの業務内容を概観するための参考と

して、スーダン国ジュバ市の河川港に関するTORの概要を以下に示す。なお下記TORには測

量調査、CBR試験及び地質調査に係る現地業者の再委託が示されているが、建設工事について

の記載はない。

①　緊急整備事業の計画立案

　現況調査・分析、将来予測、事業内容の計画（港の改修・整備として3 案の選択肢が

示され、3 案比較のうえ整備方針を決定する。想定施設も以下のように示してある。

　港の護岸整備・延長50m程度。もやい施設の設置。必要に応じて簡易上屋の設置。荷

の積み替えのための後背地広場の補償整備1,500m2程度。約650mのアクセス道路の舗装

改良整備。その他必要な施設・機材整備）

②　緊急整備事業の入札準備

　対象施設の設計（詳細設計レベル。道路については線形設計、歩道を含めた幅員構成、

舗装構造、横断カルバート及び排水施設。港については護岸、後背地広場、排水施設、

上屋など関連施設）、概略施工計画立案、事業費積算（資機材を他の地域から搬入する場

合にはその輸送費に留意）、入札図書（図面、数量計算書、特記仕様書、契約書など）の

作成

③　緊急整備事業の実施・監理

　業者リストの作成、参加依頼、現地説明会、入札、契約交渉、施工監理、竣工確認

緊急開発調査名

アフガニスタン国カブール市緊急復興

支援調査（市南西部復興計画及び公共

交通計画）（緊急リハビリ事業）

スーダン国ジュバ市内・近郊地域緊急

生活基盤整備計画調査

アフガニスタン国マザリシャリフ市復

興支援調査

インドネシア国北スマトラ沖地震津波

災害緊急復旧・復興支援プログラム

（バンダアチェ市緊急復旧・復興支援

プロジェクト）

パキスタン国全国総合交通網計画調査

実証事業の

工事内容

市内道路

河川港

市内道路 2 路

線と 5 つの初

等中等学校

し尿処理場

5つの橋梁

実証事業の期間

設計・調達計画・

事業費積算から

工事契約まで

約1ヵ月

（2003年6月27日～

7月23日）

約4ヵ月

（2006年 3月中旬～

7月上旬）

約7ヵ月

（2004年6月～2005

年 1月）

約3ヵ月

（2005年4月～6月）

着工から完工まで

約3ヵ月

（2003年7月23日～

9月 19日）

約9ヵ月

（2006年 7月上旬～

2007年 3月下旬）

約14ヵ月

（2005年2月～2006

年 3月）

約6ヵ月

（2005年6月～12月）

当初全体計画は18ヵ月だが工事内容の変

更で23ヵ月に延期

表－１　実証事業の期間

出所：上記各案件の最終報告書等
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④　緊急整備事業

　河川港のリハビリ工事

⑤　成果品としては、緊急整備事業レポート

　記載事項（緊急整備事業の完成を確認し、事業の進捗及び成果）、提出時期（緊急整備

事業完成後 3 日以内）、部数（40 部）

⑥　現地業者への再委託

　測量調査、CBR 試験、地質調査

　現地再委託にあたっては、コンサルタント等契約における現地再委託契約手続きガイ

ドラインにのっとり、選定及び契約を行うこととし、委託業者の業務遂行に関しては、

現地において適切な監督、指示を行うこと

⑦　緊急整備事業基礎調査に係る調査内容案

　測量調査（１．道路関連、２．港関連）、ボーリング調査、CBR 試験

（3）実証事業の工事完了までの段階

　着工から完工までの期間は、3ヵ月～14ヵ月である。アフガニスタン国カブール市の市内道

路工事が最短の約3ヵ月であり、最長はアフガニスタン国マザリシャリフ市の市内道路と初等

中等学校の工事で約 14 ヵ月である（表－１参照）。

　工事中、様々な問題が発生している。用地取得や建設許認可などの相手側負担事項が、着工

までに実施されないことがある。短期間内で行う調査・設計のため、特に、地中部分は詳細に

調査できないことから、地中の工事に係る設計変更の発生がある。工事中の周辺住民への協力

醸成は、安全性確保も含め工事を順調に進めるうえで重要である。輸送も含めた仮設用・本設

用資機材調達・搬入のタイミング及び気候に左右される工種の施工時期は、工程に大きく影響

する（以上、アフガニスタン国マザリシャリフ市復興支援調査より）。

　資材・労務調達面や施工技術面の施工業者の能力不足は、工事の大幅な遅延を招き、深刻な

状況となる。このような施工業者に対して契約解除を行い、新たな施工業者を選定するケース

もある（アフガニスタン国カブール市緊急復興支援調査、市南西部復興計画及び公共交通計

画、緊急リハビリ事業より）。

　実証事業は、技術協力の一環として行われるものであり、施設の建設を通じてカウンター

パートや住民にキャパシティ・ディベロップメント的効果（組織の強化、制度の定着、個人能

力の向上など）が伴うものである。また、本格展開前のパイロット的な支援の役割がある。外

務省は、ホームページで緊急支援事業の公式見解を示している（表－２参照）。しかしながら、

報告書に記載されている実証事業のフィードバックは、建設の記録しか見当たらず、キャパシ

ティ・ディベロップメント要素及びパイロット効果についての評価結果の記載はない。実証事

業のフィードバックの適切な記載（実証事業の評価）を行うよう、業務指示書の内容を改善す

る必要がある。

　なお、参考に、技術プロジェクトでインフラ整備事業を行う場合の事業実施のプロセスと留

意事項を整理したものを表－３に示す。表では案件の関係者の役割、各段階における業務・作

業事項を示している。また、リスクを軽減するためのリスク分析などは本プロジェクト研究に

とって大いに参考となる。
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　アフガニスタンでは、20年以上の長期にわたり続いた紛争により、国土が疲弊し、国民の生活が破壊

されました。2001年12月の暫定政権の発足を受け、わが国は、「アフガニスタン復興支援国際会議」の

開催国として、ドナーコミュニティの調整を行うとともに、自らも2年半で最大5億ドルの支援を表明

し、アフガニスタンの復興努力を支援してきました。

　そのなかで、国際協力事業団（JICA）の実施する緊急支援調査は、迅速かつ即効性のある支援として

重要な役割を担っており、これまで様々な分野における支援を実施してきました。この調査では、破壊

された教育施設、保健・医療施設、及び放送施設の当面の再建ニーズに応えるための緊急リハビリ事業

を実施しています。リハビリ事業の実施にあたっては、まず、復興のための教育分野及び保健・医療分

野の短期的支援計画を作成し、相手国政府や地域住民のニーズに見合った事業の実施を心掛けています。

この支援計画に基づき、リハビリ事業のほかにも、緊急無償による医薬品や機材の供与、政策を助言す

るための専門家の派遣、研修等が実施に移されています。さらに、NGOとの連携の方途についても検討

が進められています。

　緊急支援調査では、まず、短期復興計画の策定を支援します。中長期的な制度や政策の方向性を確認

しつつ、短期的な復興のために必要な投入（例：学校の配置、数、設備の内容、教員の養成等）を「短

期復興支援計画」として取りまとめます。「短期復興支援計画」の策定にあたっては、これからのアフ

ガニスタンの復興のために政府が主体となって対処すべき課題や各ドナーの取り組みについて、アフガ

ニスタン政府との共同作業や地域住民の意見の反映を最重視し、オーナーシップを尊重しています。こ

の提言を活用することにより、アフガニスタン政府の関係者が、限られた資源を計画的に活用しながら

効果的な復興を行う大きな助けになることが期待されています。

　また、調査の過程で取りまとめた正確な情報は、無償資金協力や専門家の派遣など、他のODAスキー

ムを実施するにあたっての貴重な情報を提供するなど、非常に大きな意義があるといえます。

　当然ながら、本調査の投入の1つであるリハビリ対象の選定にあたっても、客観的なデータ及び先方

政府や地域住民の要望を踏まえて総合的に決定しており、開発の効果が最大限に発揮できるように工夫

しています。

　こうした特徴に着目し、新しい分野、地域において緊急支援調査が先鞭を切って機動的な支援を行っ

ています。

　現在、紛争の被害が最も激しいとされるカブール市の南西部市街地の都市機能回復を支援するための

復興計画と、カブール市全体の公共交通システムの再構築を支援するためのバス輸送を中心とした公共

交通計画の策定についての調査を実施中です。

　これにあわせ、市の南西部において舗装がはがれ、円滑な走行が困難となっている道路（約13km）を

修復するリハビリ事業も実施する予定です。

　さらに、アフガニスタンの治安の回復に伴い、地方都市を中心として大量の帰還民・国内避難民が発

生しています。地域の受容能力には限界があるなかで、急激かつ大量の人の移動は地域の安定化の重大

な懸念要因となっています。和平の動きを本格化し、一層の平和を実現するには地方都市における復興

支援を強化する必要があります。

　そこで、緊急支援調査では紛争により破壊されたアフガニスタン第2の都市カンダハール市及びその

周辺部において社会経済面の復興及び発展を支援することを目的として、同市の再建に係る包括的な復

興プログラムを作成するとともに、教育施設、保健・医療施設等の当面の再建ニーズに応えるための緊

急リハビリ事業を実施する予定になっています。

　カンダハールでの緊急支援調査は、わが国の支援の地方展開を本格化するうえでの先鞭となるもので

あり、ここで蓄積された情報や経験は多方面での活用が期待されます。

表－２　外務省の緊急支援事業（緊急開発調査）に係る公式見解

出所：http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/chiiki/afghanistan/0208_kinkyu.html
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業
者

な
ど

か
ら

提
出

さ
れ

る
工

事
の

完
了

に
係

る
竣

工
検

査
を

行
う

。
竣
工
検
査
調
書
の
作

成 i）
基

本
情

報
（

対
象

施
設

名
、

工
事

開
始

日
、工

事
完

了
日

、業
者

名
、竣

工
検

査
日

）

表
－
３
　
事
業
実
施
の
プ
ロ
セ
ス
と
留
意
事
項

A
）プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
専

門
家

（
1）

事
前

調
査

～
案

件
立
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上
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規
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成
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件
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計

画
の

検
討
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決
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の

段
階

（
4）

工
事

の
実

施
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（

5）
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了

時
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工

後
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プ
ロ

ジ
ェ

ク
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活
動

に
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接
か
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わ

る
関

係
者

と
し

て
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イ
ン

フ
ラ

整
備

事
業
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連
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プ
ロ

セ
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に
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て
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さ
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備
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団
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収
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収
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概
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概
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①
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B
, C
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⇒
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⇒
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。
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・
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ど
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・
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・

施
工

監
理

の
実

施
体

制
）

iii
）

実
施

期
間

iv
）

積
算

内
訳

（
詳

細
設

計
費

、
建

設
・

調
達

費
、

施
工

監
理

費
、

他
）

v）
そ

の
他
（

関
係

者
と

の
覚

書
締

結
の

有
無

、
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・
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（
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②
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又
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工
事

の
状

況（
進

捗
状

況
：

設
計

図
と

工
事

現
場

・
周

辺
環

境
の

写
真

を
添

付
、
施

工
監

理
状

況
、
そ

の
他

特
記

事
項

）
C
/P
機
関
や
住
民
を
含

む
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係

者
の
み
で
施
工
の
場
合

現
地

踏
査

を
行

い
、
工

事
が

計
画

ど
お

り
に

進
捗

し
て

い
る

か
な

ど
の

確
認

を
行

い
、
工

事
進

捗
確

認
書

を
作

成
す

る
。

在
外

事
務

所
か

ら
の

報
告

、
確

認
依

頼
に

対
し

、
ア

ド
バ

イ
ス

等
を

実
施
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C
）

課
題

部

②
地

域
事

務
所

、
そ

の
他

周
辺

国
の

JI
C
A

関
係

者
か

ら
の

技
術

支
援

に
よ

り
安

全
性

に
配

慮
し

た
設

計
仕

様
・
施

工
方

法
の

確
認

や
、
契

約
の

適
正

な
履

行
に

係
る

監
督

、
検

査
な

ど
の

実
施

が
可

能
？

③
信

頼
性

の
あ

る
施

工
監

理
業

者
（

現
地

・
本

邦
）

を
雇

用
す

る
計

画
？

④
住

民
自

身
に

よ
り

工
事

を
行

う
場

合
、
安

全
性

に
配

慮
し

た
設

計
仕

様
・

施
工

方
法

が
採

用
さ

れ
る

こ
と

及
び

採
用

さ
れ

た
設

計
仕

様
・

施
工

方
法

に
基

づ
き

工
事

が
行

わ
れ

る
こ

と
を

確
認

す
る

施
工

管
理

体
制

が
整

っ
て

い
る

？

ii）
工

事
サ

イ
ト

の
立

地
条

件
等

に
問

題
は

な
い

か
①

ア
ク

セ
ス

の
悪

い
サ

イ
ト

や
多

数
の

工
事

を
広

域
で

実
施

す
る

場
合

は
、施

工
監

理
を

は
じ

め
と

す
る

工
事

の
進

捗
管

理
の

方
法

に
特

別
配

慮 ②
気

象
な

ど
の

自
然

条
件

に
影

響
を

受
け

や
す

い
場

所
で

の
工

事
は

、工
期

の
設

定
や

工
事

期
間

中
・
完

成
後

の
施

設
の

安
全

性
確

保
に

特
に

配
慮

iii
）

設
計

・
施

工
方

法
は

妥
当

か
①

先
方

政
府

が
推

奨
す

る
標

準
設

計
な

ど
が

存
在

す
る

場
合

、こ
れ

を
採

用
す

る
こ

と
は

可
能

で
あ

る
が

、図
面

な
ど

を
基

に
そ

の
安

全
性

を
十

分
確

認
す

る
②

現
地

で
通

常
行

わ
れ

て
い

る
施

工
方

法
を

採
用

す
る

こ
と

も
可

能
で

あ
る

が
、 施

設
の

安
全

性
確

保
な

ど
の

面
か

ら
そ

の
適

否
を

十
分

検
討

す
る

iv
）

工
事

資
材

の
確

保
等

に
問

題
は

な
い

か
①

工
事

サ
イ

ト
近

辺
で

、
品

質
、
価

格
、
供

給
の

面
か

ら
適

切
な

資
材

が
必

要
量

調
達

可
能

か
ど

う
か

を
確

認
す

る
②

特
に

資
材

の
品

質
に

つ
い

て
は

、 専
門

性
を

備
え

た
技

術
者

な
ど

で
な

い
と

判
別

で
き

な
い

た
め

、こ
う

し
た

人
員

の
確

保
に

つ
い

て
配

慮
v）

工
期

に
無

理
は

な
い

か
①

住
民

参
加

の
有

無
含

む
事

業
の

実
施

体
制

な
ど

を
踏

ま
え

、適
切

な
工

事
期

間
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

を
確

認
vi
）

経
費

は
適

切
か

①
現

地
で

の
他

の
類

似
工

事
の

実
績

や
諸

物
価

の
変

動
な

ど
を

考
慮

し
て

、
適

切
な

積
算

と
な

っ
て

い
る

か
を

確
認

リ
ス
ク
評
価
基
準

リ
ス

ク
（

hi
gh

）：
人

命
に

か
か

わ
る

事
故

を
引

き
起

こ
す

危
険

性
の

高
い

イ
ン

フ
ラ

（
種

類
、

規
模

、
構

造
で

判
断

）
で

あ
っ

て
、

在
外

に
お

け
る

専
門

性
（

土
木

/建
築

な
ど

）
の

不
足

に
よ

り
、
安

全
性

に
配

慮
し

た
設

計
仕

様
・
施

工
方

法
の

確
認

や
契

約
の

適
正

な
履

行
に

係
る

監
督

、検
査

な
ど

の
実

施
が

困
難

で
あ

り
課

題
部

か
ら

の
支

援
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

も
の

。
リ

ス
ク
（

lo
w
）：

人
命

に
か

か
わ

る
事

故
を

引
き

起
こ

す
危

険
性

が
低

い
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
や

在
外

事
務

所
関

係
者

に
土

木
/建

築
な

ど
の

専
門

性
を

有
す

る
人

材
が

い
る

、
地

域
支

援
事

務
所

か
ら

の
技

術
支

援
を

得
る

こ
と

が
で

き
る

、 施
工

監
理

の
た

め
の

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
を

雇
用

す
る

な
ど

に
よ

り
、 課

題
部

か
ら

の
技

術
支

援
な

し
に

、
安

全
性

に
配

慮
し

た
設

計
仕

様
・

施
工

方
法

の
確

認
や

契
約

の
適

正
な

履
行

に
係

る
監

督
、 検

査
な

ど
の

実
施

が
可

能
と

考
え

ら
れ

る
も

の
。
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C
）

課
題

部

D
）

地
域

部

イ
ン

フ
ラ

整
備

事
業

の
事

件
・

事
故

の
問

題
が

発
生

し
た

場
合

、
担

当
地

域
・
国

の
総

合
窓

口
と

し
て

問
題

解
決

の
た

め
の

対
応

を
行

う
こ

と
が

求
め

ら
れ

る
。

vi
i）

事
業

の
実

施
体

制
に

問
題

は
な

い
か

①
イ

ン
フ

ラ
整

備
の

施
工

監
理

や
施

工
を

、業
者
（

外
部

技
術

者
）
を

活
用

し
て

実
施

す
べ

き
か

、
C
/P

機
関

を
含

め
た

先
方

関
係

機
関

の
技

術
者

な
ど

を
活

用
し

て
行

う
べ

き
か

の
判

断
は

、
事

業
の

内
容

や
工

事
の

難
易

度
、
現

地
で

の
業

者
の

確
保

可
能

性
と

技
術

レ
ベ

ル
、現

地
JI
C
A

関
係

者
の

技
術

面
の

対
応

可
能

性
な

ど
を

総
合

的
に

勘
案

し
て

行
う

②
施

工
業

者
や

設
計
・
施

工
監

理
業

者
を

活
用

す
る

際
、現

地
に

信
頼

で
き

る
業

者
が

確
保

で
き

な
い

場
合

は
、
高

く
つ

い
て

も
首

都
（

近
隣

都
市

）
か

ら
信

頼
で

き
る

業
者

を
調

達
③

住
民

を
含

む
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

の
み

で
対

応
す

る
場

合
、プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

の
技

術
レ

ベ
ル

を
十

分
把

握
し

、安
全

性
の

確
保

に
問

題
の

な
い

規
模

・
内

容
に

す
る

④
現

地
業

者
等

と
施

工
監

理
契

約
書

や
工

事
契

約
書

を
締

結
す

る
場

合
、 契

約
書

に
は

以
下

の
条

項
も

記
載

す
る

・
履

行
の

監
督

又
は

検
査

、
違

約
金

、
遅

滞
金

、
　

契
約

の
解

除
、契

約
の

内
容

の
変

更
又

は
履

　
行

中
止

の
場

合
の

損
害

賠
償

、 瑕
疵

担
保

の
　

責
任

、
周

辺
住

民
な

ど
へ

の
安

全
配

慮
⑤

本
邦

か
ら

技
術

者
派

遣
を

行
う

場
合

を
含

め
て

、工
事

本
体

の
費

用
に

比
し

て
設

計
や

施
工

監
理

な
ど

の
経

費
が

大
幅

に
高

く
な

る
ケ

ー
ス

も
想

定
さ

れ
る

た
め

、
コ

ス
ト

・
パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

も
考

慮
し

て
、
適

切
な

イ
ン

プ
ッ

ト
（

外
部

技
術

者
な

ど
の

活
用

）
を

検
討

在
外
事
務
所
か
ら
の
技
術
支
援
体
制
依
頼

迅
速

か
つ

適
切

な
支

援
を

行
う
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竣
工

検
査

へ
の

立
ち

会
い

E）
裨

益
住

民

F）
先

方
実

施
機

関

G
）施

工
業

者

H
）
設

計
・
施

工
監

理
業

者

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
機

関
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

一
連

の
プ

ロ
セ

ス
に

お
い

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
専

門
家

と
と

も
に

主
体

的
な

輪
区

割
り

を
担

う
と

と
も

に
、

事
業

が
適

切
に

実
施

さ
れ

所
期

の
成

果
を

発
現

す
る

こ
と

に
対

し
て

責
任

を
負

う
。

契
約

書
に

記
載

さ
れ

た
事

項
す

べ
て

の
履

行
責

任
を

負
っ

て
お

り
、

施
工

上
の

問
題

に
起

因
す

る
事

故
や

瑕
疵

が
発

生
し

た
場

合
に

は
誠

意
を

も
っ

て
対

応
す

る
義

務
が

あ
る

。

契
約

書
に

記
載

さ
れ

た
事

項
す

べ
て

の
履

行
責

任
を

負
っ

て
お

り
、

設
計

や
施

工
監

理
上

の
問

題
に

起
因

す
る

事
故

や
瑕

疵
が

発
生

し
た

場
合

に
は

誠
意

を
も

っ
て

対
応

す
る

義
務

が
あ

る
。

出
所

：
技

術
協

力
に

お
け

る
安

全
な

イ
ン

フ
ラ

整
備

に
係

る
執

務
参

考
資

料
、

20
07

年
7
月

9
日

、
課

題
五

部
、

JI
C
A

i）
事

業
計

画
の

策
定

に
か

か
わ

る
ii）

覚
書

へ
の

署
名

i）
事

業
計

画
の

策
定

に
か

か
わ

る
ii）

覚
書

へ
の

署
名

C
/P
機
関
や
住
民
を
含

む
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係

者
の
み
で
施
工
の
場
合

工
事

の
参

加

C
/P
機
関
や
住
民
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含

む
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係

者
の
み
で
施
工
の
場
合

工
事

の
実

施

i）
契

約
に

基
づ

く
工

事
の

実
施

i）
契

約
に

基
づ

く
施

工
監

理
の

実
施
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１－２　施設建設に係る実施方法

（1）JICA 事務所契約

　実証事業の施設建設において、JICA事務所が発注者となった例が１件ある。パキスタン国ムザ

ファラバード復旧・復興計画調査のセティバーグ女子高等学校の建設は、JICAパキスタン事務所

が発注者となり、現地建設業者と工事契約を締結し、工事を行った。

　工事内容は校舎の建設（鉄筋コンクリート構造平屋建て、延床面積780m2、10教室、2実験室、

1 図書室、1 職員室及び便所）、学校運営に必要な機材の調達、校庭・排水設備・植栽造成及びア

クセス道路の改善である。工事契約金額は約 8,200 万円である。

　設計、入札図書の作成、入札の補助、入札評価の補助（入札報告書作成を含む）、契約交渉は

本格調査のコンサルタントが行った。現地競争入札（Local Competitive Bidding：LCB）ベースに

よる競争入札を行い、工事期間は 2006 年 9 月～ 2007 年 3 月の約 6 ヵ月である。施工監理は同コ

ンサルタントが行った。

　提出された施設の内容及び入札図書を、技術面で審査できる人材が JICA 事務所内にいないた

め、審査に問題を来した。

（2）コンサルタント再委託契約

　コンサルタント再委託契約は、コンサルタントが発注者となり、施工業者と工事契約を取り交

わし、工事を行う。これまで実施している緊急開発調査のなかで、1 件を除くすべての実証事業

の工事契約は、コンサルタント再委託契約で行われている。以下、業務実施契約書及びコンサル

タント等契約における現地再委託契約手続きガイドラインを基に、過去の実証事業のコンサルタ

ント再委託契約で明確にすべき事項又は改善すべき事項を指摘する。

①　実証事業の発注者責任

　実証事業の発注者責任については、業務実施契約書 13 条（損害に対する責任）では、「業

務の実施に関し発注者又は第三者が損害を受けたときは、受注者が一切の責任を負わねばな

らない。ただし、その損害が発注者の責に帰すべき理由の場合は、発注者受注者協議して発

注者の責任範囲を定める」としてある。発注者はJICA、受注者はコンサルタントに置き換え

て読む。これは再委託で工事を実施する場合にも適用されるものと判断される。したがっ

て、再委託を受けたコンサルタントは工事に責任を負うこととなる。

　しかしながら、施工の瑕疵責任など具体的な記述はされていない。このため、パキスタン

の5橋梁の実証事業では、当初の契約には瑕疵保証についての記載はなかったが、翌年の変

更特記仕様書では、「受注者は完工時に出来形確認を行い、検査合格の確認後、速やかに発

注者に報告するとともに、完成品及び完成図面を発注者に引き渡す。なお、発注者への引き

渡し後、再委託契約の補償期間内に補修が必要な事態が生じた場合は、対策並びに費用につ

いて、発注者と受注者が協議してこれを定める」という瑕疵保証に関する初めての記載を

行っている。これは引き渡し後の瑕疵保証の重要性を強く認識しているにもかかわらず、現

地施工業者の瑕疵保証の低い実行性に対する発注者責任を全うする意思表示でもある。
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②　設計変更及びそれによる金額増減

　設計変更及びそれによる金額増に関しては、同上契約書 11 条（業務内容の変更等）にお

いて、「発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して書面により業務内容を変更

し、又は業務の全部又は一部を一時中止することができる。この場合において、履行期間又

は契約金額を変更する必要があると認められるときは発注者、受注者協議して書面によりこ

れを定める。２　前項の場合において、受注者に増加費用が生じ、又は受注者が損害を受け

たときは、発注者はその費用を負担し、又はその損害を賠償しなければならない。負担額及

び賠償額は、発注者、受注者協議して定める。ただし、発注者は、発注者の予見の有無を問

わず、特別の事情から生じた費用、損害、受注者の遺失利益及び第三者からの損害賠償請求

に基づく損害については責任を負わないものとする。３　監督職員等は、第7条第2項の規

定により契約金額を減額若しくは増額すべき場合において、その額が監督・検査取扱要領に

定めた金額の範囲であるときは、前項の書面に代えて監督・検査取扱要領に定めた打合簿を

もって契約金額の減額若しくは増額を行うことができる」とある。

　この条項は、コンサルタントから要求された設計変更及び金額の増減について、JICAが承

認した場合に適用できるものと判断される。特に、毎月の領収書添付の請求書を査収して支

払う BQ 清算方式（Bill of Quantities：数量調書）では、金額の増減は必ず生じる。BQ 清算

方式を採用する場合、BQは入札時に入札図書の一部となる。BQの形式は、詳細な工種（こ

れら工種の概略仕様が表の中で示されている）ごとに数量及び単価を記載する一覧表であ

り、総計が工事総額となる。入札者はこの BQ 表に値入れし、この値入れした BQ で入札評

価が行われる。なお、落札者の BQ は契約書の一部となる。通常、設計変更、出来高査定に

も使用される。実証事業ではBQ清算方式を採用しているケースが多い。さらに設計変更が

加わると、金額は大きく変わってくる。緊急ゆえに短期間に迅速な調査を行うため、設計変

更とそれに伴う金額変更に対しては、柔軟に対応できることが必要である。

　これに対して、コンサルタント等契約における現地再委託契約手続きガイドライン（2006

年 6月）の「第2部 2（2）1）仕様書の決定、現地再委託先選定及び現地再委託契約の締結」

では、「現地再委託契約締結後の契約金額の変更は原則認められません。なお、現地再委託

契約履行中に、自然災害など予測困難な事態が発生し、当初の現地再委託業務を大きく変更

せざるを得ない場合は、速やかに JICA に報告・相談をお願いします。双方にて協議を行い

契約変更等の対応を行うことと致します」と記載している。「自然災害など予測困難な事態

が発生し、当初の現地再委託業務を大きく変更せざるを得ない場合」の事項について、柔軟

な運用を図ることが必要である。

③　入札の簡略化

　同上ガイドライン第 2 部 2（2）3）現地再委託先の選定のための手順には、「JICA では、

500 万円以上の物品や役務等の調達は競争入札を原則としていることから、500 万円以上の

現地再委託業務を発注するにあたっては、JICA の会計規程に準じ、可能な限り入札の手続

きを行うこととしています。しかしながら、国によって商習慣が異なること等を考慮し、海

外での契約については、競争入札に拠らず、複数の現地業者からの見積書を徴収し、価格比

較を行い、契約相手方を選定することも可能です」と記載されている。さらに選定手順の説

明において、複数者からの見積書徴取による価格比較の場合、「⑥複数者からの見積書の取
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付けが困難な場合は、カウンターパート機関や JICA 事務所にも問い合わせを行い、現地業

者の紹介を依頼してください。それでも限られた期間内に複数者からの見積書の取付けが困

難な場合においては、特命随意契約（＝ 1 社からの見積書の取付けで契約する方法）を行う

ことも例外的に可能です。ただし、その場合はそれに至る経緯・理由について、監督職員に

提出する現地再委託契約に係る報告書の中で明確に記載するようにしてください」との記載

がある。これら事項から判断して、実証事業の短期間内で入札者を探すことが極めて困難な

場合には、複数業者からの見積書比較で施工業者を選定することが可能であり、状況に応じ

た柔軟な運用が望まれる。

④　再委託費の負担の軽減

　同上契約書 19 条（前払金）では、「前払いの対象となる経費は直接費に限るものとし、契

約金額の10分の4相当金額を限度とする」となっている。直接費である再委託費（工事費）

がこの限度額をはるかに超えると、コンサルタントへの金銭的負担は大きい。再委託費がこ

の限度額よりはるかに高い場合は、この条項の料率を上げることを検討する必要がある。な

お、スーダンの河川港の案件では特記仕様書に部分払い条項を以下のように追加して対応し

ている。

（部分払）

　第21条　受注者は、業務の完了前に性質上可分である業務が完了したときは、当該部

分に対する契約金相当額（以下「契約金相当額」という。）の 10 分の 9以内の額につい

て、次項以下に定めるところにより部分払を請求することができる。ただし、この請求

は、履行期間中 2 回を超えることができない。

２　受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ発注者に対して、成果品

のうち当該部分のもの並びに契約金相当額の支出に係る証拠書類一式を添付した精算報

告書を提出のうえ、当該部分の検査を書面により求めなければならない。この場合にお

いて、発注者は、当該書面を受理した日から10日以内に、その確認をするための検査を

行い、その結果を書面により受注者に通知しなければならない。

３　受注者は、前項の規定による確認があったときは、書面により部分払を請求するこ

とができる。この場合においては、発注者は、当該請求のあった日から起算して30日以

内に部分払金を支払わなければならない。

４　部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において、第1項の契約金相当

額は、発注者、受注者協議して定める。

　部分払金の額 ≦ 第 1 項の契約金相当額 ×［9/10 × 前払金額 / 契約金額］

５　第3項の規定による部分払金の支払があったのち、受注者が再度部分払を請求する

場合においては、第1項及び第4項中「契約金相当額」とあるのは、「契約金相当額から、

既に部分払の対象となった契約金相当額を控除した額」とするものとする。

６　なお今年度の部分払に係る成果品は「第5条　成果品　キ　緊急整備事業レポート」

とし、提出期限は平成 19 年 10 月 31 日とする。
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１－３　契約書における瑕疵担保責任 /瑕疵保証、履行保証、前払保証、支払い、工事中断の際

　　　　の取極めの実績

　入札図書は入札指示書（Instructions to Tenderers）、一般条件書（General Conditions）、工事契

約書（案）（Draf t  Cons t ruc t ion  Cont rac t）、図面（Drawings）及び技術仕様書（Technica l

Specifications）から成っている。

　工事契約書 / 一般条件書には、支払い方式（ランプサム方式、又は、BQ 清算方式）、支払い回

数（前途金・中間金・残金支払い、又は、清算後月払い）、瑕疵期間、保証（前途金、瑕疵保証、

保留金）、及び保険（車両、労働者）が記載されている。なお、実証事業の工事契約書/一般条件

書は、各コンサルタントが無償資金協力の建設工事の契約書式、又は、FIDICの建設工事の契約

書式を変更して活用している。

　ブルンジ国ブジュンブラ市都市交通改善計画緊急開発調査の都市内道路舗装工事の例を示す。

工事契約書 / 一般条件書は無償協力事業の書式を変更したものである。支払い方式は BQ 清算方

式、支払い回数は清算後の月払い、保証は前途金が初期動員（mobilization）相当額、履行保証が

契約金の10％であり、保険は車両及び建設労働者に対してかけることとなっている。施工中の瑕

疵は施工業者が負うことになっている。設計瑕疵は契約書の中で一切触れていない。瑕疵期間を

とらなかった理由は、入札業者が見つからず、入札が遅れてマスタープラン調査と実証事業の完

了時期が重なり、事業の実効性をフィードバックできなくなったことによる時間的問題である。

ブルンジを含むその他の案件の契約内容は表－４に示す。

緊急開発調査名

アフガニスタン国カ

ブール市緊急復興支

援調査（市南西部復

興計画及び公共交通

計画）（緊急リハビ

リ事業）

スーダン国ジュバ市

内・近郊地域緊急生

活基盤整備計画調査

アフガニスタン国マ

ザリシャリフ市復興

支援調査

パキスタン国全国総

合交通網計画調査

ブルンジ国ブジュン

ブラ市都市交通改善

計画緊急開発調査

実証事業の
工事内容

市内道路

河川港とアク

セス道路

市内道路2路

線と5つの初

等中等学校

5つの橋梁

都市内道路

契約書の
一般条件書

不　明

無償協力事業

の書式を変更

不　明

FIDICの書式

を変更

無償協力事業

の書式を変更

支払い方式

前途金は建設機器搬入

後に契約金額の15％、

20％ごとの出来高払

い、保留金は5％（仮完

工証明書発行後1ヵ月

後）

ランプサム方式、前途

金が契約金額の 40％

と残金は残りの60％

前途金の設定なし、

BQ による月別出来高

払い

前途金は契約金額の

20％、出来高払い、保

留金あり

前途金は初期動員費相

当額、BQ 方式の出来

高払い

履行保証

不　明

不　明

（insurance of

the work ?）

不　明

契約金額の

10％

契約金額の

10％

瑕疵期間

6ヵ月（仮完

工証明書発

行後）

12ヵ月

不　明

365日

な　し

表－４　実証事業の契約内容

出所：各案件の最終報告書など
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　無償資金協力事業の業者契約書フォームを実証事業用に変更した契約書で、支払い方式がラン

プサム方式とBQ方式の事例を示す。ランプサム方式の例としてスーダン国ジュバ市の河川港を、

BQ方式の例としてブルンジ国ブジュンブラ市の都市内道路舗装整備を、無償資金協力事業フォー

ムの項目と対比して示す（表－５参照）。

　ブルンジ国ブジュンブラ市の都市内道路舗装整備は、翌債（翌年度にわたる債務負担）が適用

された。通常、平成18年度予算で19年度の事業を実施するため、施設の変更及び予算の上下変

動は一切許されないが、価格変動は道路延長の数量調整で対応できるため、BQ方式の採用を行っ

た。スーダン国ジュバ市の河川港は通常予算不可能であり、ランプサム方式であるが予算執行に

柔軟に対応した例である。
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表－５　無償資金協力の業者契約書フォームを変更した実証事業用工事契約書例

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

無償資金協力の業者契約フォーム

スーダン国ジュバ市内・
近郊地域緊急生活基盤整
備計画調査（河川港整備
及び給水プロジェクト）

ブルンジ国ブジュンブラ市都
市交通改善計画緊急開発調査

（都市内道路舗装）

契約支払い方式

Definitions

Basis of Contract

Scope of Work

Period of Execution of Work

Shipment and Packing

Country of Origin

Remuneration

Payment

Client’s Responsibilities

Contractor’s Obligations

Inspection and Delivery

Warranty against Defects

Performance Security

Advance Payment Security

Assignment and Subletting

Force Majeure

Applicable Law

Disputes and Arbitration

Language and Measurement

System

Amendment and Modification

Verification of Contract

Early Termination

Patents, Trademarks and

Copyrights

Interpretation

Entire Agreement

Notice

ランプサム方式

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

ランプサム方式

●

●

●Contract Price

●

●

●

●

●

●

●Disputes

●

●

●

●

●

●Representation and

Warranties

●

BQ方式

●

●Commencement and

Completion of the Services

● Liquidated Damages for Delay

● Cost of the Services

●Method of Payment

● Obligations

● Income Tax and Other

Taxes and Duties

● Representatives and Manner

of Execution

● Inspection of the Work

● Insurance

●Defect Liability (Not

applicable)

● Obligations

●Obligations

●

●

●Disputes

● Language

●Alteration of the Services

● Termination of the Services

● Representation and

Warranties

● Notice and Correspondence

● Security Guards

No.

凡例：●：該当する
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　なお、スーダン国ジュバ市の河川港整備の契約にはConditions of Contract（一般条件書と同じ）

を含んでいる。同一般条件書の項目は以下の 30 項目である。

・General

・Financial Source

・Consultant

・Tax Exemption Privilege

・Visa

・Lump Sum Price

・Construction Program and Schedule

・Possession of Site (s)

・Entrusting or Subcontracting as a Whole

・Assignment, etc. of Rights and Obligations

・Consultant’s Activities

・Project Representative and Engineer- in-Charge, etc.

・Disagreement between the Consultant and the Contractor

・Construction Materials and Equipment

・Attendance at Work

・Doubts as to Drawings and Specifications

・Care of the Work

・Work not in Compliance with the Contract

・Prevention of Damage and Accidents

・Damage to Third Party

・Insurance of the Work

・Insurance against Accident or Injury to Workmen

・Extension of Time for Completion

・Consultant’s Right to Suspend Work or Terminate Contract

・Contractor’s Right to Suspend Work or Terminate Contract

・Completion and Inspection

・Partial Use

・Supplementary Provisions

・Import and Re-export of plant

・Intellectual Property
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２．関係コンサルタントへの聞き取り調査結果

　コンサルタント（緊急開発調査の実証事業を経験した日本技術開発、日本工営及び片平エンジ

ニアリングインターナショナルの3社）及びJICA職員（社会開発部の緊急開発調査担当者、無償

資金協力部国際協力専門員）に、緊急開発調査の実証事業について聞き取り調査を実施した。聞

き取り調査は、自由な意見を出してもらうため、各部又は各社個別に行った。聞き取り調査結果

を集約したものを以下に示す。

（1）FIDIC の契約方式を実証事業で使用するうえでの問題・課題

　国際コンサルティング･エンジニヤ連盟（Federation Internationale des Ingenieurs-Conseils：

FIDIC）の建設工事の契約条件書によると、発注者、コンサルタント（FIDIC ではエンジニヤ

と称する）及び施工業者（FIDIC では請負者と称する）の関係は独立したものである。

　FIDIC の契約方式で工事を行う場合、発注者としての JICA は施工業者から直接クレームを

受けることとなる。現在の JICA には、このクレーム処理を含めた発注者責任の能力が十分で

はない。すなわち、コンサルタントが設計し作成した図面・仕様書や積算の内容を JICA 内で

審査できる体制となっていない。無償資金協力事業では、建設サイトの確保及び建設に係る各

種許認可の発注者責任の一部を、相手国政府に受け持たせている。なお、発注者は、設計瑕疵

に対しては設計保険、施工中の瑕疵に対しては履行保証、そして瑕疵期間に対してはメンテナ

ンス保証をつけることによって、金銭面の発注者責任（リスク）を回避することができる。設

計瑕疵については、契約書には一切ふれない。設計責任は問わないこととなっている。

　JICA の発注者能力の一部である技術審査能力を強化するには、第三者設計照査の採用や

JICA 内部に設計に関して審査ができるプール人材制度を設ける必要がある。

　コンサルタントは、施工業者からの発注者への技術面・契約面のクレームを調停する役割を

受け持つ。コンサルタントは施工監理時には総括のほかに、工事、品質及びクレームの各々の

担当者を必要とする。施工業者のレベルにもよるが、品質については施工業者に任せることも

一案である。

（2）現行の契約（コンサルタント再委託契約）方式における問題・課題

①　JICA 側の問題

　発注者である JICA はコンサルタントと委託契約を結び、コンサルタントが再委託先とな

る施工業者と契約して工事を実施する方式で、ほとんどの実証事業はこの形式で行われてい

る。施工中の瑕疵が発見された場合は、施工業者が補償責任を負うこととなる。無償資金協

力では、土地問題などの調停や建設に係る許認可を相手国の役割として負担させている。

　一方、緊急開発調査では、S/Wにおける実証事業の相手側負担事項に係る取極めをしてい

ないため、これらの調停業務等はコンサルタントが負担している場合が多い。また、コンサ

ルタントが作成した図面や設計変更内容について審査できる要員がいないため、例えばパキ

スタンの5橋復旧の案件では、斜面保護工事の設計変更の意思決定に半年もの時間を費やし

た。このように、JICAは発注者能力が十分ではない。JICAの発注者責任を部分的に負担し

ているコンサルタントの負荷は大きく、実施しているコンサルタントはこの改善を強く要望

している。JICA は、この状態を早急に改善する必要がある。
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②　コンサルタント側の問題

　緊急性を優先する緊急開発調査の実証事業であるが、再委託契約で行う場合は、JICAの再

委託ガイドラインに従う必要がある。そのため、3 社入札が必要となるが、平和構築復興支

援国では、担当コンサルタントは、関心をもつ施工業者が極めて限られるため、施工業者を

複数社確保することに大変な労力を割かれており、入札候補者を探し始めてから入札までに

最低でも1ヵ月の長期間を要する。特に、支援実施の緊急性が高い災害復旧国の場合は、ス

ピードを最優先する必要があることから、随意契約を適用する可能性を検討することも望ま

れる。

　以上のことから、関心をもつ施工業者が極めて限られる平和構築復興支援国及びスピード

を最優先すべき災害復旧国では、JICA再委託ガイドラインの柔軟な運用、あるいは例外的な

対応により、説明責任を十分果たせる資料を提示するなど条件付きで3社入札を必ずしも義

務づけない対応の検討が必要である。

a） 調停業務に対する報酬考慮

　建設用地確保などの、無償資金協力でいう相手国負担事項は、JICAとコンサルタン

トの契約には含まれていないが、JICAと相手国政府で事前に確認合意していることが

少ないため、コンサルタントがリスクを負っているケースがある。このように、通常

の無償資金協力や開発調査の業務に比べ、リスクが高く、当初予測できないことが

多々発生する緊急開発調査における実証事業においては、契約書に明記されていない

業務や相手国負担事項が、コンサルタントや施工業者によって、ボランタリーに、あ

るいは費用負担が生じる場合は一時的な立て替えにより対応されている。こうした業

務は、本来は相手国政府あるいは JICA の責任下にあり、対処されるべきところであ

るが、スピードを優先すること、相手国のキャパシティが脆弱であること、JICA事務

所から現場が離れているため、JICA による対応が困難であることが多い。

　このため、実態はコンサルタント及び施工業者がボランタリーに、あるいは一時的

な経費負担により対応している業務を、契約において正式に含める、つまり、本来無

償資金協力で相手国負担としている事項について、一部日本側の負担事項として取り

込むことを視野に入れて調査及び実証事業を計画することが必要である。なお、契約

支払い方式が BQ方式の場合には、積算士（Quantity Surveyor：QS）の追加が望まし

いが、日本からの調達に限らず、現地コンサルタントの活用も視野に入れて対応する

ことが肝要である。

b） 十分な建設事情調査

　短期間での調査で施工計画を策定するため、工事に入ってから品質及び数量ともに

仕様に適合した資材の調達が困難であるという報告が多い。厳しい状況のなかで、最

善の調達ができるように、事前調査において十分な建設事情調査を行うべきとの指摘

は可能である。

　他方で、相手国負担事項を厳密に求めること、事前調査で十分な調達事情を確認す

ることは、スピードを最優先する緊急開発調査の基本方針に反する面もあるため、調

査の実施においては、バランス及び柔軟な対応が重要となる。いずれにしても、精度
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が高くない事前調査結果を踏まえての本格調査の着手及び入札となるので、実証事業

開始後の建設単価の見直し及び工事数量の変更等の施工中の設計変更は、実証事業の

工事を行ううえで、必ず発生することと認識して調査に臨むべきである。

c） JICA 報告の簡略化

　コンサルタントは施工業者と協議しながら工事を進めていくが、工事の過程で設計

変更も含まれることがある。設計変更に際しては、現在、JICA 報告にあたっての

フォーマット等は定められていない。本プロジェクト研究では、硬直化を防ぎ、柔軟

性を確保することを優先するために、これら設計変更報告のためのフォーマット等は

定めずに、個々の案件で対応すべきと考えるが、JICA への報告が負担とならないこ

と、JICA の認証に時間がかからないことが求められる。

d） コンサルタントへの支払い条件の改善

　コンサルタント業務実施契約金額に占める再委託契約金額が極めて大きい場合は、

コンサルタントの資金繰りに大きな負担をかける。したがって、支払い条件（前途金

の割合や部分払いなど）を決めておくなど、コンサルタントへの負担を軽減する必要

がある。

e） 所有権の明確化

　実証事業の工事中に施設が破損したときの責任は、施工業者が負うものであるが、

最終的には JICA にも波及する。完成して引き渡し後に破損した場合は、相手国政府

の責任となる。引き渡しの際に、使用上の注意事項を明確に伝えるとともに、このよ

うな場合の先方の了解を取り付けておくことが必要である。なお、JICAと相手国政府

との間では、完成施設の引き渡しの取極めがなされていないことが多く、相手国政府

が引き渡しに応じない可能性もある。したがって、S/Wに施設の所有者及び責任の所

在を明確に記載するなどが必要である。

　また、国によっては、施工業者に補償能力がない場合があり得るが、実証事業着手

前に十分調査する必要がある。銀行保証を受けられない施工業者しか応札候補者とし

て確保できない場合は、瑕疵保証が必要でない程度の工種に実証事業を限定する等の

工夫が必要である。

（3）緊急開発調査のなかにおける実証事業の目的

　実証事業は開発調査の成果を達成するため、調査団が提案した方法論を確認し、その過程の

なかで発見した不都合を報告書にフィードバックするものである。しかし、パキスタンの橋梁

案件は、この目的から外れて、災害復旧に目的を置いた建設事業であった。

　ある国のカウンターパートは、開発調査そのものにあまり興味を示さず、実証事業に関心が

集中している。開発調査は従で、実証事業が主となっており、主客転倒している。これを是正

する方法を検討する必要がある。
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（4） リスクの軽減

　実証事業の対象は、リスクの低いものを選定する必要がある。選定には、規模、場所、内容

でリスク負担増に歯止めをかける。つまり、発注者責任の未確認事項をリストアップして、ネ

ガティブチェックの枠内に収まるものを選定することが重要である（表－６参照）。

　一方、リスクに屈せず、追加費用の柔軟な対応など運用上のやりくりで、日本のプレゼンス

を示す案件にチャレンジしたスーダンの例もある。なお、この案件は土地問題の対応におい

て、法治国家としてのデモンストレーションを、政府が現地住民に示したという副次的効果も

大きかった。

　したがって、危険地域を対象としている場合には、リスクの高いサイト（又は案件）のほか

にリスクの低いサイト（又は案件）を選定することで、事業実施リスクの分散を図ることは極

めて実際的な事業実施手法のひとつである。さらに、この意思決定が組織的に行われることが

重要である。

　緊急開発調査において、パイロット事業（実証事業）を行う根拠が技術協力によって位置づ

けられるのであれば、パイロット事業の成果はものをつくるのではなく、キャパシティ・ディ

ベロップメントの要素が含まれるべきである。ネガティブチェックによってスクリーニングさ

れたものは、建設するだけの価値にとどまり、スーダンの河川港のようなキャパシティ・ディ

ベロップメントの要素は少なくなる。リスクの低いものだけを選んで実施するのなら、無償資

金協力事業で実施すればよい。脆弱な国家への大きな貢献として、制度の定着は、大きな環境

整備となる。インフラ整備のみならず、実施体制の強化のキャパシティ・ディベロップメント

が行われるパイロット事業を選定することは、技術協力機関として行うべきことである。
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（5）実証事業の品質レベル

　実証事業で建設される施設の品質レベルは、現地関係者、特に、在外公館や現地 JICA から

は、無償資金協力レベルの品質を求められるが、無償と同じレベルにする必要はない。した

がって、JICAの指示書における実証事業で建設される施設の品質規定方法を検討する必要があ

る。

　品質レベルの表示を耐用年数とすると、道路の舗装は耐用年数の計算が可能であるが、構造

物はその計算が難しいので適格でない。使用年数としては 3 ～ 5 年間もてばよいと考えられ

る。現況復旧とした場合、国によっては大きな差がある。道路復旧を例にとると、旧ソ連時代

に建設されたアフガニスタンの道路は、厚い舗装のかなり高規格なものであるが、モザンビー

クでは土道路であり、注意が必要である。施設は形が残り、継続的に使用され、引き渡し後も

リスクを感じるものである。したがって、瑕疵期間については、緊急性とは別の観点に立ち、

JICA 側で確実に対応できる体制にする必要がある。

　パイロット事業（実証事業）は定着への移行期間に行われるものである。したがって、単に

仮設の施設でよいわけではない。災害復興時の道路工事を例にとれば、骨材採取地の制約によ

り、骨材の価格高騰や他の採取地などの貴重な情報を収集整理することによって、実施体制の

データ収集開示能力が向上し、道路工事の大規模展開への見極めが行われる。

（6）相手国責任事項

　相手国負担事項として重要な項目は、免税（第三国者も免税扱いとする必要がある）、土地

不法占拠者移転、環境配慮である。なお、実証事業は日本国の無償で行う建設事業のため、施

工業者は日本及び現地業者を基本とする。しかしながら、日本業者の参加意思を得ることがで

きず、かつ現地業者の能力では対応できない場合、第三国の業者を使用せざるを得ない場合が

ある。このため、第三国者の免税扱いが必要となる。

（7）緊急開発調査実証事業のあるべき姿

　緊急開発調査における実証事業での JICA のあるべき姿は、以下のように 2 通り示された。

　なお、2 通りの案に共通して導入するものには、BQ 清算方式と第三者審査がある。

　発展途上国における施工業者への支払い方式には、ランプサム（総価）清算では手抜き工事

の発生が高いことに比べて、領収書添付で透明性が高く、かつ数量の増減が明確であるBQ 清

算方式が適している。ただし、インフレ基調にあるなかで、価格の変更なしで BQ 清算を行う

場合、物価上昇に追いつかずに工期延長となるか、契約金額を使い切ったことから数量減（つ

まり規模縮小又は仕様低下）になることを認識する必要がある。なお、BQ 清算はその業務量

が多いので、BQ 清算のための積算士（Quantity Surveyor：QS）要員を追加する必要がある。

　第三者審査は、技術スタッフを内部に抱えていない JICA に代わって、第三者がコンサルタ

ントから提出される設計図など、技術面を審査することである。

①　JICA は発注者とならない

　JICAはコンサルタントに委託契約をし、発注者責任の一部をコンサルタントに負担し

てもらう。実証事業に関してコンサルタントが担う役割は、調査、設計、入札図書作成、

入札から工事契約までの補助、施工監理、第三者審査及び再委託契約による工事である。
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　このため、JICAはコンサルタントに対して、要員アサインの柔軟性、要員増又は報酬

面のアップ、設計変更及び工事予備費の承認、工事に係る各種保険料の付加、3 社入札

の廃止又は簡便化、数量・金額調整に柔軟性をもてるBQ清算権限及びJICA報告への簡

略化など、現行方式の大幅な改善が必要となる。

　なお、短期間に実証事業の調査から事業完了までを行うための契約方式には、デザイ

ンアンドビルド（Design-Build）も適用できる。デザインアンドビルドとは設計と施工

を1つの会社・団体・グループに発注する方式である。この建設契約方式では、コンサ

ルタントが基本図を作成し、施工業者が詳細図（施工図）を作り、コンサルタントがそ

れを審査し、BQ 清算方式で工事を進めていく。つまり、施工をしながら設計を詰めて

いく必要がある緊急時の迅速な工事の場合には適している。デザインアンドビルドの利

点は、工程を短縮し、調達にかかわる手間を減らせることである。設計と施工に関する

責任を1つに負わせることができる。一方、欠点として、どの応札者も設計確定前であ

るので、予備費を多く見積る、すなわち事業費が高くなる傾向がある。デザインアンド

ビルド方式は、比較的能力の高い施工業者が調達できる国では適している。国又は施設

内容によっては、デザインアンドビルド方式の実証事業への導入は検討に値する。

②　JICA が発注者となる

　JICAはコンサルタントと業務実施契約を取り交わし、施工業者と工事契約をBQ清算

方式で取り交わす。コンサルタントが担う実証事業の役割は、上記①のなかで委託契約

による工事を除いたすべての業務である。施工監理時には発注者側に立ち、BQ 支払い

に必要な技術サービスを提供する。

　ただし、JICAが施工業者と直接、工事契約を結ぶことが、独立行政法人国際協力機構

法（機構法）上可能であることを明らかにしておく必要がある。

　JICA関係者及びコンサルタントへの聞き取り調査の議事録を、次ページ以降に添付す

る。
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議事録

社会開発部第二グループ都市地域開発・復興支援チーム

担当者　室岡直道（ex:5198）

議題：緊急開発調査における実証事業に係るあり方【プロジェクト研究】に関する意見交換

日時・場所：2007 年 10 月 24 日（水）10:00 ～ 11:30　JICA 本部 7A 会議室

主たる出席者（敬称略）：

　井上専門員、堀米専門員、福若専門員

　社会開発部都市地域開発・平和構築第 2T：菅野 T 長、室岡（担当）、長澤

　委託コンサルタント：杉山（株式会社シーズ・インターナショナル）

内容：プロジェクト研究の内容を説明後、意見交換を行った。

　具体的に、過去の事例で起こった問題を分類する必要があるのではないか。

　無償事業は歴史があり、制度がしっかりとしている。緊急開発調査において、無償同様の制度

を構築しようとするのは「緊急」の意味がなくなるのではないか。緊急であるがゆえに、前もっ

て決められないという特性もある。緊急で迅速に動くためには、お金もかかってしまうという前

提を認識しなければならない。コンサルタントも納得して契約できるだけの金額で契約するのも

重要ではないか。それだけ迅速に対応するためにはお金がかかるというのが前提である。緊急に

おける契約とは、無償資金協力の契約とは違い、費用の考え方はCost+Fee方式で実施すべきであ

る。そうすることによって、現場に対して柔軟な対応が可能になるはずでる。（堀米）

　従来の指名競争入札制度からPFI、CMといった契約方法、公共事業の実施方式の多様化が国交

省で進み、契約方法に関するリスクの分析が行われている。国交省は2000年ごろから発注者責任

に関する懇談会を設置し、それに関する議論が行われている。おそらく、そこでなされた議論で、

今回のプロジェクト研究に役に立つものも含まれているのではないか。国交省のHPに報告書が

あると思うので参考にしていただければと思う。（福若）

　無償資金援助事業ではコントラクターは日本の業者であり、信頼がおけるが、緊急開発調査、

コミュニティー開発支援無償においては、全くこれまで付き合いのないローカルコントラクター、

第三国コントラクターが契約する場合もある。その場合、その事業を管理するために、多くの契

約条項にて管理することが求められる。その作業量は膨大なものである。しかし、その管理を

しっかり行い、リスクをしっかり管理しようとすると、いわゆる「緊急性」に見合うように迅速

に業務を遂行するのは無理である。やはりCost+Feeというような考え方が妥当ではないか。コン

サルタントが負うべき責任としては、設計の瑕疵程度の責任しか負えないだろう。コンサルタン

トは、基本的には工事を請け負うには無理がある。工事に失敗したときに、その補償が可能なコ

ンサルタントは数えるくらいしか存在しない。（井上）

　緊急の場合の契約に関しては、やはりCost+Feeという考え方がいいと思うが、責任はJICAが

とるべきではないのか。予算はプラスマイナス20％程度をつけるのが妥当ではないか。現地の状
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況の変化に迅速に対応するためには、JICA現地事務所が判断すべきであり、本部と協議していた

のでは遅くなってしまう。緊急というからには、JICAは多少のリスクを冒してでもやろうという

姿勢が大事なのではいか。（堀米）

　緊急性の高いものは、不確定要素が多いのは仕方がないことである。ガチガチの契約では対応

ができない。不確定要素が多いから問題が起こるのは仕方がない。問題は、事が起こったときに、

訴訟が起きたときに、組織的に対応できる体制にあるのかどうかである。JICAはまだそのような

事態に対応できる体制にはないのが現状である。（福若）

　ただ、Cost+Fee という考え方になるとコンサルタントが大きな権限をもつことになるが、瑕疵

検査は JICA 側でしっかりできる体制が必要である。ただ、対象構造物の特性を考えて瑕疵期間

は設定するべきではないか。またそれは緊急性の議論とは別の話である。（堀米）

　日本の災害後の復興の工事でも、応急工事と恒久工事の2種類がある。緊急開発調査の場合に

おいても、どのグレードのものを求めるのか、どの期間耐え得るものを求めるかで分類するのも

ひとつの案である。瑕疵検査の扱いは、現地に行くのが無理なら第三者機関に任せてもよいので

ないか。（福若）

　緊急開発調査とあるが、手続き面から見るとわれわれの感覚としては無償と同じである。とい

うのは図面を書いて、コストを積算して、公示し、入札に至っている。これは無償と同じ手続き

を踏んでいるからである。「緊急」という観点から考えると、現在の緊急開発調査の契約の方法

と、あるべき契約方法とではどこが違うのか？（菅野）

　復旧のためにA 点からB 点に道路を引くと仮定すると、予算は概算のみで「AB 間に砂利道路

を造る」というように大雑把に発注をかける。で、Cost+Feeの考え方で実行するべき。作業を進

めながら、工事のプロセスごとに段階的に発注するというやり方もある。日本の復旧工事にも

「災害復旧単価」というものがあり、指示書は「ここからここまでの道路を復旧してください」と

いうようなものである。単価は高い。それが緊急というものである。（福若）

　緊急の考え方だが、一般のそれと、JICA のそれでは、ずれているのではないか。（堀米）

　緊急開発調査は 2 種類ある、1 つは災害復興の緊急開発調査、もう 1 つは紛争復興のそれであ

る。この2種類では「緊急」の意味合いが違う。特に紛争後はいつまでにやらないといけないと

いう期限があるわけではなく、平和の配当を、迅速に日本が援助することによって感じられると

いうものである。（菅野）

　災害復興の場合の緊急のあり方だが、紛争の場合よりも緊急性が高いので、スピード最優先で

仮設住宅、道路、水道等を造れればいいと思う。その場合、コストは度外視である。（福若）

　災害で時間との勝負の場合は、スピード重視でコントラクターも随意契約でいいのではないか。お金
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はある程度用意し、途中で計画が変更しても対応できるようにしておくべきではないか。（堀米）

　万能の契約形態というものはない。契約の形態を何種類か準備しておいて、緊急性、リスク、

求める効果によって異なった契約をしていくのもいいのでは。リスクを管理しようとすれば、ス

ピードが落ちるのは当然である。緊急性を重視し、リスクをとろうとすれば、それなりのお金が

かかるのはしかたがない。（福若）

　緊急性が低い場合で、かつローカルコントラクターを使う場合は、時間をかけて契約上でがっ

ちり固めないと、あとでトラブルの元になるおそれがある。Cost+Feeの場合は緊急なので別で、

トラブルを防ぐために多額の資金を積んでいる。（井上）

　FIDICも発注制度を柔軟にし、いろいろな規模によって契約形態を変えている。無償は紛争が起

きることを前提としていないが、FIDICの場合は紛争が起きることを前提につくっている。（福若）

　コントラクターの役割をコンサルタントが担わなければならないのは、コンサルタントにとっ

ては負担である。（井上）

　無償がいろいろな国際援助機関からの圧力でタイドをやめた場合、日本の業者以外の他国の業

者が工事を受注し、様々な場所で工事がストップしてしまうのは目に見えている。（堀米）　

　契約の紛争処理などは当たり前なのだが、とても否定的に受けとめられてしまう風習が日本に

はある。（福若）

　現段階で、緊急開発調査で深刻な問題は発生していない。それはコンサルタントが問題を飲ん

でいる場合が多いからである。リスクを、コンサルタントがとってしまっていることが問題なの

である。このまま、このやり方を続けると、いつか問題が顕在化してしまうのではないかという

おそれがある。（菅野）

　FIDIC的な方法、Cost+FeeやCMといったやり方をつくったとして、その方法をマネージメン

トできる日本のコンサルタントは限られてくるのではないか。コンサルタントの問題として、ア

ビトレーション、紛争の仲裁ができるようなコンサルタントは、大手の一部のみである。制度は

いいが、使える人がいないというのでは本末転倒になってしまう。（福若）

　JICAが直接契約するのと、コンサルタントが契約する2つの方法がある。災害復興の緊急と、

紛争後の緊急で、契約はどのようにすべきなのか意見を頂きたい。（菅野）

　JICAの直接契約は無理ではないか、直轄事業ができるような人材、能力が整っている体制では

ない。事業ができる体制やサービスを買うしかない。（福若）

　JICA の直接契約と再委託契約を比較した場合、その違いをどう考えているか？（菅野）
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　再委託の場合、どこまで JICA がリスクを分担するのかが問題である。直接契約の場合は責任

の所在ははっきりしている。（福若）

　コンサルタントの視点では、役務提供契約よりは再委託契約の方が業務の裁量も大きく、やり

やすいのではないか。（堀米）

　パキスタン事務所が直接、ローカルコントラクターと契約した例があるが、コントラクターが

韓国の業者で予算が足りなくなり、予算を積み増した例がある。（菅野）

　そのような事例はその後、会計検査院に指摘されるおそれがある。（福若）

　コンサルタントと契約して、コンサルタントが発注し、責任はコンサルタントにとって頂くと

いうのが基本的な流れではないか。再委託先に問題があるから、JICAが直接契約するというのは

いかがと思う。（堀米）

　調達部が、大規模な再委託を嫌がる理由は、コンサルタントの倒産が起きた場合のリスクを恐

れているようである。銀行保証をとっているから本来大丈夫なはずである。再委託の場合、その

規模が大きくなったとしても、リスクが大きくなるだけで受注したコンサルタントにはあまり利

益がないのが実態である。発注者が JICA であれば信頼できるが、コンサルタントであれば不安

であるから、JICA の保証を入れてくれというゼネコンもいた。（菅野）

　アフリカには地元のライセンスをもっている中国の業者がいる。彼らの仕事は安いが、質に問

題がある。そのように地元の業者と契約し、管理をしていこうとすると、コミュ開のように弁護

士、第三者機関と契約したりしなければならず、事業費は安くなるかもしれないが、管理費・行

政コストが高くついてしまう可能性がある。それは、JICAにない機能を外部から買って連れてく

るのであるからしかたがない。コミ開は実施中で、試行錯誤で行っているところである。（福若、

堀米）

　一般的に、サービスの選定はハードの選定よりも難しい。例えば、弁護士の選定というのは難

しいものである。その選定のノウハウは調達の知識として蓄積させなければならない。その意味

でも、JICA の発注は心元ないのが実情であろう。（福若）

　基本的には、ローカルコントラクターは信用ができないとの立場から契約を考えなければなら

ない。インターナショナルな契約とは、あらゆる不測の事態に対応できるものでなければならな

い。（井上）

　

　発生が予想される問題点と、そのリスクと、そのリスクのとり方を何パターンか類型化して、

契約のパターンをつくって、それを使い分けていかなければならないだろう。JICAの業務は幅が

広いので、そうしないとしっかりと対応は難しい。実施する国の条件でも契約は変わってくるの

で更に難しい。（福若）
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　本来、コントラクターがコンサルタントの機能をもっていればいい、又は、コントラクターが

コンサルタントを雇うという形であれば、リスクの管理はより簡単になるのではないか。（井上）

　JICA がコンサルタントに責任をとってほしいようだが、財団法人日本国際協力システム

（JICS）が入りJICSが現地のコントラクターと契約するのがよいのではないか。コンサルタント

を入れることで費用が上がってしまっている。（堀米）

　コンサルタントにリスクをもたせて、JICA は資金提供者という位置づけになってしまうと、

JICAの存在意義が問われる状況になるだろう。JICAがつけている付加価値は、何らかの形で事

業リスクをとることではないのか。そうでなければ、外務省が直接やった方がいいのではないか

という方向になってしまう。（福若）

　今の再委託契約では、JICA はリスクをとらない方向の契約である。（菅野）

　コンサルタントに何らかの利益があるのであれば、今のシステムでも応札してくるだろうが、

今後何らかの事故が起きたときのリスクが大きいと認識された場合、だれも応札してこなくなる

おそれがある。（福若）

　契約はコミ開と似たような形になるのではないか。従来の無償援助と同じように、最初に先方

政府と工事を行ううえで、最低限決めておかなければならないものについては決めておく必要が

ある。ただ、気をつけなければならないのは、細かい点まで先方と事前に決めると緊急の意味が

なくなり、迅速性がなくなってしまう。（井上）

　Cost+Fee の予算の付け方だが、概算だけを提示し、実施するのがいいのではないか。コスト面

で創意工夫をすることがなくなってしまう、しかし緊急を優先するのであればしかたのないこと

である。（堀米）

　緊急であったとしても随意契約はなくす方向にあり、入札して業者を選定するとどうしても時

間がかかってしまう。（菅野）

　緊急援助隊ではないので、入札で決めるのはしかたがない。（福若）

　どういう問題が想定されて、その問題をどのように処理するのかもう一度整理して考えなけれ

ばならないのではないか。（堀米・福若）
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議題：緊急開発調査における実証事業に係るあり方【プロジェクト研究】に関する意見交換

日時・場所：2007 年 11 月 13 日（火）10:00 ～ 11:30　JICA 本部社会開発部会議室

主たる出席者（敬称略）：

　日本技術開発株式会社：徳永、井澤、水野

　社会開発部都市地域開発・平和構築第 2T：菅野 T 長、室岡（担当）、長澤

　委託コンサルタント：杉山（株式会社シーズ・インターナショナル）

内容：プロジェクト研究の内容を説明後、意見交換を行った。

（1）コンサルタント発表資料に関して

1） 品質に関する課題

・現地関係者から無償と同じレベルの品質を求められるということだが、それはどういうこと

か？（杉山）

⇒JICA、大使館関係者の品質への基準が「無償レベル」という物差ししかない。「無償レベル」

＝壊れないものという認識である。どういう言い方がほかにあるのか、われわれが指示書を

作成する際の記述の方法に工夫が必要で、品質規定方法について検討の必要性がある。（菅

野）

⇒その際に耐用年数を基準にしてしまうと、道路の舗装については耐用年数の計算が可能であ

るが、構造物についてはその計算は難しい。（井澤）

・本格的な復旧が始まるまでの一時的な工事というような記述を、業務指示書に入れるのもひ

とつの方法である。私の復旧のイメージは、道路でいえば 2、3 年とりあえずもてばいいの

ではという感覚である。しかし、それでは納得できない関係者が多い。特にカウンターパー

トは期待が高く、それでは納得できない場合が多い。（水野、徳永）

・「無償レベル」という、質のレベルの認識があり、「コミ開」レベルというような認識がよ

り広まれば、緊急開発調査の実証事業で建設するような建築物の質の認識が説明しやすくな

るのではないか。（水野）

・緊急と復興ではやはり現地の状況が違う。私たちが行くときは、災害等の影響で人が死んで

いくというときではない。位置づけとしては、緊急援助隊と無償の間のつなぎ的な援助ス

キームでいいのではないか。（水野・徳永）

・日本のコントラクターが見つかれば、無償レベルの工事が可能であると思うが、現地業者や

他国の業者が落札した場合の施工管理、品質管理は難しく、管理は難しい。（井澤）

2） 業者契約の問題

・第三国の業者はどのようにして見つけてくるのか？（杉山）

⇒現地の業者に情報をもらい、コンタクトをとり、今回の工事の概要を説明し、参加の意思の

確認を電子メールで行う。その際にリスクとなるのは、第三国であるので、現場を確認して

もらうことができないことである。また、現地業者が落札するという前提で入札金額を決定

するが、他国から参加ということになると金額が上がってしまう。（水野）

・業者契約の問題について、資金繰りは毎月支払いということになると思うが、事務作業が大

変ではないか？（杉山）

⇒毎月の BQの精算の事務作業が煩雑になってしまう。しかし、一括精算にしてしまうと、予
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算と業者からの請求額に大きな開きがでてしまう懸念がある。制度上、大変だが管理上 BQ

の精算を毎月せざるを得ない。（井澤）

・スペックに合うものがなく、遠くから輸送しなければならない場合に、工事単価が全体的に

高くなってしまう。そのような場合も想定して、単価を計算している場合もあるのが事実で

ある。（水野）

・実証事業の工期は短いものが通常で、コントラクターから建築資材価格の高騰への対応を迫

られた場合などは、工期が短いがゆえに対応できない。その場合、コントラクターは工事中

止を申し出てくる場合がある。実証事業のコントラクターの契約のなかには、価格高騰の条

項は原油、為替等の項目くらいしか考慮していない。したがって、基本的には BQで契約し

た単価で最後まで通すしかない。（水野・井澤）

・再委託契約書のなかにボンドの条項を入れているのか？（杉山）

⇒入れている。前渡金のボンドとパフォーマンスボンドを入れている。ブルンジの例では、モ

ビライゼーション相当額を前渡金のボンドとした。ブルンジでは瑕疵期間の設定がなかった

ので、完成したときに返却した。（井澤）

・設計の瑕疵、工事の瑕疵に関して、再委託契約書にはどう記述されているのか？（杉山）

⇒交通安全に関する項目、事故への予防策、BQ 表の項目に保険に入るというものがある。工

事保険は瑕疵に対しても保証されているものである。保険会社がない国もあり、かけられな

い国も存在した。他国の保険会社に入ると保険料が高くついてしまう。（井澤・水野）

（2）聞き取り調査アンケート用紙に基づいて

１．実証事業（工事）の発注者・受注者の責任に関して

・工事契約発注方式に関して、施工業者との契約はコンサルタントの再委託が主だが、案件に

よっては JICA が業者と直接契約を行った場合もあった。（井澤）

・設計瑕疵の責任は？（杉山）

⇒設計の責任は契約書のなかでは一切ふれない。コントラクターとの契約のなかにも設計の責

任は入れない。（水野）

・ということは、事故が起きた場合はどのように判断するのか？

⇒会社として設計保険に入っているので、そこから補償金を引き出すか、若しくは契約書の項

目に dispute の項目があり、そこで交渉、協議するしかない。（水野）

・施工瑕疵の責任は？（杉山）

⇒施工業者が負うものである。（水野）

・結果責任の所在の明記については、完成後の瑕疵の項目以外はすべて契約書に記述してあ

る。相手国の責任に関して気をつけなければならない点は、免税、移転の問題、環境配慮等

がある。（井澤）

・コンサルタントはいわゆる発注者である。そのことに対してどう思っているのか？　JICAを

発注者にして、コンサルタントはエンジニヤとしての労務提供者としての役割を担うという

ことに関してはどうか？（室岡）

⇒代表として相手政府と交渉しているが、単独で判断できないことがどうしても出てきてしま

い、決定を下すのに JICAと相談をしなければならないことが多く、JICAが発注者の役割を

担ってもらった方がいい。（徳永）
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⇒JICAが発注者になってしまうと、BQ精算等の手続きは私たちが承認を得なければならない

ような立場になり、手続きが煩雑になってしまうのではないか。手続きの観点からいうと、

今のほうがフレキシブルでスピード感があり、いいのかもしれない。（水野）

・現地政府としても、コンサルタントも JICA の一部だと思っている場合が多い。（井澤）

・コンサルタントとしては、発注者責任に関しては完璧に避けることを考えている。コンサル

タントが入札するプロジェクトに関しても、その実行可能性、リスクを勘案して決定してい

る。（井澤・水野）

・欧米のコンサルタントが行っているように、援助機関が現地業者と契約を行い、BQ に関し

てはコンサルタントが行うような形態がいいのではないか。（水野）

・現在、実証事業はマスタープラン調査のなかに位置づけられているが、それぞれ別個での契

約にして明確に分けてもらった方がいいのではないか。従来の契約方法では、1人のコンサ

ルタントがマスタープランの業務と工事の実施業務との掛け持ちのような形なので負担が多

い。（井澤・水野）

・実証事業がマスタープラン策定業務よりも先行する場合は、時間的な制約がでてくる。その

ときは特に分けた方が業務を遂行しやすい。（徳永）

４．リスクに関して

・やはりお金である。物価の上昇、物資の移動に要する費用等、コストに関するリスクには気

をつかう。天気は作業の実施という観点からリスクになり得る。（水野）

７．入札に関して

・入札図書の構成はどうなっているのか？（杉山）

⇒ Instruction to Tenderers、General Conditions、Construction Contract と図面、スペックの内容

といった 5 部構成である。（水野）

・現地の入札システム、手続き方法は参考にするのか？（杉山）

⇒この案件は日本のグラントであると位置づけて、全く参考にしない。現地の入札方式にする

と、リスクが増えるのが実情である。開発調査のスキームであればカウンターパートと作業

を行うのが基本だが、入札に関して利権がからんでくるので、あまりカウンターパートとは

密に作業は行わない。（井澤・水野）

・特に気にするのはどの条項か？（杉山）

⇒支払い条件、工期の変更の条件を気にしている。具体的には、延期になったからといってお

金は増えない、あくまでもBQ精算であるということを周知させることにしている。（水野）

⇒ローカルコントラクターに対してランプサム精算方式をとるということは、リスクが高く不

可能である。手抜き工事が発生する可能性がある。ランプサム方式は、日本でのみ通用する

方式である。（井澤）

・入札の業者選定基準はどうなっているのか？（杉山）

⇒最初から、能力的に工事を実施できない業者は除外し、工事が可能な業者のみ、ショートリ

ストに載せるという方法をとっている。その工事業者間で入札してもらい、提示価格が低い

業者が落札するという方式である。ショートリスト作成に際して最も気にするのは、類似工

事の最近の過去実績である。財務状況はそこまで気にはしない。したがって、何も情報がな
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いところから、ロングリスト、ショートリストを作成するのは一番手間のかかる作業であ

る。施工方針等の理解はそこまで求めない。（井澤・水野）

・予算の関係で、現地業者、第三国業者と契約せざるを得ない場合、この両者を比較した場合

どちらをより評価しているか？（杉山）

⇒中国など、評判の悪い業者は避けたいが、現地に中国の業者しかいなかったらしかたがない

だろう。ただ、これはグラントであるので、本来であれば、現地業者か日本の業者であるべ

きだと思っている。（水野・井澤）

８．コストプラスフィー契約導入に関して

・コントロールが難しいのではないか、予算のなかで、工事が終わらない場合も出てくるだろ

う。現実は、設計に要する時間よりも、業者の選定に時間がかかる。入札までの準備期間の

作業は煩雑である。施工可能な業者を見つけ、ロングリストを作成するのにまず時間がかか

り、そのリストのなかから入札する意思のある業者を見つけ、やり取りをしながら入札にま

でこぎつけるのに時間がかかる。それで、現地で無理な場合は他国で見つけなければならな

い。日本の業者は社内で意思決定するのに3～ 4ヵ月かかる場合もあり、それによって入札

自体に参加が難しい場合が多い。（井澤・水野）

・CM方式に関しては、現地にCMRになり得るコンサルタントはいないので、CM方式での実

証事業の実施は難しい。CM方式の特徴であるインセンティブが働くのはいいとは思うが、

そのインセンティブという考え方が JICA とは相いれないと思われる。（井澤・水野）
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議題：緊急開発調査における実証事業に係るあり方【プロジェクト研究】に関する意見交換

日時・場所：2007 年 11 月 13 日（火）13:40 ～ 15:00　JICA 本部社会開発部会議室

主たる出席者（敬称略）：

　社会開発部運輸交通・情報通信第 1T：菊入職員、石原職員、同第 2T：讃井職員

　都市地域開発・平和構築第 1T：奥村職員、同第 2T：菅野 T 長、室岡（担当）、長澤

　委託コンサルタント：杉山（株式会社シーズ・インターナショナル）

内容：プロジェクト研究の内容を説明後、意見交換を行った。

（1）各職員の問題意識

1） 石原職員

　コンゴ民主共和国の例を述べると、カウンターパートの関心は実証事業に集中しており、開

発調査そのものにはあまり関心がない。カウンターパートにとっては実証事業が主、開発調査

が従という意識である。このずれを修正すべきで、カウンターパートに緊急開発調査の主旨を

しっかりと理解してもらうべきである。そのための方法を考えなければならない。（石原）

2） 菊入職員

　パキスタン国での震災で、壊れた橋と斜面の架け替えの事業を行った。そのなかで難しかっ

たのは品質の管理である。現地採択、現地で公開入札を行い、コントラクターと契約を行っ

た。現地でコンサルタントが設計書を提出してきたときに、JICA内部ではその設計の妥当性を

審査する判断ができない。無償部の人にボランティア的に審査してもらうしか術がない。通常

であれば D/D（詳細設計）は国研協に審査してもらうという方法もあるが、緊急開発調査では

それを行うことができない。

　再委託契約という形でコントラクターと契約するが、この方法はどこの国の業者も落札する

ことが可能である。今回は韓国の業者が落札した。日本のコンサルタントが、韓国を管理する

ことになる。日本のコンサルタントが提案した設計を、コントラクターが拒否する場合もあ

り、管理が難しい。

　今回の調査のなかで、実証事業の予算が8割を超えているが、成果品とは位置づけられては

いない。成果品とされているのは進捗管理報告書のみである。JICAとコンサルタントの契約上

は成果品ではないが、相手国からみれば、それは成果品である。最終的なその構造物について

責任の所在、引き渡しの手順等が不明のまま事業を実施してしまっている。

　瑕疵担保責任については、コントラクターと日本のコンサルタント間においては、契約にお

いて責任の所在について規定されているが、JICAとコンサルタントの間では構造物についての

責任はあいまいなままになっている。日本と先方政府間においても、その実証事業で建設した

構造物についての責任はあいまいなままである。橋の引き渡しを行う段階で、先方政府が受け

取りを拒否する場合も想定されるが、その場合の対応については考えられていない。

　工事契約に関して、コンサルタントとコントラクター契約は毎月の出来高払いであるが、コ

ンサルタントと JICA の契約は、通常最初に 4 割の支払いという形態である。したがって、工

事が進むにつれコンサルタントの持ち出しの金額が膨らんでいってしまうのも問題である。

　緊急であるがゆえに、工事が進行するにつれ、最初の設計を変更せざるを得ない場合がでて

くるが、その場合の意思決定に長期間を要してしまったりもする。今回の例では、半年かかっ
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てしまった。

　法面の保護の工事を行ったが、予算の関係上、日本側が予算を負担する工事部分、パキスタ

ン側が予算を負担する工事部分で分けた。資金分けを行ったものの、コントラクターとコンサ

ルタントは同じで、韓国と日本の業者であった。JICA 負担部分の支払いは、JICA －コンサル

タント－コントラクターといった図式で整理されているが、パキスタン国負担部分の支払いに

関してパキスタンは間接費を払わないと言い出した。したがって、コンサルタントはそこでは

利益を得てはいないが、そのパキスタン側負担工事部分で何かしら起きた場合は、コンサルタ

ントがパキスタンから責任の追及を受けるおそれがある。

　天気に左右されるのが、土木工事では当たり前だが、緊急開発調査ではその点は考慮されて

いない。

　免税に関して、コンサルタントに対しては免税が適用されるが、コントラクターに関しては

当初適用されなかった。したがって、パキスタン国と交渉を行わなければならなかった。

3） 奥村職員

　パキスタン国ムザファラバードにおいて地震後の緊急開発調査を担当した。案件実施に際し

て、情報源は現地にて活動しているコンサルタントからのみであった。すべてを鵜呑みにしな

ければならず、不十分な情報を基に、実証事業の内容を決定するのは不安であった。

　契約はJICAがコントラクターと直接契約で、選定に際しコンサルタントに助言はしてもらっ

たが、最終的に判断するのは JICA であった。具体的には、コンサルタントには入札支援、施

工管理支援を行ってもらった。

　コンサルタントが提出した設計に関して、審査する能力が現地事務所にはなく大変であっ

た。入札図書案の審査についても同様に現在、JICA で審査できる体制ではない。

　復興需要の関係で現地の物価が上昇し、コストは通常の 2.6 倍の単価になってしまってい

た。その妥当性を説明するのに苦労した。

　想定できない作業が多く、そのたびに、予算の執行を現地事務所に依頼するようなことが続

き、事務手続きが煩雑であった。

　年度内予算が決まっている関係上、工事が天候等の影響で遅れた場合、その予算が執行でき

ない危険性を常に負わなければいけない状況であった。

　その他、これから留意すべき事項として、作業者の安全への配慮を考えなければならない。

また緊急開発調査とはいえ、環境社会配慮を考慮した実証事業にしなければならないと思う。

　実証事業を行う際の手引き、ガイドラインのようなものがほしい。

4） 讃井職員

　現在、コンサルタント勉強会の事務局を行っている。実証事業に関しては調達管理、施工管

理、瑕疵担保責任の3点に問題があるというのがコンサルタントの意識である。そこで議論さ

れるポイントは JICA が負うべき責任の範囲、現在の状況はコンサルタントが負いすぎではな

いのか、マネジメントにかかる経費としてJICAから妥当な額が支払われているのか等である。

　現在、遺失利益の補償について議論が展開されている。工事がストップするような事態が起

きたときに、現在の契約では JICA とコンサルタントの契約では双方とも責任を負わないとい

うことになっているが、遺失利益に対して JICA が補償すべきではないかという主張がコンサ
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ルタント側からある。それに対し JICA の見解は、現在の契約上には遺失利益に関する項目は

1 つも入っていない。したがって、払う義務はないといったものである。

　また、開発調査の現地再委託という方法で迅速な支援を行っているが、今後、無償資金事業

を JICA が主体的にやるようになれば、開発調査の工事と無償資金協力で行う工事をどのよう

に分けるのか、整理が必要ではないかということが勉強会にて議論されている。

（2）その他の協議

　実施細則（S/W）のなかに相手国側の負担事項、責任事項を入れるのか？（杉山）

　S/W の免責事項は、国際約束の内容をそのまま入れている。S/W にそのような事項がなくて

も、その相手国との国際約束のなかで取極められているものである。しかしながら、S/Wに免責

の事項が記述されていたとしても、瑕疵の責任を免れることは不可能と思われる。（菅野）

　パキスタン国ジーラムの橋の案件では、コンサルタント－コントラクター間の契約では瑕疵期

間は1年という規定があったが、JICA－コンサルタント間は当初はなかった。したがって2年目

の契約変更の際に、「コンサルタント－コントラクター間に補償、対策が必要な場合は、JICA と

コンサルタントが協議する」という項目を入れた。

　JICA と先方政府の間にも S/W の文章の中にも、負担事項に関するものを入れたほうがよいの

ではと当チーム考えている。

　第三国のコントラクターは、瑕疵が発見された場合、責任をとらず逃げる可能性があるのでボ

ンドをつけようとしている。コンサルタントがボンドを保持することになるだろう。（菊入）

　緊急開発調査においては、緊急であるがゆえにS/W協議等で事前に決められることは限られて

しまう。あとから想定外のものが発生した場合は、契約変更で対応するしかない。このような事

態は、JICAが直接コントラクターと契約した場合、コンサルタントがコントラクターと契約した

場合、どちらの場合にも発生するものである。緊急開発調査の場合は、いずれの場合にしても日

本側が対応しなければならない。コンサルタントによってリスクの考え方が違う。JICAが絡むと

時間がかかり、作業がしづらい、リスクはとるというコンサルタントもいる。

　JICAから見ると、再委託の利点は責任をコンサルタントに押し付けることが可能な点である。

現在、コンサルタントが設計して、現地業者と契約をする。再委託の契約にはJICAは関与せず、

報告を受けるだけである。仮に JICA が直接コントラクターと契約をすると、設計の中身、積算

の中身をJICAが確認をしないといけなくなる。その場合、JICAにはその設計を審査できる体制

はなく、問題が生じるのが現状である。（菅野）

　JICA内部に設計に関して審査ができるプール人材のようなものが必要である。（奥村、菊入）

　外務省のスキーム別評価に緊急開発調査は、緊急時に迅速に対応し、事業の実施まで一体的に

実施可能であると評価されている。正々堂々と成果の一部ではなく、成果品であると位置づける

ように整理すべきではないか。（石原）
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議題：緊急開発調査における実証事業に係るあり方【プロジェクト研究】に関する意見交換

日時・場所：2007 年 11 月 13 日（火）17:00 ～ 18:30　JICA 本部社会開発部会議室

主たる出席者（敬称略）：

　日本工営：斉藤

　社会開発部都市地域開発・平和構築第 2T：室岡（担当）、長澤

　委託コンサルタント：杉山（株式会社シーズ・インターナショナル）

内容：プロジェクト研究の内容を説明後、意見交換を行った。

（1）パキスタンでの実証事業に関して

　パキスタンでの実証事業は特殊な例だと考えている。というのは、地震で損害を受けた橋梁の

修復が目的となってしまっている。いわゆる、技術移転、組織制度のキャパシティ・ディベロッ

プメントを伴う開発調査の実証事業とは異なってしまっている。しかも成果品が、防災ガイドラ

イン作成の報告書という形になっている。

　今後、大きな問題になると思われるのは、修復した橋の所有権の問題である。今回の実証事業

の発注者は JICA で、その S/W には橋を建設するとだけ記述されている。現在、コンサルタント

が工事終了後に橋をJICAに引き渡し、その後JICAがパキスタンに引き渡すということを考えて

いる。所有権はパキスタン側に移行し、その後の対処はパキスタンの責任であるという位置づけ

にする予定である。（斉藤）

　JICA が先方政府に直接引き渡すということではいけないのか？（室岡）

　調査用機材と同じ考え方で、今回修復した橋も引き渡す予定である。3者が同時に現場に集ま

り、引き渡しを一度に同時に行うことを考えている。（斉藤）

　コンサルタントが実証事業等で引き渡すときの意識は、引き渡すものの規模で決まってくるの

か？（室岡）

　金額の規模ではない。構造物があるかないかで意識が変わってくる。形が残るもの、日常的に

使用するもの、その構造物にリスクを感じるかどうかで、コンサルタントの意識は変わる。この

意識は、実証事業に限られたものではなく、開発調査一般的なものである。（斉藤）

（2）構造物に対する責任

　実証事業で井戸を掘るということを例に考えてみると、分かりやすい。井戸を掘って水が出な

かったとき、その場所に掘る指示をしたコンサルタントの責任なのか、再委託で掘らせたコンサ

ルタントなのか、施工が悪かったのか、それともメンテナンスが悪かったのか、いったいだれに

責任があるのか、現在はあいまいなままである。これからその点を整理すべきなのではないかと

思う。本来は、契約交渉の時点で明確にしておかなければならない点ではないか。（斉藤）

　コンサルタントと JICA 間の契約では、設計上の瑕疵は問わないのが一般的である。工事中に

壊れた場合は、施工業者の責任。完成後に壊れた場合は、引き渡した相手国政府に責任がある。
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その場合、引き渡す時に、使用上の注意をしっかりと相手国側に伝える必要性がある。ただ、規

模も考慮しなければならないと感じている。パキスタンでやっているような大規模のものの、責

任の規定のしかたは簡単ではない。（室岡）

　今回の S/W は調査の S/W であり、そこまで明確な構造物に関する記述はない。S/W を作成す

る段階で、責任の所在を明確にする条項を入れるべきである。ミニッツ（M/M）に入れるという

のも可能ではないか。（斉藤）

　やはり、引き渡すときに責任の所在を明確にして、引き渡さなければならないのではないか。

ただ、受け取ってくれないというリスクもある。（室岡）

（3）実証事業における契約

　瑕疵責任に関して、パキスタンの例では、第 2年次の変更契約の特記仕様書のなかに引き渡し

後何か問題が起きた場合、JICA と協議のうえ費用の負担等、対応を検討するという項目を入れ

た。コントラクターとの間では、1 年半の瑕疵担保期間を設定して契約している。ただ、コンサ

ルタントとコントラクターの間の瑕疵担保の責任の所在についてはあいまいな部分もある。ま

た、コントラクターがその補償を履行できる財務能力があるのかは疑問である。今回の、韓国業

者についてもそこまでできるのかは不明である。

　施工業者にボンドを積ませて、ボンドをコンサルタントが保持し、瑕疵担保期間に何か瑕疵が発

見された場合に、それを基に修正させるとして、その施工管理はだれが行うのかという問題もあ

る。

　工事部門については JICA が発注者となり、コンサルタントは監督するだけという契約形態も

あるのではないか。その場合、JICA は工事保険に加入しなければならいだろう。

　設計責任は国際約束上免責事項であり、JICAは責任をとらなくていいことになっている。しか

し瑕疵が発見され、それで何かが起こったときその責任は免れられないと思う。その点を追求さ

れた場合はどうするのか？（斉藤）

　コントラクターとコンサルタントで問題になるだろう。その内容が妥当なものであれば、JICA

が柔軟に予算を増やす等の対応をするしかないのだろう。実際にスーダンの例では、そのように

対応している。ただ、会計年度等の問題が発生したときは数量で調整するしかない。（室岡）

　工事は施工してみなければ、分からない部分が多い。そのときは設計を変更、数量を変更する

なりし、柔軟に対応するしかないだろう。それを制度化するのが次のステップではないか。た

だ、制度化するというのは、工事の際発注者になるということであり、JICAの設立の趣旨とは異

なるのでは。（斉藤）

　確かに工事業務を本来業務にすることは、機構法で読むことは無理である。（室岡）

このままの制度で緊急開発調査をやるのであれば、規模や内容にある程度の規定をつくり、内容

に関しては JICS や無償等の他のスキームとの整理が必要である。（斉藤）
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（4）これからの発注方式と課題

　　JICA が工事発注者となった場合、何をどう変えるべきなのか？（室岡）

　施工管理部門はコンサルタントに任せるとして、事業実施機関という観点から、相手国政府と

JICAの関係を整理しなければならない。S/Wのなかで、その役割の整理をするべきではないか。

（斉藤）

　JICAは、相手国が本来やるべき計画を相手国からの要請を受けて、発注している。その点では

実施機関には違いないが、調査実施機関なのか事業実施機関なのかをはっきりさせる必要があ

る。

　今は、調査に関するS/Wを相手国政府と取り交わしているが、工事に関連する事項も含むS/W

にしなければならない。その場合、発注者責任を S/W で明確にしなければならない。相手国と

JICA が負う責任を、やはり、相手国との間で、役割、責任の分担を事前に取極めておかなけれ

ば、何か起きたときにトラブルの原因になるだろう。（室岡）

　工事中の事故の責任に関して、施工管理を委託するコンサルタントとの責任は当然明確にする

必要がある。そのほかに JICA と再委託で工事をする施工業者との責任の明確化、工事を施工管

理するコンサルタントと JICA の責任の明確化をする必要がある。この 3 者構造の責任の明確化

が必要ではないか。その場合、承認行為は施主、事業主であるJICAが行うべきである。FIDICの

考え方を取り入れてこの 3 者構造を整理するのがよいのではないか。（斉藤）

　発注者責任のリスクを軽減する補償制度についてはどう考えているか？（室岡）

⇒あくまで、金銭面での補償制度であり、信用は容易に取り返すことはできない。次回に保険を

掛ける場合は確実に費用が膨らむ。（斉藤）

　実証事業で建設・修復する構造物は、より精査する必要がある。リスクの低いものを造る場合

は問題にならないが、高いものを限られた手段でやる場合は問題が出る場合がある。案件決定の

プロセスで、内容と場所でネガティブチェックを行うのもひとつの手段かもしれない。（斉藤・

室岡）

　ネガティブチェックリストを作るにしても、やるやらない、という指標ではなくて、リスクが

高い低いという指標にするのがよいだろう。（室岡）

　業務指示書にリスクという項目をつくって、その案件の想定リスクを明示するのもよいかもし

れない。（斉藤）

　施工業者への発注は JICA が行うと仮定した場合、望ましい契約形態とはどのようなものか？

（室岡）

⇒BQ契約が望ましいのではないか。想定外のことが起こりやすい土木工事を考えるとランプサ

ム方式よりはBQ方式が適している。設計図面に変更を加えなければならない等のコントラク
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ターからのクレームの対応も考えなければならない。（斉藤）

　設計変更をせざるを得ない場合、JICA はその増額分の予算をプールしているのか？（杉山）

⇒年度当初にそのような変更は想定されていない。決められた予算のなかでやりくりする必要が

ある。柔軟性を担保する制度は今のところないのが現状である。（室岡）

（5）アンケートに関して

　4.1 の事業を実施するうえで、想定したリスクはパキスタンの場合どうであったか？

⇒工期の遅延と躯体の許容できない出来栄えである。法面の切り取りがしっかりできるのかが、

リスクとして最初から認識していた。日本の重機が施工計画どおりに配置されるのか、人員が

配置されるのか心配であった。

　5.1 品質の程度は？（杉山）

⇒技術的にはそれほど心配はしていなかった。パキスタンと日本の設計基準を使って、設計を

行っている。（斉藤）

　７．の入札に関して、General Condition はどのようなものを参考にしたのか？（杉山）

⇒ FIDIC を参照して、それを修正して使っている。（斉藤）

　ローカルコンサルタントの役割は？（杉山）

⇒ローカルコンサルタントそれぞれの工区をチェックし、日本人コンサルタントが巡回しチェッ

クするような形をとった。

　８．の新契約方式の可能性はどう思うか？（杉山）

⇒どちらの方法とも理論上はあり得るが、実際はやりたいとは思わない。どちらの方式ともにコ

ンサルタントは施工責任を認めるということで、それは緊急開発調査の実証事業という枠組み

で行うことは考えられない。（斉藤）



－ 82 －

議題：緊急開発調査における実証事業に係るあり方【プロジェクト研究】に関する意見交換

日時・場所：2007 年 11 月 16 日（金）15:40 ～ 17:40　JICA 本部社会開発部会議室

主たる出席者（敬称略）：

株式会社片平エンジニアリングインターナショナル：戸田利則（計画調査本部統括部長）、中村

昭男（調査開発本部部長）、鈴木雅子（環境社会開発室）

JICA 社会開発部都市地域開発・平和構築第 2T：室岡（担当）、長澤

委託コンサルタント：杉山（株式会社シーズ・インターナショナル）

内容：プロジェクト研究の内容を説明後、意見交換を行った。

（1）コンサルタントの業務とその意義

　FIDIC における 3 者（発注者、コンサルタント、コントラクター）では発注者とコンサルタン

トが一体とほぼみなすことができるのに対し、いわゆる日本的な3者構造はコンサルタントとコ

ントラクターが一体となっている。FIDICの 3者構造では、コントラクターからのクレームが発

注者に直接いくことになる。コンサルタントはクレームの調停役を、技術、契約の面から行うと

いうようなかたちである。そのときゼネコンと係争した場合は、JICAは無傷ではいられないだろ

うと思われる。（戸田）

　現在、保険制度は発達していて、すべてのリスクは保険に入ることによって避けることが可能

である。ただ、設計瑕疵に関して出る保証金は、契約金までという制約がある。施工の瑕疵責任

はパフォーマンスボンド、瑕疵期間はメンテナンスボンドといった具合である。このような保険

をコントラクターとの契約に使うことによって、発注者の責任をひと通り回避することは可能で

ある。（戸田）

　コンサルタントの存在意義のひとつとして、コントラクターからのクレーム対応がある。それ

ができなければ、発注者はコンサルタントをわざわざ雇う必要がない。クレームはFIDICにある

ように正当な権利行使にすぎない。（戸田）

　通常のコンサルタント業務と同様に、機能ごとにコンサルタントを分けて雇う必要があるので

はないか。工事担当、品質担当、クレーム担当、この 3 名が最低限必要である。そのほかに統括

するコンサルタントという感じである。これは工事の規模の問題ではなく、コンサルタントにこ

の3つの役割を1人でこなせる人材はいないからである。それか、コントラクターのレベルにも

よるが、コントラクターに品質管理は任せるという方法はあることはある。（戸田）

（2）再委託業者との契約に関して

　再委託の業者は、品質管理上日本のコントラクターを使うのが望ましいと考えている。という

のはやはり、現地、他国の業者というのは騙してくる可能性があるからである。日本の業者は金

額的には高いという批判があるが、それは日本の業者の仕事に対する責任感の高さ、質の高さの

代金である。（戸田）

　再委託を行うに際して入札を行うのは、時間がかかり大変である。3社以上の入札を実施する
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のに1ヵ月は最低必要である。迅速な対応が必要な緊急開発調査ではその必要はないのではない

か。その場合、FIDIC に基づき発注者の承認行為は必要である。（戸田）

　BQ 方式はエビデンスに基づいた発注方式で、現場を確認しながら数量を増減させる方式であ

り、はっきりとしていて分かりやすい精算方式である。（戸田）

　コンサルタントの契約において、調停業務は契約書には載らない業務であるが、法律の問題、

金銭面での問題の調停業務は、その業務の性質上、コンサルタントがやらなければならない業務

である。（戸田）

　コントラクターの能力はコストに比例する。コストだけを考えてコントラクターを選んだ場

合、苦労するのは管理するコンサルタントである。（戸田）

　作業を進めるうえで、多くの細かい作業がある。その作業一つ一つについて、コンサルタント

とコントラクターが話し合い決める。その細かい変更等について JICAに逐一相談していたので

は、時間がかかって作業がはかどらない。話し合いが難航するケースが数多くあるのも事実であ

る。したがって、品質をあらかじめ決めておいて、それに沿ったスタンダードを決めておくのも

よいかもしれない。（中村・戸田）

　リスクを含めた正常な利益がなければ今後、コントラクターが出てこなくなるという懸念はあ

る。一般的に日本のコントラクターはクレームの処理のしかたが弱い。大手ゼネコンでもその部

分は弱い。（戸田）

（3）今回のジュバでの実証事業からの教訓

　今回のジュバのケースでは入札までどのくらいの期間がかかったのか？（杉山）

⇒5ヵ月くらいかかった。ショートリストの業者が入札前にすべて逃げてしまったが、運よくそ

の後すぐやってくれる業者が見つかった。（中村）

　より長い準備期間があれば、よりスムーズにいったのか？（杉山）

⇒そういうことではなく、制約条件として雨期と乾期の問題が大きい。乾期にしかできない工事

も多くあり、それが作業進捗のひとつのポイントであった。（戸田）

　何か、ジュバの河川港建設をとおして、改善すべき点等があればあげていただきたい。（杉山）

⇒実証事業の実施に際し、コンサルタントは持ち出しが大きい。想定外の出費が多い。今回の例

では、資材の運送費が予想以上のコストを要してしまっている。事前に、調達事情の調査を実

施すればよいのではないか。（戸田）

⇒今回、土地の問題が起きたときに、だれに話をもっていけばいいのか分からなかった。一般的

に復興支援を行うようなところで、所有者がもう逃げていなくなっているような場所で工事を

行う場合、いつのまにか所有権を主張する人が多く現れてくるのが通常である。今回の調査で

は、土地の収用に関して柔軟な対応があり、助かった。（戸田・中村）
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⇒今回の河川港の工事に際して出てきた地権の問題に対処することによって、法治国家としての

デモンストレーションを、政府が地域住民に対して行うことができたという河川港を、実証事

業として行った副次的効果があった。道路の工事をやっていたら、このような効果は得られな

かったと思われる。（戸田）

⇒欲を言えば、その国の制度、社会システムを分析する専門のコンサルタントがいればよかっ

た。（戸田・中村）

　入札図書の General Condition は何を参考にしたのか？（杉山）

⇒無償資金援助のものに若干変更を加えたものを使用した。われわれの理解では、今回の例も無

償という位置づけである。特別に作り、それを審査してもらう時間もないわけである。支払い

も無償の方法と同じランプサム方式の支払いを行った。（戸田）

（4）今後の実施体制について

　実施体制の今後の方向はどうあるべきと考えているか？（室岡）

⇒設計、施工を行えるコントラクターを使うのが理想である。調査、基本設計、詳細設計、入札

までのプロセスが非常に長いので、現場で施工図を書きながら BQ 精算を行うのが理想であ

る。そうすることによって時間の短縮が可能であり、コンサルタントも必要な人員を減らすこ

とが可能である。ただ、復興支援を行うような国ではコントラクターの質に問題があるのが通

常である。（戸田）

　このデザインアンドビルドの方式でのコンサルタントの立場はどうなるのか？（杉山）

⇒コントラクターのクレームをチェックし、承認をしていくといった立場になるだろう。（戸田）

FIDICの 3者構造では、コントラクターがアビトレーションを行ったとき、発注者であるJICA

が巻き込まれる可能性が高い。大変危険である。また、JICAが相手国のために事業を行ってい

るにもかかわらず、相手国の裁判所で係争するのは筋が通らない話である。一方、従来の3者

構造においては、何か起きた場合コンサルタントがクッションとなって、JICAを守ることが可

能である。日本のODA事業を縮小させないためにも、JICAを守ることが大切なのではないか。

（戸田）

　デザインアンドビルドの方法でローカルコントラクターが対応できるのか？（杉山）

⇒その国の施工業者のレベルを考えなければならない。基本図を施工業者に渡し、施工業者が施

工設計を行う、その設計をコンサルタントが審査し管理するという方法がいいのではないか。

ただ、常駐管理者 1 名のみでは管理しきれない部分もあり、増員が必要ではないか。（戸田）

　８．新契約方式の可能性についてはどう考えているか？（杉山）

⇒定型的に決めるのではなく、当該国の施工業者のレベルを考慮したうえで決めるべきではない

か。平和構築を行っている国では、現地の業者のレベルが低く、設計・施工管理等はできない

場合の方が多い。（戸田）
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議題：緊急開発調査における実証事業に係るあり方【プロジェクト研究】報告会

日時・場所：2007 年 12 月 14 日（金）15:30 ～ 17:00　JICA 本部社会開発部会議室

主たる出席者（敬称略）：

　井上専門員

　社会開発部第 3G：伊藤 G 長、運輸交通・情報通信第 1T：菊入

　都市地域開発・平和構築第 2T：菅野 T 長、室岡（担当）、長澤

　委託コンサルタント：杉山（株式会社シーズ・インターナショナル）

内容：プロジェクト研究を発表後、意見交換を行った。

　

・課題のなかで、「本格調査用 TOR の設計・建設の指示事項は極めて大雑把」とあるが、国内の災

害復旧時の契約をみても分かるように、本来、緊急を要する復旧事業において指示事項は大雑把

なのではないか？（伊藤）

⇒国内における災害時の普及作業の指示が大雑把なのは国土交通省が、道路、トンネル、橋等の所

有者であり、迅速に復旧させる責任があるため。そういった立場にない JICA は、同様の対応が

困難と思われる。（室岡）

・パキスタンの例を考えると、事務所が発注者になり得た。一方、なぜコンサルタントが発注者に

なる方が好ましいのか？（伊藤）

⇒ JICA が発注者になることで、発生するリスクに耐え得る発注者能力（土地の確保、交通規制、

技術的な審査能力、施工業者の不履行やDispute への対応等）が JICAにあるかを考えた場合、相

手国が負担すべき事項を除いたとしても、現段階ではないのではないか（有償も無償も発注者は

相手国政府）。JICAが、発注者能力を強化・補完するためのサービスを外部から買うことはあり

得るが、調査を一体的に行えるコンサルタントに発注してもらった方が、効率的で負担も軽い。

その際JICAは、コンサルタントにそのリスクと手間に見合った対価を払うべきであり、BQ精算

方式の場合はコンサルタントに積算士（Quantity Surveyor：QS）の雇用を可能にする等を行い、

コンサルタントの負担を軽減する等の対応が必要。（室岡）

・外務省の公式見解にあるように、本来、緊急開発調査とは今後の支援への提言を行うというつな

ぎの要素が大きいものだが、パキスタンの例にあるような、2 ～ 3 年もかかってしまうようなも

のは本来の姿ではない。無償資金協力を行う前の支援というように、位置づけをしっかりしなけ

ればならない。（伊藤）

・「施工業者は日本、又は相手国の業者が望ましく、第三国の業者を契約対象から排する」とある

が、パキスタンの例をあげると、価格が折り合わない場合は第三国の業者と契約せざるを得な

い。災害復旧が必要な場所では、価格が異常に釣り上がっているケースが多い。また現地に業者

がいない場合が多く、コストの面から第三国業者と契約せざるを得ない場合が多い。また復旧に

際し、相手国とコストシェアを行う場合は相手国の制度を尊重し、一般競争入札を行わなければ

ならないケースもあり、思いどおりには受注業者を決定できない。その際、日本の業者は設計コ

ストが高くなってしまう傾向があり実証事業にはなじまない。実証事業であるがゆえに現地仕様

のものを造る必要がある。（菊入、伊藤）
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・基本的に、日本、第三国、現地で契約、コストが違ってしまうのは自然である。日本の業者は契

約を守り、信頼がおける。今まで、実証事業で重大な事故、クレームがなかったことは単に運が

良かったのかもしれない。仮に発注者となった場合は、大変なリスクを負う必要がある。コンサ

ルタントが発注者となり責任をとるということだが、それだけの対価がなければコンサルタント

は責任をとらない。コンサルタントは通常、設計責任のみをとるだけである。価格が安い、日本

以外の業者にはそれだけのリスクが潜んでいる。JICAが発注者となった場合は、それだけのリス

クを覚悟する必要がある。ちなみに緊急災害援助、無償資金協力、コミ開等で現地業者と契約す

る場合は、発注者は JICS が担っており JICA は担っていない。（井上）

・契約に関して2つの方法が考えられる。1つはJICAがエンジニヤサービスを買いコントラクター

と直接契約、もう1つはコンサルタントへ発注者としての権限を委譲し、事務的な手続きを軽減

させる契約方法である。ヒアリングを行った3社中 2社は前者の方法を推していて、残りの1社

は従来のどおりにコンサルタントが発注し、JICAはこれまでコンサルタントが一部負っていた発

注者としての責任を負うとともに、相手国政府との間で責任をより明確化する（相手国の負担事

項を早い段階で求め明確化する）方法を勧めている。（室岡）

・発注者にエンジニヤとしての能力は必ずしも必要はない。発注者、施主の主な責任はお金の支払

いである。ただし JICAは、建設額が想定の1.5倍になったり、現場トラブルで係争が起き、工期

が延びたりした場合は対応が不可能である。お金が払えれば解決できるが、JICA はそうではな

い。国際的な契約は業者との対立関係を前提にしているが、一方、無償の日本の業者との契約は

協力関係を前提としているものである。（井上）

・発注責任とは何で、JICA が発注できる場合、できない場合を明確にしないと、JICA としての今

後の対応を協議できないのではないか？（菅野）

⇒FIDICで規定している発注者責任が参考になると思われる。サイトの確保、立ち入りの許認可等

である。これまで緊急開発調査では、S/Wのなかで発注者責任を明確に規定していなかった。今

回の提言のなかで、その責任を文章化することを入れる予定である。文章化することで相手国と

の協議が長引くかもしれないが、そのなかでお互いの責任を明確化させることが今後求められて

いる。（室岡）

⇒それができれば、JICAは本当に発注者になれるのか？　機構法との関係はどうなのか等を再度検

討する必要がある。（菅野）

・実証事業にて問題とすべきなのは、JICAがどれだけお金を使ったのかが問題ではなく、その成果

が問題なのではないのか。また緊急事業であるから、設計がはっきり決まっていなくても事業を

開始すべきではないか。日本の災害復旧の際の工事は図面1枚で行い、契約もしていない。出面

（でづら）精算、機械使用1日当たりの精算というのが緊急の場合の精算方式ではないか。（井上）

・現在、実証事業は体力のあるコンサルタントが受注しているので、コンサルタント発注でも実施

が可能になっているが、今後緊急開発調査が増えてくるにつれて、応札してくる会社は必ずしも

体力のある会社ばかりではないはずである。その際、適した実証事業の実施方式（JICA 発注方
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式、コンサルタント発注方式）を選べるようにする必要があるのではないか。その際 JICA が発

注する場合の手順、コンサルタントが発注する場合の手順の整理をする必要がある。またスピー

ドと事前調査にかける時間とのバランスも整理する必要がある。（菅野）

・要請する段階で事前調査まで行っておくという方法もある。（伊藤）

・建設施設を何にするのか意思決定する際の参考として、ネガティブチェックを行い、交渉の際に

時間のかかる施設は避けるという形で迅速性を確保する方法もある。コンサルタントによると、

事業を実施する際に最も時間がかかるのは入札準備作業で、施設の設計等にはさほど時間がかか

らないということである。しかし、スーダンの土地問題対応は相手国政府のキャパシティ強化の

側面があった。実証事業を通じたキャパシティ・ディベロップメントを考えたときには、リスク

の低い事業ばかりやることが望ましいわけではない。（室岡）

⇒一般競争入札は緊急開発調査にはなじまない方法である。随意契約が可能であれば、緊急開発調

査での迅速性は確実に確保される。迅速性の確保ということであれば、精算方式は出面精算方式

も検討する必要がある。出面精算とはできた物へ精算するのではなく、使用した物への精算を行

う精算方法である。出面精算にすれば、価格を釣り上げるということもできなくなるはずであ

る。通常、国内の災害復旧の際の精算方式は出面精算方式である。その緊急開発調査の実態に

合った実施体制、契約方式への変更を理事会で検討してもらう必要がある。（井上）
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議題：緊急開発調査における実証事業に係るあり方【プロジェクト研究】報告会

日時・場所：2008 年 1 月 15 日（火）10:00 ～ 12:00　JICA 本部 7A 会議室

主たる出席者（敬称略）：

福若専門員

社会開発部：三宅技術審議役、第 3G：伊藤 G 長、都市地域開発・平和構築第 2T：菅野 T 長、室

岡（担当）

日本工営：斉藤、株式会社片平エンジニアリングインターナショナル：中村、日本技術開発株式

会社：水野

委託コンサルタント：杉山（株式会社シーズ・インターナショナル）

内容：プロジェクト研究を発表後、意見交換を行った。

　

（1）事前調査と本格調査の関係について

・コンサルタントの意見を伺いたい。事前調査を長めに設定し、あらかじめ想定される実証事業

について調査することと、事前調査を短くし、本格調査のなかで実証事業を見つけるのとどち

らがよいか？（菅野）

⇒後者の本格調査のなかで実証事業を見つけた方が、コンサルタントとしては業務をやりやす

い。本格調査の期間が多少長くなったとしても、先方政府と議論しながら実証事業を見つけた

方がコンサルタントとして業務は行いやすい。（水野）

⇒その場合、契約変更が伴うことになることが多くなるが、それでも本格調査で実証事業を

見つける方がよいのか？（菅野）

⇒そのとおりである。先方と協議を重ね、コンサルタントがS/Wを作成した方が、業

務を実施しやすい。（水野、中村、斉藤）

（2）責任分担と安全管理

・S/W協議の際にネガティブチェックリストを使用し、実証事業の選定を行うということだが、

本格調査で先方と協議し必要であれば S/ W を見直すという方法がいいのではないか。また安

全に関して契約のなかでは、責任の分担はどう規定されているのか？（三宅）

・コンサルタントがリスクをとるにあたり、保険等に関し JICA への要望があったらあげて頂き

たい。（菅野）

⇒施工業者が事故に際しては責任をもつ。よって建設保険に入るのを条件として課している。た

だ、国によっては保険に入れない業者しかいない場合は、事故の際は業者負担であることで契

約している。（水野）

⇒コンサルタント、JICAのどちらが発注者になるかにかかわらず、コンサルタントが加入してい

る保険（総括保険、設計保険）に JICA が入ることはできないのか？　何か問題が起きた場合

のJICA、コンサルタント、施工業者、相手国の責任分担がS/Wで明確になっていればよいが、

何か起きた場合のリスクは大きい。保険を掛けるにしても責任分担が明確になっていない以

上、保険が本当に適応になるのかが疑わしい。（斉藤）

・保険は、入る際にだれが負担すべきで、何がカバーされるのか保険会社に確認すべきではない

か。基本的には JICA が、コンサルタントの必要とする保険費用は契約金額等に含める等で負

担すべきである。（伊藤）
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（3）実証事業の品質に関して

・実証事業で求められる品質の設定が重要である。あくまでも実証事業としての構造物、施設で

あるという認識を、関係者間で共有することが重要なのではないか？　その場合、タイミング

を規定するのもひとつあるのではないか。（福若）

・政府から要請を受ける際に、実証事業の完成物、めざす品質レベル（例：草の根無償）の説明

を行うのがいいのではないか。（伊藤）

・品質を規定できる方法があればいいが、難しい。日本の関係者間でも、品質に関しての一致は

見られていない。（菅野）

・何を実証するのかということをはっきりさせて、そのためにはこの品質で建設を行うというこ

とを S/W 協議のなかで行い、相手側に理解を促す必要がある。（福若）

・その際、耐用年数は建設する構造物により設定する必要がある。例えば橋梁が5年で壊れると

いうことはあってはならないのではないか。（三宅）

・一つ一つの構造物の品質を規定するとともに、システムとしての品質も規定する必要がある。

主要構造物、付帯構造物の質も規定し、他者からのクレーム等に対しては毅然とした態度で臨

むべきである。（斉藤）

・先方政府には無償と、実証事業の区別はなく、日本が造るからそれなりの質のものを造るとい

う期待がある。その認識のズレがトラブルの原因につながるのではないか。（伊藤）

・学校、橋、というように構造物ごとに、実証事業で造る品質の基準を個別に検討する必要もあ

る。（福若）

（4）実施体制について

・コンサルタントに以前聞き取り調査を行った結果、コンサルタントのなかにはケース 2（JICA

が発注者）という意見と、工夫次第ではケース 1（コンサルタントが発注者）も受け入れるこ

とは可能であるという意見があった。想定される実施体制について今回まとめたが、何かほか

に意見はあるか？（室岡）

⇒ケース 1（コンサルタントが発注者）であれば、常駐の施工管理者への費用も加えて、コンサ

ルタントとして工事管理費を頂きたい。またコントラクター工事からの利益も、コンサルタン

トが応分を受け取れてしかるべきである。施工業者は先方の工事業者ではなく、日本の工事業

者とのJVでの応札も可能にし、デザインアンドビルド的な形態にし、コンサルタントはCMの

ような形で業務を行うというやり方もあり得る。（斉藤）

・工事の占める割合、リスクによってはJV、コンソーシアムで落札した方が業務はやりやすいと

いうこともあるかもしれない。（福若）

・建設する構造物が決まっていないのに、施工業者と組むのは確かに疑問ではある。（斉藤）

・私たちがケース2を推したのは、相手側負担事項のリスクをコンサルタントが負担できないか

らである。その事項が回避されるのであれば、ケース 1（コンサルタントが施主）でも差し支

えはない。（水野）

（5）第三者審査について

・第三者審査は別のコンサルタントをつけるということか？（伊藤）

⇒コンサルタントが再委託で第三者に審査してもらう、あるいは JICA が技術評価審査コンサル
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タントと直接契約するものである。また内部照査という方法もあると考えている。（室岡）

・入札図書を審査するということだが、入札図書は想定、仮定を前提に作成されたものが多い。

審査の際にその設計の根拠を示さなければならない場合、その事項を調査するのによりかかっ

てしまうというようなこともあり得る。実証事業に第三者の審査はなじまないのではないか。

（水野）

（6）その他協議

・緊急開発調査そのものより、実証事業の規模が大きくなってしまうことがそもそもの問題なの

ではないか。事業の金額が大きくなればなるほど、事業のリスクが大きくなるのは自然であ

る。今回研究した緊急開発調査の実証事業のあり方を踏まえたうえでの実証事業のガイドライ

ンが必要である。実証事業は工事ではない。本来、実証事業とは規模の大きいものであっては

ならないというのが私の意見である。またコンサルタント各社は、各社の定款で CM at Risk1

の業務を受け入れる体制が整っているのか？（福若）

⇒業務実施方法がCM at Riskの場合コンサルタントは、金額の多寡というよりは、リスクの中身

を精査するだろう。CM at Riskはコンサルタントとしては避けたいが、市場がある限りは考慮

する項目である。S/Wのなかの相手側負担事項が履行されない場合の対応策は、事前に考えて

おく必要がある。そのためにも予備費は計上しておくべきである。予備費は支払い方法（ラン

プサム、BQ）にかかわらず必要である。（斉藤）

・SW で相手国政府負担事項を明確にすると、相手国が動かないとプロジェクトが先に進まない

という事態が発生する懸念がある。この点は検討して頂きたい。特に紛争後国は負担事項を履

行するのは難しい。ネガティブチェックリストを活用することにより、リスクを回避できると

は思うが、選定する実証事業がリスクを伴わない、つまらないものになってしまうおそれもあ

る。BQ 精算方式と予備費はセットで考えるべきであり、契約の項目にも予備費を入れるべき

である。（水野）

⇒確かにリスクをなるべく回避するという考え方と、キャパシティ・ディベロップメントのため

にも積極的にリスクをとるという考え方もある。ネガティブチェックリストの運用に関しては

検討を要するのも事実である。予備費に関してはJICAが予算としてもっているものの運用を

柔軟にするか、契約のなかに予備費を入れるかいずれかで対応が可能である。（室岡）

・ネガティブチェックリストはこれが完成版なのか、その他に考慮すべき事項があると思われ

る。（中村）

⇒これが、完成版というわけではない。対策に関しても本当に適切なのかを検討する必要があ

る。（室岡）

〈今後の予定〉

　・コンサルタントからの追加コメントの受付⇒報告書への反映

　・JICA 内での検討

　・報告書完成

1 CM方式の一契約形態、CMr（Construction Manager）が工事のリスクすべてを請け負う。
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３．標準的な契約書（案）

３－１　JICA－コンサルタント契約書（案）

業務実施契約書の特記仕様書標準（案）を以下に示す。

［附属書Ⅱ］
特記仕様書（案）

第１条　総　則

　この仕様書は、独立行政法人国際協力機構（機構）が実施する「○国（以下「○」国）○○調

査」に係る業務実施の仕様を示すものである。

第２条　調査の目的

　○年を目標年次とする○○マスタープランを作成するとともに、優先プロジェクトに係るプレ

フィージビリティスタディを実施する。また、調査結果が有効活用されるために○○における○

○に係る実施体制の強化及び能力の向上を目的とするキャパシティ・ディベロップメント・プラ

ンの作成を行う。

第３条　調査対象地域

　「○」国○市

第 4条　調査業務の範囲と内容

１．調査業務の範囲

　本調査は、○年○月に合意した実施細則（Scope of Work：S/W）及び「２．調査業務の内容」

に示す事項に基づき実施する。

２．調査業務の内容

　本調査は、以下の調査項目から構成されており、平成○年○月○日～平成○年○月○日までに

実施することを想定している。

（1）調査実施計画の検討

　日本国内で入手可能な資料・情報を整理し、調査実施に関する基本方針、方法、項目と内容、

実施体制、スケジュール等を検討する。それらを踏まえ、インセプション・レポートを作成し、

内容に関し機構の承認を得る。

（2）調査実施体制の構築

　本調査内容を○国政府で共有、議論することを目的としたステアリング・コミッティ及び社会

的、環境的な影響を受ける主要な関係者とのパブリックコンサルテーションを目的としたステー

クホルダーミーティングの設置、及びカウンターパートの配置が適切になされるよう○国側と調

整を行うとともに、前項で作成した調査実施計画について協議を行う。その際、○国政府との責
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任の分担関係について十分に確認を行う。特に、機構の環境社会配慮ガイドラインに沿った手続

きについては、その内容、スケジュールについて関係者の十分な認識が得られるよう留意すると

ともに、○国側に求められる必要な体制が構築されるよう、継続的に働きかけを行う。

（3）インセプション・レポートの協議、○○分野の将来的なビジョン及び問題意識の共有

　○国政府とインセプション・レポートの協議を実施する。また、ステアリング・コミッティの

メンバーと○○分野の将来的なビジョン、問題意識を共有する。

（4）関連情報の収集

　以下を含む事項について調査・分析を行う。

①　社会経済に関する状況

②　上位計画（国家開発計画、PRSP 等）

③　関連計画（○○計画、他ドナーの援助計画等）

④　○○施設に関連する整備・計画･管理･運営・組織等に関する法律、規則、制度、財源等

⑤　○○分野に関する各種データ

⑥　気象、自然条件に関する資料（降雨量、河川の流況、地形・地質、地震等）

⑦　建設基準等の関連情報

⑧　他ドナーの関連情報

（5）現況把握

　調査対象地域において現地踏査を実施し、○○施設の現況及び施設維持管理等の概況を把握す

る。

（6）○○施設のインベントリー調査の実施

　対象地域の○○施設のインベントリー調査を実施する。

（7）○○分野に関する問題の特定

　以下の項目を含む○市の○○分野の現状を分析し、課題を抽出するとともに、ステークホル

ダーと共有する。

①　政策、行財政制度、法規制 / 管理

②　インフラ / サービス

③　各種開発計画と当該分野政策 / 計画の整合性

④　○○分野に係る実施体制、関係機関のキャパシティ能力

（8）プログレス・レポートの作成及び協議

　これまでの調査進捗をプログレス・レポートとして取りまとめ、機構の内容承認ののち、○国

側に説明・協議を行う。
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（9）マスタープランの作成

ア．社会経済条件の検討

　収集した計画中あるいは既存の計画、開発計画や社会・経済指標の予測値等に基づいて、調

査対象地域の社会・経済フレームワーク（目標年次：○年）を設定する。

イ．将来需要予測

　現状調査の結果、既存データ及び社会経済条件に基づいて調査対象インフラ・施設の将来需

要を複数のシナリオに沿って予測する。

ウ．マスタープランの基本方針の作成

　社会面、経済面、環境面での○○分野の目標を設定する。目標については、各種開発計画を

考慮に入れ、段階的な発展の方向性を示すとともに、達成すべき水準を明確にし、評価指標を

設定する。

　また、これらの目標達成に向けて、施設整備や補助金のみならず、人的資源・技術、組織、

制度、技術等の強化・整備策等を含む対策を網羅的に整理する。

エ．○○整備に関する方針計画の作成

　マスタープラン基本方針に基づき、○○整備に関する方針計画を作成し、施設の規模、配置

計画等に関する予備的検討を行う。

オ．マネジメント計画の作成

　対象地域においては、物理的、経済的、社会的な諸条件により、十分な新規の施設整備は容

易でないことから、需要マネジメントの適用可能性を検討する。また、施設整備計画に伴う規

制・管理計画を策定作成することとする。

カ．総合マスタープランの作成

　　「エ．～オ．」の計画をレビューし、必要な調整を行ったうえで総合マスタープランとして

取りまとめる。

キ．施設維持管理に関する計画の策定作成

　　「カ．」で提案される各種施設及び施設の維持管理計画を策定作成する。

ク．○○分野のキャパシティ・ディベロップメント・プランの作成

　以下の手順に基づき、○市における○○分野の実施体制に係るキャパシティ・ディベロップ

メント・プランを作成する。

・○市の○○分野の計画・実施体制に係るあるべき姿を設定（制度・組織・個人レベル）

・計画策定作成・実施をするうえでの課題・問題点の把握

・キャパシティ・ギャップ・アセスメントの実施

・キャパシティ・ディベロップメント・プランのフレームワークの設定（カウンターパート

機関の役割とあり方及び他関係機関との関係整理）
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・○市を念頭に置いたキャパシティ・ディベロップメント・プランの作成

ケ．環境社会配慮調査の実施（IEE レベル）

　立案した計画について、環境社会配慮調査（IEE レベル）を実施する。実施時には、特に現

段階で進行中の計画や今後検討が必要な計画に関する環境基礎情報や社会環境の現状を、早期

段階から収集整理し、問題点の把握や課題を設定する。

コ．マスタープランに関する事業計画の作成

　計画施設についての概略積算を実施し、実施時期、整備方式などを含む、短期及び中長期の

実施計画案を作成する。また、ハード面のみならず、キャパシティ・ディベロップメント・プ

ランを含むソフト面も統合した総合的な事業計画を作成する。さらに、開発・計画の導入効果

についても整理･分析を行い、社会経済的視点からマスタープランの妥当性を評価することと

する。

サ．優先プロジェクトの選定

　マスタープランのなかでフィージビリティスタディの対象となる優先的に実施すべきプロ

ジェクトを選定する（1～2プロジェクトを想定）。マスタープランを作成する過程で緊急に整

備すべき優先プロジェクトに関する考え方や基準を示し、客観的に選定することとする。必ず

しも単独の施設等にする必要はなく、特定の課題に着目して施設整備や施設需要マネジメント

その他財源、制度等の施策について組み合わせることも検討する。なお、事業実施のリスク分

析とその対策について検討する。さらに、通常事業や大規模事業の展開に向けた実施体制の強

化につながるキャパシティ・ディベロップメント的要素を含む優先プロジェクトは優先的に選

定する。

（10）インテリム・レポートの作成及び協議

　これまでの調査進捗をインテリム・レポートとして取りまとめ、機構の内容承認ののち、○国

側に説明・協議を行う。

（11）プレフィージビリティスタディの実施

　　「（9）サ．」において選定された優先プロジェクトについて、以下の手順により技術面、社会

面、経済面、環境面から実行可能性を確認する。選定された優先プロジェクトについて、いくつ

かの代替案を作成し、比較検討を行い、プロジェクトを最適化する。

ア．補足調査の実施

　プレフィージビリティスタディの検討に必要なデータについて、必要な調査、自然条件調

査、環境調査、社会調査等を実施する。

イ．施設設計基準の作成

　優先プロジェクトの概算設計を行うための設計基準を作成し、及び諸条件を設定する。
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ウ．代替案の作成及び比較検討

　選定された優先プロジェクトについて、配置、導入する設備、工法等に関し、いくつかの代

替案を作成し、比較検討を行う。

エ．概略設計及び概略積算

　前述の検討を踏まえ、優先プロジェクトについて、概算設計及び整備、維持管理に係る積算

を行う。土地収用や住民移転に必要な費用も算出すること。

オ．経済・財務分析

　優先プロジェクトの整備に係る経済分析、財務分析を実施する。分析にあたっては、感度分

析を加えるものとする。

カ．環境社会配慮調査（Pre-EIA レベル）

　優先プロジェクトに対応し、環境調査・自然条件調査等を基に、環境に与える影響に関する

評価を検討する。実施に際しては、先方の環境関連法規制、行政手続き、過去の事例等を十分

踏まえたうえで、機構のガイドラインに基づくこととする。

キ．実施計画の作成

　優先プロジェクトの計画施設に係る概略積算を実施し、実施時期、整備方式、施工計画など

を含む実施計画案を作成する。また、開発・計画の導入効果についても整理･分析を行い、社

会経済的及び財務的視点から優先プロジェクトの妥当性を評価することとする。施工計画につ

いては、各工事項目の建設能力、資機材供給能力等（利用可能な施工機械、労働力と資材の調

達、廃材処理方法等）を検討し、段階施工を考慮したものとする。また対象地域における資機

材調達事情を十分に検討する。

（12）実証事業の実施及び施工監理

ア．入札図書の作成

　図面、数量計算書、技術仕様書、契約書などを作成する。図面、数量計算書及び技術仕様書

は、第三者審査又は相手国政府の技術部門の審査を受けて合格したものとする。第三者審査の

場合は再委託契約で実施する。

イ．入札実施・業者選定

　業者リストの作成、参加依頼、現地説明会、入札、契約交渉を行う。業者リスト作成は周辺

国業者を含めてヒアリングを行う等、幅広く参加業者を募集できる方法を検討する。工事のス

ピード化、品質の確保及び工事リスクを未然に防ぐように総合的な工事マネジメントのための

施工簡易計画書の作成とそれに従う施工を工事契約のなかに含める。また、業者、コンサルタ

ント及び○国カウンターパート3者が工事期間に定期的に打ち合わせて情報交換、意思疎通を

行い、工事のスピード、品質確保を助長し、リスク防止に役立てる活動を含むものとする。
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ウ．施工及び施工監理並びに施工監理能力強化

　実証事業を発注して実施するとともに施工監理を行う。その過程で、施工監理の能力強化を

行うために、○国カウンターパートに施工監理に係る技術移転を行う。竣工及び引き渡しにあ

たっては、○国カウンターパート、JICA 立ち会いのもと行い、必要事項を確認する。

エ．実施モニタリング及び成果の検証

　実証事業のモニタリングを行い、成果のフィードバックを行う。

　フィードバックは、主として以下の視点から行う。

・キャパシティ・ディベロップメント

・適用した技術の実証

・本格事業展開前のパイロット支援

　なお、実証事業の進捗状況（再委託業者選定状況、工事進捗状況、工程の最新版、再委託契

約額執行状況等）について簡潔にまとめた文書などの進捗状況報告書を、「第５条　成果品」

４．その他提出物イ．に定める「調査業務報告書」に添付し、発注者へ提出すること。

（13）結論と提言

　本調査の全体的な結果、留意事項等を含む、必要な提言を取りまとめる。

（14）ドラフト・ファイナル・レポートの作成及び協議

　以上の調査結果をドラフト・ファイナル・レポートに取りまとめ、○国関係者に説明、協議す

る。

（15）ファイナル・レポートの作成

　ドラフト・ファイナル・レポートの協議結果及びその後のコメントを踏まえ、ファイナル・レ

ポートを作成、提出する。

第５条　成果品

　次の成果品を作成し機構に提出する。また、報告書を○国側に提出し説明・協議を行う。なお、

各ステージにおいて○国側へ報告書の提出及び説明をする前に、国内では機構及び関係者とレ

ポート内容について検討・協議し、内容など修正が生じた場合は速やかに修正したうえ、○国側

へ提出及び説明を行うものとする。

１．調査報告書

ア．インセプション・レポート（IC/R）

記載事項：調査実施に関する基本方針、方法、内容、実施体制、スケジュール

提出時期：○年○月○旬

部　　数：英文 30 部（うち先方政府へ 20 部）

イ．プログレス・レポート（PR/R）

記載事項：現地調査の結果
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提出時期：○年○月○旬

部　　数：英文 30 部（うち先方政府へ 20 部）

ウ．インテリム・レポート（IT/R）

記載事項：国内解析の結果

提出時期：○年○月○旬

部　　数：英文 25 部（うち先方政府へ英文 20 部）

エ．ドラフト・ファイナル・レポート（DF/R）

記載事項：調査結果の全体成果等

提出時期：○年○月○旬

部　　数：英文 40 部（うち先方政府へ 30 部）

オ．ファイナル・レポート（F/R）

記載事項：調査結果の全体成果等

提出時期：調査開始後○ヵ月を目処

部　　数：英文 40 部 / 英文要約 40 部（うち先方政府へ 30 部）

　　　　　和文要約 10 部

電子データ版：2 セット（うち先方政府へ 1 セット）、５．イ . ファイナル・レポートの電子化

　　　　　　　仕様で示す仕様で PDF 化し、CD-ROM にインストールしたもの。

カ．実証事業レポート

記載事項：実証事業の完成を確認し、事業の進捗及び成果をまとめる

提出時期：事業完成後○日以内

部　　数：英文 40 部 / 英文要約 40 部（うち先方政府へ 30 部）

　ア．とカ．を除く各レポートの巻頭には 10 ページ程度に取りまとめた要約を含めることとす

る。

　ドラフト・ファイナル・レポート及びファイナル・レポートの本編及び要約版については冒頭

にページの色を変えた要旨を含めること。

　また、各レポートの○国政府への説明、協議に際しては、事前に報告書（案）を作成のうえ、

機構担当部に提出し、説明のうえ、その内容について了承を得るものとする。

２．業務実施報告書

　ファイナル・レポートと共に提出する。

　記載事項：調査の背景・経緯・目的等のプロジェクト概要、調査手法、内容、作業フロー、

　　　　　　投入量（人月・費用）、技術移転、キャパシティ・ディベロップメント、機材及び

　　　　　　実証事業における現地施工業者委託業務内容等について（計画と実績を含む）

　部　　数：和文 3 部



－ 98 －

３．収集資料

　本件調査を通じて収集した資料及びデータを分野ごとに整理して、収集資料リスト（機構の様

式）を付したうえで提出する。

４．その他の提出物

ア．議事録等

　○国政府との各調査報告説明・協議に係る議事録（M/M）を作成のうえ、速やかに提出する。

イ．調査業務報告書

　機構の規定により、調査業務日誌を添付した月例の調査業務報告を、翌月 15 日までに機構に

提出する。

　添付書類は以下のとおり。

　進捗状況報告書

　記載事項：毎月の進捗概要（図面を含む）

　部　　数：英文 15 部（うち先方政府提出分 10 部）

ウ．先方政府への提出書類

　先方政府への提出文書は、その写しを機構担当部に速やかに提出する。

エ．その他

　上記の提出物のほかに、機構が必要と認め報告を求めたものについて提出する。

５．成果品の仕様

　印刷物の大略は次のとおりとし、その他の仕様の詳細は機構の指示によるものとする。

ア．インセプション・レポート、プログレス・レポート、インテリム・レポート、ドラフト・ファ

イナル・レポート、実証事業レポートについての作成仕様は、A4 版・ワープロ打ち、両面コ

ピー・章ごと改ページの編集とし、原則として簡易製本とする。

イ．ファイナル・レポートの印刷及び電子化仕様の大略は以下のとおりとする。
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（ファイナルレポートの電子化仕様）　

１．電子化対象報告書

２．データ形式

３．提出媒体

　（メディア）

４．PDF 変換仕様

５．提出時期

６．1枚のメディアへの

複数報告書納品

「国際協力機構報告書の作成及び管理に関する規程」第3条の「報告書」のう

ち、調査団やコンサルタント等が作成する報告書を電子化の対象とする。報

告書の一部を構成していない地図及び設計図等並びに統計報告書は本仕様の

適用範囲外とするが、準用することを妨げるものではない。

PDF（Portable Document Format）形式

CD

Windowsで読み込み可能なフォーマットとする。また、媒体のラベル等に保

存されている報告書番号等を明記する。

（1）サイズ

・1つのPDFファイルの最大サイズは10MBとする。1件の報告書のPDFが

10MB を超える場合は、章区切り等で複数の PDF となるよう分割調整す

る。

（2）テキスト変換、フォント

・テキスト部分は原則、MS WordやMS Excel等の電子媒体からのコードデー

タ変換とする。

・埋め込みフォントとする。

（3）画像解像度

・写真、地図、絵模様、署名入り文書等の画像イメージは、原則として解像

度 200dpi（モノクロ 2 値）とする。

（4）しおり

・PDF 化報告書には部、章、付属資料等の単位で「しおり」を設定する。

（5）ファイル命名規則

・各PDFファイルのファイル名は総文字数を全角15文字以内、半角31文字

以内とし、命名規則は以下のとおりとする。

報告書番号【部署＋区分＋番号（ハイフンなし）】

＋ “ “【半角スペース】＋

報告書省略名【適当な全角 7 文字以内半角 15 文字以内】

（複数に分割されている場合は更に）＋“ “＋連番【2 桁】

例：

社協 2課が作成した報告書番号「社協二 JR00-36」、報告書名「チュニジア

共和国　電気・電子技術職業訓練センター事前調査団報告書」のPDFファ

イルが 2 つの PDF ファイルになった場合は、

「社協二 JR0036 電気職訓調査 01」と、

「社協二 JR0036 電気職訓調査 02」になる。

（6）レイアウト

・画像イメージの位置をはじめとして、PDFのレイアウトは印刷報告書に準

ずるものとする。

原則、紙媒体の報告書と同時に納品する。別々の提出になる場合は、その旨、

報告書送付書等に明記する。

1枚のメディアに複数報告書をまとめることを可とする。その場合は、報告書

番号ごとにフォルダを作成し、そのフォルダ内に該当するPDFファイルを収

める。
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２．相手国の便宜供与

　○年○月に署名済みの S/W を参照のこと。

３．その他

（1） 調査用資機材の輸出管理

　供与機材及び携行機材について、コンサルタントが輸出貿易管理令及び輸出に関するその他の

法令により輸出申告書類として必要な許可書及び証明書の取得を要するか否かを確認し、機構に

対して所定の様式により報告するものとする。

　また、資機材のうち、コンサルタントが本邦に持ち帰らないものであって、かつ輸出許可の取

得を要するものについては、コンサルタントが必要な手続きを行うものとする。

　供与機材については、コンサルタントは、調査の機材として先方実施機関と協力し、管理を行

う。携行機材については、コンサルタントが管理を行い、調査終了時に機構と協議し、先方実施

機関に引き渡すものと機構○○事務所で保管するものとに区分し、必要な手続きを行う。

（2）国内支援委員会

　本件調査に係る国内支援委員会は設置しない。

（3）現地業者への再委託　

　現地再委託を想定している以下の項目については、当該業務について経験・知見を豊富に有す

る機関・コンサルタント・NGO・施工業者に再委託して実施することができる（詳細は付属資料

３－２）。

　現地再委託にあたっては、「コンサルタント等契約における現地再委託契約手続きガイドライ

ン」にのっとり選定及び契約を行うこととし、委託業者の業務遂行に関しては、現地において適

切な監督、指示を行うこと。

（4）安全配慮事項

　○国における調査実施に関し、在○国日本大使館、機構○○事務所と連絡を密に行うこと。

第８条　その他　

１．現地施工業者への再委託

　現地再委託を想定している業務（実証事業の施工）については、当該業務について経験・知見

を豊富に有する機関に再委託して実施すること。

　現地再委託にあたっては、「コンサルタント等契約における現地再委託契約手続きガイドライ

ン」にのっとり選定及び契約を行うこととし、委託業者の業務遂行に関しては、現地において適

切な監督、指示を行うこと。

　さらに、受注者（コンサルタント）は完工時に出来形確認を行い、検査合格の確認後、速やか

に発注者（機構）に報告するとともに、完成品及び完成図面を発注者に引き渡す。なお、発注者

への引き渡し後、再委託契約の補償期間内に補修が必要な事態が生じた場合は、対策並びに費用

について、発注者と受注者が協議してこれを定める。
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２．実証事業の施工

　実証事業の施工については、BQ 契約方式が望ましい。設計変更が不可欠となる場合は、既に

合意した単価を基に、発注者は設計変更に対して柔軟に対応する。また、突発的な事態が発生し

て施工が中断を余儀なくされる場合においても、発注者は極力工事再開に向けて本業務契約を柔

軟に運用する。
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４．緊急開発調査の実証事業における施設建設契約の課題：その他考えられる制約条件

・JICA の実証事業の施設の建設工事の発注者としての環境未整備

　独立行政法人国際協力機構法（機構法）から、JICAが実証事業で施設の建設工事の発注者にな

り得ると、容易に解釈することは難しい。JICAが施設建設の発注者となり得るかについて、機構

法の正確な解釈が必要となっている。以下参考に、機構の目的と業務の範囲を示す。

（機構の目的）

第三条　独立行政法人国際協力機構（以下「機構」という。）は、開発途上にある海外の地域（以

下「開発途上地域」という。）に対する技術協力の実施並びに無償の資金供与による開発途上地

域の政府に対する国の協力の実施の促進及び開発途上地域の住民を対象とする国民等の協力活動

の促進に必要な業務を行い、中南米地域等への移住者の定着に必要な業務を行い、並びに開発途

上地域等における大規模な災害に対する緊急援助の実施に必要な業務を行い、もってこれらの地

域の経済及び社会の発展又は復興に寄与し、国際協力の促進に資することを目的とする。

（業務の範囲）

第十三条　機構は、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。

一　条約その他の国際約束に基づく技術協力の実施に必要な次の業務を行うこと。

イ　開発途上地域からの技術研修員に対し技術の研修を行い、並びにこれらの技術研修員のため

の研修施設及び宿泊施設を設置し、及び運営すること。

ロ　開発途上地域に対する技術協力のため人員を派遣すること。

ハ　ロに掲げる業務に係る技術協力その他開発途上地域に対する技術協力のための機材を供与す

ること。

ニ　開発途上地域に設置される技術協力センターに必要な人員の派遣、機械設備の調達等その設

置及び運営に必要な業務を行うこと。

ホ　開発途上地域における公共的な開発計画に関し基礎的調査を行うこと。

二　条約その他の国際約束に基づき開発途上地域の政府に対して行われる無償の資金供与による協

力（資金を贈与することによって行われる協力をいい、以下この号において「無償資金協力」と

いう。）の実施の促進に必要な次の業務を行うこと。

イ　次に掲げる無償資金協力に係る契約の締結に関し、調査、あっせん、連絡その他の必要な業

務を行うこと。

（1）条約その他の国際約束に基づく技術協力のための施設（船舶を含む。以下この号におい

て同じ。）の整備（当該施設の維持及び運営に必要な設備及び資材の調達を含む。以下この

号において同じ。）を目的として行われる無償資金協力

（2）条約その他の国際約束に基づく技術協力に密接な関連性を有する事業のための施設の整備

を目的として行われる無償資金協力

（3）条約その他の国際約束に基づく技術協力に密接な関連性を有するものとして外務大臣が指

定する無償資金協力

ロ　イに規定する契約の実施状況に関し、必要な調査を行うこと。

三　国民、民法（明治二十九年法律第八十九号）第三十四条の法人、特定非営利活動促進法（平成
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十年法律第七号）第二条第二項の特定非営利活動法人その他民間の団体等の奉仕活動又は地方公

共団体若しくは大学の活動であって、開発途上地域の住民を対象として当該開発途上地域の経済

及び社会の発展又は復興に協力することを目的とするもの（以下この号において「国民等の協力

活動」という。）を促進し、及び助長するため、次の業務を行うこと。

イ　 開発途上地域の住民と一体となって行う国民等の協力活動を志望する個人の募集、選考及び

訓練を行い、並びにその訓練のための施設を設置し、及び運営すること。

ロ　 条約その他の国際約束に基づき、イの選考及び訓練を受けた者を開発途上地域に派遣するこ

と。

 ハ　 開発途上地域に対する技術協力のため、国民等の協力活動を志望するものからの提案に係

る次の事業であって外務大臣が適当と認めるものを、当該国民等の協力活動を志望するものに

委託して行うこと。

（1）当該開発途上地域からの技術研修員に対する技術の研修

（2）当該開発途上地域に対する技術協力のための人員の派遣

（3）当該開発途上地域に対する技術協力のための機材の供与

ニ　 国民等の協力活動に関し、知識を普及し、及び国民の理解を増進すること。

四　移住者に対する援助及び指導等を国の内外を通じ一貫して実施するため、次の業務を行うこと。

イ　海外移住に関し、調査及び知識の普及を行うこと。

ロ　海外において、移住者の事業、職業その他移住者の生活一般について、相談に応じ、及び指

導を行うこと。

ハ　海外において、移住者の定着のために必要な福祉施設の整備その他の援助を行うこと。

五　開発途上地域等における大規模な災害に対する国際緊急援助活動（国際緊急援助隊の派遣に関

する法律（昭和六十二年法律第九十三号）第二条に規定する活動をいう。）その他の緊急援助の

ための機材その他の物資を備蓄し、又は供与すること。

六　第一号、第三号ハ及び前号並びに次項の業務の遂行に必要な人員の養成及び確保を行うこと。

七　前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

２　機構は、前項の業務のほか、次の業務を行う。

一　国際緊急援助隊の派遣に関する法律に基づき、国際緊急援助隊を派遣すること。

二　国際緊急援助隊の派遣に関する法律に基づき、国際緊急援助活動に必要な機材その他の物資の

調達、輸送の手配等を行うこと。
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